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医療保険制度改革における日本医師会の考え方

平成 17 年 6 月 7 日

日 本 医 師 会

1 ．医療保険制度改革における基本方針

・国民皆保険制度を堅持する。

・新たな高齢者医療保険制度を創設し ､ 国民の不安を払拭する。

・高齢者医療保険制度においては ､ 高齢者の特性ならびに個々の疾患に配慮す

るが ､ 医療内容が年齢によって急に規制されるものであってはならない ｡

・高齢者医療保険制度においても保険制度であることを堅持し ､ 自助・共助・

公助を基本とする。

・医療保険制度は国民に必要十分な医療を給付するため現物給付によって成り

立っている。現金給付である介護保険制度とは統合し得ない ｡

・GDP 等の経済指標を基本とする医療費の伸び率管理は ､ 必要かつ安全な医療

の確保を阻害する点から容認できない。

・高齢者医療の充実のためには ､ 生活習慣病対策を推進し ､ 高齢者になっても

健康を維持できるようにする。

・患者自己負は軽減すべきであり ､ 少なくとも現状を超えるものであってはな

らない ｡

・国は被用者の定年退職年齢が 65 歳になるよう努力すべきである。

2 ．新たな高齢者医療保険制度の創設

・対 象：75 歳以上の高齢者

・保 険 者：国とする。但し一定期間後 ､ 都道府県単位とすることも検討する。

・財源構成：患者自己負担 10%､ 保険料 10%（但し低所得者への配慮を行う）。

残りは公費ならびに国民的共助によって構成する。

3 ．一般医療保険制度の改革

・老健拠出金 ､ 退職者給付拠出金は廃止する。

・被用者は退職後 ､ すべて国民健康保険に加入し ､ その場合、患者自己負担以

外の給付金を保険料および被用者保険による制度間共助により賄う。

◆下記の考え方は、平成 17 年 6 月 21 日に開催された都道府県医師会長協議会で示
されました。日本医師会はこの考え方に沿って、社会保障審議会医療保険部会等で
主張していきたいとのことです。



平成 17 年 7 月 山 口 県 医 師 会 報 第 1739 号

532

　最高裁事務総局によると、1 年間に全国の地方

裁判所が新たに受け付けた医療訴訟の数は、平成

5 年が 442 件であったのに対して、平成 15 年に

は 987 件と、最近 10 年間で 2 倍以上に増加し

ている。全国 5 大新聞の医療過誤報道記事の本

数も、平成 5 年には 145 本であったのが、平成

11 年 1 月の横浜市立医大附属病院の患者取り違

え事件と、同年 2 月の都立広尾病院の消毒液点

滴事件を契機に急増し、平成 15 年には 1593 本

と最近 10 年間で 10 倍以上の増加を示している。

　医療事故報道の増加、医事訴訟の増加を踏まえ

て、日本医師会では医療安全に関する種々の取組

を行ってきた。すなわち平成 9 年 7 月には日本

医師会医療安全対策委員会が設立され、「医療安

全におけるリスクマネジメントについて」「患者

の安全を確保するための諸対策について」「医療

安全推進のために医師会が果たすべき役割につい

て」等の答申、「医療安全に関する研究と人材育

成の必要性」等の提言が行われてきた。平成 12

年 7 月には日本医師会内に「患者の安全確保対

策室」を設置するとともに、「患者の安全に関す

るセミナー」を開催し、平成 13 年からは毎年「日

本医師会医療安全推進者養成講座」を開講してい

る。この講座には最近では毎年千人近い受講者が

参加している。また平成 13 年 4 月には「日本医

師会医療安全器材開発委員会」が設置され、「接

続器具・シリンジ・輸液セット・輸液機器等に関

わる安全確保の検討」を行い、「輸液ポンプ等使

用の手引き」を作成している。

　厚生労働省でも、平成 13 年 5 月に「医療安全

対策検討会議」を発足、平成 13 年 10 月から医

療安全対策ネットワーク整備事業としてヒヤリ･

ハット事例の収集を開始、平成 14 年 10 月 1 日

には医療法施行規則を一部改正し、すべての病院

及び有床診療所に対して、①安全管理指針の整備、

②安全管理委員会の開催、③安全管理研修の実施、

④院内における事故報告等の安全確保を目的とし

た改善方策の策定を義務化、平成 15 年には全国

都道府県に「医療安全支援センター」を設置する

よう通達、等々の医療安全確保に向けての方策を

打ち立ててきた。

　しかしながら医療事故報道は減少の兆しを見せ

ず、平成 15 年 12 月 24 日には厚生労働大臣が

「医療事故対策緊急アピール」を発表するに至っ

た。その後ミスを繰り返す「リピーター医師」な

どが社会問題化する中で、行政処分を受けた医師

が、医業停止期間を過ぎるとすぐに現場に復帰で

きる、現在の制度について疑問の声が上がり始め

たのを受けて、「行政処分を受けた医師の再教育

に関する検討委員会」の設置が、平成 16 年 3 月

17 日の医道審議会医道分科会で承認され、その

第 1 回の委員会が平成 16 年 10 月 19 日に開催

された。その後数回の検討を経て、今年の 3 月

常任理事 吉本　正博

「日本医師会による
リピーター医師の再教育」
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31 日に最終報告書がまとめられた。厚労省は報

告書を受け、平成 18 年に予定している医療制度

改革に合わせて医師法を改正し、再教育システム

作りを進める方針である。報告書によると、医業

停止中の医師を対象として職業倫理と医療技術の

二段階の再教育制度を創設し、職業倫理について

は 3 ヶ月から 1 年程度、社会奉仕活動や講習会

の受講を求め、医療事故を起こした医師につい

ては、さらに専門医の下で医療技術の指導を受け

ることとしている。また対象の医師ごとに指導担

当者を決め、終了後に技術や知識を評価して報告

書を厚労省に提出することも求めている。内容的

には、委員会に資料として提出された米国ニュー

ヨーク州の再教育制度を参考としたもので、かな

り厳しい内容となっている。

　平成 12 年における医師の懲戒処分者数を日米

で比較すると、米国では 3,951 人（医師 1000

人当たり 5.84 人）の医師が処分を受けたのに対

して、日本ではわずか 48 人（医師 1000 人当た

り 0.18 人）の医師が処分を受けたにすぎない。

この数字は一般には、日本は医師に対して甘すぎ

ると捉えられており、今後行政処分の対象となる

医師が増えてくることが懸念される。日本医師会

が推進している「自浄作用活性化」は、それを事

前防止するために専門家集団としての自律的な取

組を行おうとするものである。

　いわゆる「リピーター医師」の再教育について

も厚労省は検討を行うとしているが、これについ

ては昨年来、寺岡暉日医副会長が日本医師会で行

うことを表明していた。本年 5 月 19 日に開催さ

れた「都道府県医師会医事紛争担当･自浄作用活

性化担当理事合同協議会」で、8 月 6 日と 7 日

の 2 日間にわたって第 1 回目の研修会を行うこ

とが示され、その内容が明らかとなった（詳細は

本号別稿参照）。実はこの協議会の内容がリーク

され、日医役員の記者会見前に読売新聞に記事が

掲載された。その中で日医が把握しているリピー

ター医師の数が 200 人と誤って報道され、その

後開かれた記者会見の中で 120 人と訂正された

が、日医としてはこの数字が独り歩きすること

を恐れ、今まで公表されなかったものである。今

回のこの数字は、日本医師会の医師賠償責任保険

で日医付託となったもの、都道府県医師会へのア

ンケート調査結果等からはじき出された数字であ

ろうが、その多くは総合病院であり、診療所、あ

るいは個人の医師は約 10% とそれほど多くはな

い。診療所の場合はほとんどが産婦人科医院で、

分娩に関連した医療事故によるものであると思わ

れる。山口県医師会でも新生児仮死の事案は比較

的多く、いつの時点で帝王切開に踏み切るべきで

あったかの判断はレトロスペクティブにみても非

常に難しく、分娩現場ではさらに困難であったこ

とが想像できるが、これらを一律に「リピーター

医師」としてとらえてよいものかどうか。今回

は、「過去 3 年間に 3 回以上事故を起こしたもの」

を「リピーター医師」として日本医師会に報告す

るようにとのことであるが、医療事故が 2 回以

内であっても、専門家としての知識、あるいは態

度に問題ありと思われる医師への対応をどうする

か、今後さらに議論が必要であると考える。

　今回公表された「医療事故防止研修会」は「リ

ピーター医師」へのペナルティではないというこ

とで、参加予定者の中に都道府県医師会医事紛争

担当理事、自浄作用活性化担当理事、自発的参加

者あるいは医療施設における安全対策の指導者等

を含めている。またわずか 2 日間の研修（主と

して講演聴取）となっているのは、先の「行政処

分を受けた医師に対する再教育」プログラムと比

べると、優しすぎるという批判を招かないであろ

うか。日医が率先して「リピーター医師」の再教

育に取り組むということは画期的なことで、今の

ところマスメディアからも好意的に受け止められ

ている。その流れが変わらないことを望むもので

あるが、今後「医療事故防止研修会」を継続する

に当たっては、そのあたりも考慮して、より厳し

い研修内容に変えていく必要があると考える。
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　この度、山口大学医学部附属病院長に就任しま

した松﨑です。

　わが附属病院は、多くの方々のご支援に支えら

れながら今年で創立 60 年になり、歴史と伝統の

上に今まさに熟成期を迎えようとしています。

　この 10 数年間で外来棟、病棟、手術室、検査

室などの中央診療施設等の主要な施設はすべて一

新され、759 床を有する県内第一の規模と医療

設備をもつ病院として発展してきました。中国

四国地方の国立大学法人の附属病院では岡山大学

（850 床）に次いで二番目の規模の病院です。診

療部門も 23 診療科に拡充され、広く患者さんの

ニーズに対応できる施設が充実してきました。

　その中でも特記すべきは、1999 年、国立大学

附属病院としては全国で初めて「高度救命救急セ

ンター」が設置されましたが、現在は宇部市と提

携しているドクターカー、山口県との提携による

ドクターヘリコプターを駆使して全県下からの重

症患者の治療に対応しています。昨年度、同セン

ターで治療を受けた患者数は約 1000 名に上り、

その救命率も最高レベルが維持されています。

　また 2001 年に山口大学病院を含む 3 つの大

学病院に初めて設置された「治験管理センター」

は現在、「臨床試験支援センター」と名称を変え、

本センターを中心とした全国規模の臨床試験を実

施するまでに発展してきました。同センターの運

営方法も含め、全国の多くの大学病院からの見学

者も毎年多く訪れており、われわれの臨床治験支

援センターの運営の仕方が、全国の国立大学での

スタンダードになりつつあります。また昨年 11

月には、本附属病院では 2 回目の病院評価機構

の審査を受け（1 回目は 1999 年）、満点に近い

評価をいただき新しく認定証が交付されました。

　高度な先進医療の面でも大きく進歩してきまし

た。現在、附属病院では計 5 つの新しい治療法

が「高度先進医療」として厚労省の承認を受け、

臨床に応用されています。また、今年 3 月には

附属病院内に高規格な再生・細胞療法センター

が設置され、従来から行われてきた再生・細胞療

法［心筋梗塞・下肢動脈閉塞（第一外科・第二内

科）や肝硬変症に対する骨髄細胞を用いた再生療

法（第一内科）、消化器癌に対する細胞免疫療法

（第二外科）、骨髄細胞移植療法（第三内科）な

ど］が高品質にまた効率良く行える設備が整いま

した。再生療法は、今後の発展が大きく期待でき

る領域であり、この療法がさらに多くの患者様の

治療に役立つ日が来るのを望んでいます。また、

2004 年 7 月から附属病院内にはピンポイントで

全身の悪性腫瘍に X 線の高エネルギー照射が可

－病院長就任挨拶－

郡市会長プロフィール

第 11 回

山口大学医師会長
松﨑益德
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能な装置（汎用ライナック放射線治療システム、

定集光ライナック治療システム、ラルス治療シス

テム）が本格稼動を始め、高精度の癌治療が行え

る環境が整備されています。

　2003 年 3 月には附属病院内に“女性診療外来”

が設置されました。国内では初めての内科、婦人

科、精神神経科、外科など複数の専門診療科の女

性医師による女性専用外来であり、診察時間を十

分に取った診療が行われています。

　昨年 4 月 1 日から全国の国立大学が法人化さ

れ、我附属病院は国立大学法人山口大学医学部附

属病院という法人名で“営業”をすることになり

ました。また法人事業場の一つである大学病院に

勤務するわれわれは、労働基準法、労働安全衛生

法などの労働法に基づいた就業形態をとることが

義務付けられ、この一年間、それに向けての努力

が続けられています。限られた予算と人員の中で

大変な作業ですが、医療従事者の健康と安全が確

保され快適に働くことができ、患者さんへの最高

の医療サービスができる環境作りが進められてい

ます。

　従来より医学部附属病院の使命は、質の高い

医療を行う場であると同時に医学部学生教育と卒

後臨床研修の場であり、法人化後もその使命は変

わることはありません。そのためにも卒後研修制

度が開始された現在では、県内を中心とした教育

関連病院とのさらなる密な連携が必要ですし、そ

のことが地域医療の充実に不可欠であると思いま

す。

　最後になりましたが、医療は今や医師が医師の

判断で治療法を選択する時代ではなく、「患者さ

んと医療従事者が一体化したシステムの中で医療

が行われる」時代です。またそのことが患者さん

と医療従事者と信頼関係を深め、より質の高い医

療を行うことのできる根源だと思います。山口大

学医学部附属病院に対しまして、医師会の先生方

の今後も変わらないご支援、ご協力を心からお願

い申し上げます。
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ー　講　師　ー

日本医師会長　

植松　治雄

と　き　　平成 17 年 6月 16 日（木）

ところ　　山口県医師会館

藤原会長（座長）
　本日、日医会長の植松先生には超ご多忙の中、

山口県においでいただきましてありがとうござい

ます。先ほどの郡市正副会長会議でもご挨拶申し

上げましたが、骨太の方針は、この 15 ～ 16 日

未明にかけて調整が難航しているようであり、植

松会長は一睡もされていないようにもうかがって

います。折り返し帰られなければいけない状況で

あり、その辺の生々しい状況についてもお話しが

あるのではと思います。

　さて、植松日医執行部は私どもと同じく昨年の

4 月にスタートしました。スタート時から参議院

選挙、世界医師会の開催、あるいは混合診療解禁

阻止の国民運動･署名活動、さらに今年の 3 月に

は医師免許証の更新問題等々、こうした問題にい

つも適切に対処され、大きな成果を上げられてい

ますのは、皆様方よくご承知のとおりです。山口

県においては、植松会長とは、おそらく多くの方

が初対面だと思います。医療情勢厳しい折であり

ますが、直に植松会長のお話が聞けること、会員

は大いに期待しています。

　それでは、「医療改革と医師会」というテーマ

でご講演いただきます。どうぞよろしくお願いい

たします。

植松会長
　植松です。本日ネクタイをしていませんが、日

本医師会クールビズということにさせていただい

ていますので、ご容赦願いたいと思います。

　本日、前もって「医療改革と医師会」というこ

とで、医療改革の進められ方と医師会がどういっ

たことをしたらいいのかといったことをお話しす

るつもりでした。過日、中国四国医師会連合会が

高松市であり、その時に医師会のお話をさせてい

ただき、ダブル話になっては困ると思っていまし

たが、幸か不幸か、いわゆる「骨太の方針」が来

週の火曜日に閣議決定されるということになり、

非常に慌ただしいわけです。

特別講演会 医療改革と医師会
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　この「骨太の方針」は毎年出されますが、今年

のいわゆる「骨太の方針 2005」は厳しいという

ことが既に予測がされていました。先生方のお耳

にもおそらく入っていたと思いますが、いわゆる

医療費の伸びの総枠管理というのが必ず出てくる

だろう、それと来年度の診療報酬改定に向けて、

マイナス改定の準備がされるであろうといったこ

とがありました。

　ところが、それをいつ審議するかとういことが

分からないままでしたが、骨太の方針が進められ

たときから、厚生労働省はそれに対して、いろい

ろな対案を出しました。基本的なスタンスとして

は、医療費というものは GDP と何らかの関係が

ない、経済と医療費というのは連動するものでは

決してない、ということです。これは社会保障の

あり方ということで、東京大学名誉教授の宇沢弘

文先生、文化勲章の受章者でありますが、この方

が言っておられるように、「医療は教育とともに

社会共通の資本である。そしてこの医療というも

のは、共通資本であるから、国民にとって代え難

いものである。それゆえに、経済に医療を合わす

ということではなく、必要な医療というものに経

済が合わせなければならない」ということ、その

裏として、「この医療というものの支配を官僚に

させてはならない。そのためには、プロフェッショ

ンとしての医師がいわゆるオートノミーという形

で自ら厳しく律しながらこれをやらなければなら

ない」これが背景にあると言われています。

　そういうことで、私どもは、医療というものは

経済に合わすのではなく、必要な医療を提供し、

それに経済が合わすべきであり、GDP の伸びに

多少の高齢化率を加味した形で医療費を抑制しよ

うということは、決してあってはならないという

基本姿勢を持っていました。厚生労働省もそう

いった形で出していたわけですが、やはり日本の

政治は経済主導であって、精神的には新自由主義

です。

　新自由主義というのは、「努力をしたものが報

われる」ということであり、「競争社会で一生懸

命努力し、勝った人が報われるのが当然の社会だ」

ということです。その中には、いわゆるグローバ

リゼーションと言いながら、アメリカナイズと言

わざるをえない、アメリカのような国にしたいと

いうのが、今の基本に流れている精神です。ここ

には、弱者に対しての優しさ、配慮がまったくと

いっていいくらいありません。私も就任以来、小

泉総理にお目にかかる時にいつも申し上げるの

は、改革というのは大切であるが、やはりその中

に暖かさというものが欲しいのです。なかなか、

これにはお答えをいただかないままです。

　いわゆる小泉改革が始まった時に、小泉首相が

言われたことは、「聖域なく改革をやるんだ、生命・

健康といえども聖域としない」とはっきりと言わ

れたわけです。このときから非常に大きな危機感

を持っていたわけですが、現実にそのような形に

なってきました。そして、その改革なるものはす

べて市場経済の原理に基づくということです。現

在、世の中で一番優れているものは市場経済の原

理であり、市場経済の原理によって競争が起こり、

そして経済も発展し、いろいろなものがよいもの

になっていくのだということです。

　これをあの人達は、日本の医療というものは競

争がない、競争がないがために、ぬるま湯につかっ

たような状態で、医療のレベルはアメリカに比べ

て非常に低いと言います。まあ、国民がどう思っ

ているかということですが、ご存じのように日本

の医療に対しての評価は WHO も言っているよう

に平均寿命、平均健康寿命、そして健康達成度、

健康に対する国民の満足は、世界一のランクで

す。そして、1 人あたり医療費対 GDP 比は上位

から 17 番目であり、1 人あたりの医療費はアメ

リカの約半分、ヨーロッパの3分の2くらいです。

そういう面から見ると、日本の医療は、低いコス

トで、大きなアウトカムを得たということになり、

現実にそうであると思います。

　そういうことで、私どもは胸を張ってやろうと

いう気持ちが一方ありますが、国民のサイドに問

うと、国民は日本の医療に対してまったく喜んで

医療は社会共通の資本である

聖域なき改革は市場原理主義
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いる訳ではありません。むしろ、いろいろな不安、

不満あるいは要求があるわけです。これは、医療

への安全の信頼がなくなったということです。い

つから、増えたということは言えないと思います

が、これが情報化の社会の中で、ほとんど毎日の

ように報道される医療事故・医療ミスというもの

をもって、国民は医療への信頼を失っているとい

うのが現実です。先ほど言ったように、マクロで

見て医療費が安く、達成度が高いといっても、決

して胸を張れるものではないということです。

　これからは信頼回復に努力をしなければなりま

せん。そこで、私たちは生涯教育というものを進

めていくことを提案しています。そうは言いなが

らも、私も就任以来テレビその他のいろいろな所

で、いわゆる医療事故、医療ミスで家族を亡なら

された方々と同席し、お話しをすることがありま

すが、本当に何ともいい訳ができない気持ちにな

ります。

　そこで、私は、昨年の 4 ～ 5 月頃に私たちは

医療事故をなくすために、いわゆるリピーターと

言われる人たち、この言葉が私は好きではありま

せんが、医療事故あるいはミスを繰り返す人につ

いて、一般国民からは医師会が処罰しろと言われ

ますが、処罰すれば済むと言うことでないので、

この方々がミスなく、立派な医療ができるように

することが一番であり、そのためにリピーター対

策ということで、別途の生涯教育をやっていこう

と考えました。

　幸いにして、自浄活性化委員会やその他の委員

会、会員の皆様方のご協力を得て、この 8 月か

ら始めることにしました。対象となる方は、既に

ご連絡しているところです。一生懸命取り組めば、

マスコミも取り上げてくれるかと思っていると、

マスコミが言うのは「そのような教育でいいのか」

「氏名を公表しろ」「医師会の除名などをやれ」と

いろいろなことを言います。何をしても誉めては

もらえないのが現在の医師会ですが、私としては、

これは一歩前進であろうと思っていますし、満足

するほどのことではないかもしれませんが、これ

からの進め方でお許しをいただきたいと思ってい

ます。

　これが成功するかどうか、これは各都道府県医

師会、地区医師会のご協力がなければなりません。

「私は行かない」と言われると、これは罰則がな

いので、これは大変だと思います。そのような流

れの中で、医師会が強制加入の団体であるべきだ

という意見も強く出ています。この問題について

は、先の中国四国医師会連合総会でお話し、大方

の判断の中で、医療というモノのあり方、あるい

はオートノミーという考え方からするならば、や

はり強制加入というよりも自由加入である方が自

由度も高く、より質の高い医師会になりうるので

はないか、また行政、政治から独立した形でやっ

ていけるということで、これからも続けていきた

いと思っています。

　ただ、現在医師会の組織率 60％強ということ

であって、これからの若い先生方にどうしていた

だくかということについては、いろいろ思案があ

ります。日本医師会としても、いわゆる卒後研修

の 2 年間の先生方に医賠責保険に入っていただ

く方法ということ作りました。これも各都道府県、

地区の医師会に対応をしていただかないと、日本

医師会だけ入ることはできませんので、先生方に

いろいろとご面倒をおかけするわけですが、やは

りそういったことで、医師会に入っていただくと

いうことが必要です。

　もう一点が、医療事故と言われながら、大きな

事故はどこで起こるかというと、特定機能病院を

医師会は自由加入で

医療の安全を確保するために
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はじめとする高度な医療を提供しているところに

多い。ある病院の患者の取り違えもそうであり、

ある病院での内視鏡手術を続けているうちに亡く

なったとか、失礼になりますが、起こっているの

は大きな病院が多いわけです。

　今まで、医師会の生涯教育というものは各々の

会員の資質、知識の向上というもの目指していま

した。そういうことでは、最新の医学、医術に遅

れないように、会員のレベルアップを図ろうとす

ることを主眼としてやってきたわけです。その当

時、私たちは、大学の先生や若い勤務医の先生方

は知識が豊富なため、実際に生涯教育をあまり受

けられませんが、これにあまり私たちが口を出す

こともないと思っていました。しかし、現実に起

こっている医療事故そのほかを考えてみると、知

識があり、技術も相当あるという方でありながら

事故を起こす。原因をいろいろ考えてみると、医

師としてあるべき姿、あるいは生命の畏敬という

か、本来医師として基本的に備えなければならな

い問題が等閑になっているのではないかというこ

とに気づきました。

　私どもは、基本的医療課題ということで、こう

いう問題を取り上げ、各都道府県にもそのような

テーマをお願いしています。そして、そのような

若いあるいは研究者の先生方は専門医の更新とい

うことには極めて意欲的であり、そのための研修

と単位の取得には熱心ですが、一方でそういうこ

とを続けながらもミスが起こってくるということ

は、基本が上手くないのではないかということで

す。私は日本医学会、その他の各学会とお話しを

しながら、専門医の更新に当って、医師会の基本

的医療課題を終えるということを 1 つの条件に

すべきではないか、またしていただきたいという

お話しを、今進めています。そのことによって、

一方では皆さんのお役に立つということと、1 つ

は医師会にご入会いただけるというメリットもあ

るのではないかと思っています。

　もう一点、今の日本の専門医というのはどう

だろうか。よく専門医の診療報酬の点数を高く

せよというご意見をうかがいます。いろいろな

学会がありますが、救急医学会は学会の会員のほ

ぼ 4% しか専門医の資格をとっていません。それ

から脳外科も比較的少ないです。一方、眼科、耳

鼻科、泌尿器科といったところは、学会員のおよ

そ 80% がいわゆる認定医、専門医です。そこで、

認定をとっておられる方の診療報酬の点数をど

うするかを考えた時に、とってないのが 2 割で

すので、現在のいわゆる専門医というのは、多く

の科においては、本当の意味での専門医ではない

と考えなければならないのではないか。いわゆる

Subspecialty のようなモノこそが専門医ではなか

ろうかということで、生涯教育推進委員会でご検

討いただいています。

しかし、すでにあるこのいわゆる専門認定医とい

うものと重複はどうなってくるのかとなると、ま

た一からの出直しで、大変難しい問題があると思

います。しかし、やはり国民のためを思うと、こ

の専門医のあり方というものについても考えなけ

ればならない時期だと思っています。

　さて、「骨太の方針」に戻ります。この骨太の

方針は、やはり医療費の抑制というところにね

らいがあって、それは明らかです。そのため、医

療費の伸び、特に老人医療費の伸びにキャップを

はめようということです。これに対応して骨太の

方針が出てから、厚生労働省はいろいろなことを

出しています。例えば、医療費適正化計画におい

ては、医療費の伸びの約 70％を占める高齢者医

療費の伸びを政策的に抑えるといった要素に着目

し、生活習慣病対策の推進、医療機能の分化・連

携の推進、平均在院日数の短縮、地域における高

齢者の生活機能の重視といったことを各都道府県

で行うことにより、医療費の伸びを抑えるという

こと打ち出しています。

　これは、実際にそうなるかわかりませんが、厚

生労働省はそのようにやっていくと、2015 年に

は医療給付費は約 7％（2.8 兆円）抑えることが

でき、2025 年には約 11％（6.5 兆円）ぐらい医

療費を節減できるということを試算として出して

生涯教育と専門医制度

医療費適正化計画に反対する
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います。

　しかしながら、内閣あるいは財務省は、そのよ

うな長期的な対応よりも短期、せめて中長期的な

中で、医療費を確実に抑える方法を示さなければ

ならない。そのためには何らかの方策を取るんだ

ということが、小泉さんをはじめとする考えです。

そのような中で、短期的な医療費の抑制策として

考え出されているのが、医療費適正化計画によっ

て、医療費の伸び自体を抑制する取り組みです。

先ほど言ったものに加えて、公的保険の給付の内

容及び範囲の見直しが必要だと。

　これは主として、財務省から出ている考えです。

後ほど骨太にも出てきますが、いわゆる風邪ひき

といった軽費医療に保険を適用しない、いわゆる

免責、足きりです。あるいは、ビタミンその他の

薬剤を保険から外す。いろいろなことを言います

が、このようなことが果たしてできるかどうかに、

大きな疑問があります。

　日本は皆保険制度であり、強制的に保険に加

入をさせられているわけです。その時の約束はす

べての医療を現物給付として給付することで入っ

ているわけです。しかし、入っているものを足き

りするといったことが許されるのだろうか。法的

な問題もあると思いますが、一方では、年金、特

に国民年金の未納が 20％以上あるといいますが、

もし足きりをするともっと増えるだろうと思いま

す。なぜならば、いわゆる高額医療ということも

ありますが、保険レセプトを高い方から順番に並

べて 1％の患者ですから、100 人いるとすると 1

人の患者が 24％の医療費を使うわけです。それ

に反して、だいたい 75％ぐらいとういのは、ほ

とんど 3 分の 2 ですが、これの使う医療費がだ

いたい同じ 20％ぐらいです。その 20％ぐらいの

医療費であるので、これを 75％で割ると非常に

安い金額になります。

　しかし、これに保険の給付がないとすると、ほ

とんどの人は風邪ひいたときに、自費で払うこと

になります。大きな病気というのは一般の人には

少ないので、保険に入っても意味がなく、むしろ

私的ながん保険に入っておこうとなるわけです。

実は、規制改革民間開放推進会議の方々は、そう

いうことがねらいでしょうが、そのように考える

と、今まで医療費削減の政策と言っていましたが、

今はそうではなく、医療費膨張と保険医療費削減

の時代です。

　先生方にご協力いただき、昨年の末ですが、混

合診療の反対の運動を展開しました。混合診療の

議論がされた際に、私が一番に申し上げたのは、

規制改革民間開放推進会議で、一番はじめに出さ

れた資料を見てみると、現在ということで保険医

療費が 30 兆と書いてあります。将来ということ

で保険医療費がだいたい 20 兆円の大きさに書か

れています。そして、その上に 30 か 40 兆の自

由診療というのが載っているわけです。これを

見たときに、医療保険と保険外診療の組み合わ

せである混合診療というものが、金持ちにしか

受けられないということだけで反対するのでは

なく、ここのところ敵の魂胆が見えたと私は思っ

たわけです。明らかに保健医療が小さくなってい

ます。そしてこのシエーマは、当時インターネッ

トにも出ていました。私がそれを指摘し、大声で

講演すると、いつの間にかこの図はインターネッ

トから消えました。やはり、心やましきものであっ

たのではなかろうかと思います。

　そういう意味では、混合診療というものを進め

ようとするのはなぜかというと、いわゆる保険医

療の部分を小さくし、そして自由診療を大きく乗

せる、これに関して保険医療を小さくするという

ことは、政府にとっても非常に具合のよいことで

す。財政出動が小さくてよいわけであります。そ

して一方では、いまのいわゆる売り出している民

間保険、これを大きくしていこうというシェアを

求めるもの、これはアメリカが求めるところも大

きいと思いますが、この方々にとってもまたとな

い大きな市場です。今時 30 兆におよぶ市場とい

うのは滅多にありません。そういうことで混合診

療をやりたいのはそこから出てきたわけで、私が

当時申し上げたのは、規制改革と言いながらそれ

皆保険制度堅持のために

今後も混合診療の導入に反対していく
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をしている方々、オリックスも東芝もそうですが、

この規制改革民間開放推進会議で規制緩和をし、

そこで混合診療を導入していくというところで、

自分が決めてその流れをまた自分のところでもら

うといった、モラルハザードがまさに行われてい

る。このことは政治家もマスコミも全部知ってい

ます。知っているのですが、なぜかだれも書かな

い。

　こんな不思議な国はなく、私たちは国民のため

にということで反対運動をしました。そして、こ

れは先生方のご努力をいただいて、600 万あま

りの署名いただきました。そして、それを成功さ

せたのは、これを衆参両院へ請願しました。請願

をして、全会一致で採択してもらいました。今ま

で、日本医師会いろいろな署名活動をしてきまし

たが、この採択をしなかったわけです。この採択

をすると何の値打ちがあるかというと、採択する

ためには、国会議員の推薦が必要です。先生方に

地元の先生方にお声を掛けていただきました。だ

いたい 8 割ぐらいの国会議員は推薦者になって

くれました。

　このことが非常に大きいわけでありまして、自

分が推薦者として出したのもが通ったことになり

ますと、もし混合診療を小泉さんがやろうという

ことで、健康保険法の改正をやろうとしても、そ

のことが混合診療に繋がるものであったら、これ

を推薦した人は新しい法案にまったく賛成するこ

とができないという足かせができたわけです。こ

れを規制改革の皆さん方は、「署名集めて採択し

て何でや」と言ったように聞きますが、これが今

申し上げました重大な問題だということを後で気

がつかれたようであります。

　今まさに、今でている骨太の方針の中に医療費

の抑制ということでのキャップ乗せ等は、この時

のしっぺ返しも相当あるのではなかろうかと思い

ます。そしてまた、今出ているこの 30 兆におよ

ぶ自由診療の部分の財源というものを求めるとい

う要求は極めて強いものがあると思います。そい

うことで、やはり混合診療の問題、そして株式会

社の参入の問題、これは何回でも、叩いても叩い

てもこれから出てくるだろうと思います。先生方

も安心されることなく、見極めていただかなけれ

ばならないと思っております。そういうことで、

いろいろ厚生労働省とも話しをしました。

　本日、私は当初医師会として、新聞等の記者を

集めて記者会見する予定でした。

　「小泉内閣の提示した「骨太の方針 2005」の

原案によれば、経済に連動した形で、医療費の伸

びを抑制する政策目標を、平成 17 年中に定める

としている。また、平成 18 年度の医療制度改革

において、公的医療保険の守備範囲の縮小、患者

の負担増を検討するとし、医療給付費の引き下げ

にも言及している。このような政策が行われるな

らば、国民に安定した医療を提供することができ

ず、医療の安全も保障することが不可能となる。

さらには弱者切り捨てとなり世界に冠たる国民

皆保険制度が崩壊のみちをたどることは明白であ

り、国の国民に対する責任放棄といわざるを得な

い。政府は、これらの状況を真摯に勘案し、真の

改革のあるべき姿を再考すべきである。政府にお

いて適切な対応がなされない場合には、国民医療

に責任ある日本医師会は、国民の医療と健康を守

るため、あらゆる方策を視野におきながら、重大

な決意をしなければならない」。

　このように、私は医師会として考えていること

を言うつもりでした。この中には、記者から、「あ

らゆる方策とは何だ」と聞かれるだろうと思いま

すが、過去にいろいろあったことを思い出してく

ださいと言っておこうと思ってやりました。

請願運動の重要性

骨太の方針に反対する
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　このようなことも視野に入れ対応しました結

果、与党の社会保障制度調査会というところに出

ておられる先生方から、医療費の伸びは GDP の

伸びと連動しない、あるいはその他医療費が伸び

たときにすべて患者に負担することになれば、国

民が容認できないと、あるいはもっときめ細かい

ことをやれ、といったスタンスを示していただき

ました。

　さて、中医協の改革ということで、今いろいろ

議論されていますので、先生方はいろいろ気にし

ておられると思います。特に、中医協から医療費

の伸びを決めるという機能を外すと書いてあり、

えらいことになったということで、何をしていた

とお叱りがあるわけですが、今までの歴史の中で

中医協の建議で診療報酬が上がったということは

1 回しかないわけです。中医協は、医療経済実態

調査などをしますので、した後にこれぐらい上げ

た方がよいということを議論はしますが、中医協

で決まったことはないのです。

　これから、具体論の問題である診療報酬の改定

があります。私は診療報酬の改訂、マイナスはあ

り得ないと言っていますが、それは先ほどの医師

会の決意のところにもありましたように、国民の

医療への信頼回復のためには、安全でなければな

らない、安全というのはタダではできない。早い

話が、ちょうど今 JR 西日本の福知山線の事故、

これもすべて、そこ起因しているわけです。病院

の先生方も居られると思いますが、今多くの病院

においては、当直明けに仕事をするということで、

30 数時間～ 40 時間以上の勤務というのがざら

に行われています。これは明らかに労働基準法の

違反で、どの病院でも、特に公的病院の院長さん

は皆逮捕されなくてはいけないくらいの、違反を

しながらも行っている状況です。

　しかも、私も 40 時間寝ておらずにボーッとし

ていますが、同じような状態で、医療をされてい

る先生方を考えると、これは大変です。事故が起

こらないのが不思議なくらいです。このことも政

治家の方々にお目にかかる度に言っています。も

し、どこかで医療の事故が起こって、この過労が

原因であったとなり、今までは過労が原因といい

ながら事故を起こした人が処罰されているわけで

すが、この人がこのような状況であったことを告

発したら、あなた方はどうですかと。政治として、

あるいは行政として見逃していたかどうかとなれ

ば、あなた方もタダじゃ済みませんよという話を

しています。しかし、やはり医師というのは使命

感がありますので、しんどくてもやります。普通

の商売では止めたというところでも、止めないで

するのが、われわれプロフェッションとしての医

師でありますので、それで上手くまわっているよ

うに見えているだけです。危険はたくさん潜んで

いる。このようなことを考えると、これはやはり

申し上げなくてはならない。

　これから診療報酬の改定に向けて全てが、総力

です。8 月に概算要求ということで、年内には何

とか決まりますし、何とかしなければならない。

そこで、これは修正するのを忘れたのですが、こ

のような文書で気にしなければならないのが、「具

体的な措置の内容とあわせて平成 17 年中に結論

を得る。その上で平成 18 年度医療制度改革を断

行する」と書いてあります。ここに、平成 17 年

度と書いてないのがみそ
3 3

であります。平成 17 年

度中にやろうというのであれば、平成 18 年 3 月

まであるわけです。その時には診療報酬改定は済

んでいます。予算の決定はほとんど年内ですので、

平成 17 年中に書いてあるということは、来年の

診療報酬の改訂、このときにはそれを見越した予

中医協と診療報酬

診療報酬改定に向けて
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算の中で手当てをしようということが読み取れる

わけです。先生方もこれからいろいろと行政との

間の文書をご覧になる時には、そのようなところ

まで疑い深く見ていかないと大変です。だから、

先にやる医療改革は平成 18 年度ですので、平成

19 年 3 月までという話です。ここに年度の度が

書いてないのはそういう意味であり、いったん書

かれると、なかなか修正しないといったことがあ

るわけです。

　これから対応をさせていただきますが、これが

うまくいくか行かないか、これは相手があること

と国の状況の問題があります。非常に厳しいとは

思いますが、少なくとも医療におかれている状況

をよくするために、ということで話をしていかな

ければと思います。ただ、あまりそのようなこと

を言うと、マスコミ等は「やはり収入のために」

と取られるので、対外的にどのようにしていくか

が大事なことだと思います。

　先ほど、医師会の覚悟を示したわけですが、こ

こにもあるように「国民のために」を一番に考え

なければなりません。国民の目線というものを感

じながらやらなければなりません。そのためには、

やはり先の混合診療反対の時に、国民医療推進協

議会を各地域、各都道府県でつくっていただきま

した。あのときは政治的なものでやりましたが、

この活動をこのような集まりの中で、私たち医師

会が国民の健康のために何ができるか、健康教育

あるいは最近ではサプリメントの問題を取り挙げ

てシンポジウム、講演会を開くとか、その他いろ

いろなことをしながら、常々国民の健康のために

医師会が組織で汗をかいていく。皆さん方のため

に努力するということを見て信頼を回復する。地

道なことを続けていかいないと大変です。実りに

は何年かかるかもしれませんが、やらなかったら

それだけで、何年間かが無駄になります。

　このように非常に厳しい時代で、先生方にはご

苦労をお願いするわけですが、自分たちの世代だ

けではなく、後輩のために、また日本の医療の確

立と世界に冠たるこの国民皆保険制度を守るとい

うためには、それ相応の覚悟と努力が必要だと思

います。振り返ってみると、医師会というのは、

自分たちのためということもありますが、多くは

国民の健康に責任を持つ団体だということで、ご

理解をいただかなければ、これからは大変なので

はないかと思います。そういうことで、医療への

信頼を回復するということがやはり、われわれの

医業経営にも出てくるのではないかと思います。

今、そういう問題では、医療法人の問題がいろい

ろ取りざたをされていますが、持ち分のない医療

法人、認定医療法人、そして持ち分のある医療法

人との、お互いどうするかという問題、各病院団

体でもご意見が違うようですが、基本にあるのは

医療の公平性とそして非営利性をどのように担保

できるかということです。このことは「株式会社

の医療への参入」を防ぐためには、どうだという

ことであります。1 つ出ていることは、広い範囲

でこれから広がり得るものが、1 つの事象事象と

して出て参りますが、そのときの対応について、

私ども十分注意しながら、やらしておりますけれ

ども、先生方もそのあたりを十分ご勘案いただい

て、これからもいろいろご意見をいただきたいと

思います。

　付け加えて少しだけ言いますと、診療報酬の

問題について、ドクターズフィーとホスピタル

フィーを分けることが言われています。診療報酬

検討委員会の委員長は藤原先生で、この間も答申

をいただき、頭を痛めています。技術料といいな

がら、日本の手術料というのは決して技術料だけ

ではありません。その病院を使っている費用、使っ

ている機械、そして従事している看護師をはじめ

とする人件費、みんな含めたのが手術料と書いて

あります。これを技術料と思っておられて、上げ

よ上げよということですが、手術料という形で技

術料かのごとくみえているだけのことです。これ

を仰るような技術料とホスピタルフィーとに分け

るとなると、もう一度きっちりと洗い直さなけれ

ばならない問題があります。いろいろなご要望に

医療への信頼を回復するために

診療報酬の正しい評価を
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添わなければならないと思いながら、そのような

こともあることをご理解いただき、各科別にどこ

が特性かなど、トータルにみていただくこと、も

う一つは歴史的な流れの中で、どうして出てきた

んだということもお考えいただきながら、診療報

酬の問題についても、いろいろお知恵を拝借した

いと思っています。

　日本医師会も決して遊んでいるわけではありま

せん。毎日忙しくしていますが、なかなか成果が

見えてきませんので、お叱りを受けることが多く

あります。グランドデザインも作らなくてはいけ

ないわけですが、今度は高齢者医療保険制度の提

言と、それについて私どもが医療保険制度のあり

方を少々書かせていただきます。今大事なことは、

自分で絵を描いても実現性のない絵、グランドデ

ザインは、一人で喜んでいるだけです。これから

実現できる、そして体張っても実現しようという

ものがあって、初めてグランドデザインだと私は

思っています。

　そのためには、日医総研の研究員は非常に優秀

ですが、さらに研究員というものの質を学問のレ

ベルに上げていくように、今指導をしています。

これからもう少しよいものが日医総研を通じて出

てくるのではないかと期待をしています。先生方

にもまたご利用いただき、お願いをしたいと思い

ます。

　貴重な時間をいただき、お忙しいのにお集まり

いただきましたこと厚くお礼申し上げます。あり

がとうございました。

藤原会長
　植松先生、ありがとうございました。いろいろ

質問もあるでしょうが、時間の都合もありますの

で、この辺で講演を終わりたいと思います。植松

先生にはお疲れのところ、生々しいお話を含めて、

含蓄のあるお話しありがとうございました。まあ、

とにかく骨太の方針の医療費総枠管理、あるいは

保険給付の守備範囲の縮小、これについては、先

ほどの挨拶の中で断固阻止すると申し上げました

が、日医が本当に頑張っておられることが手に取

るように分かりました。先生には、日本の今後の

医療政策をリードする日医として、ますますのご

活躍をお祈りいたします。くれぐれもお身体にお

気をつけられまして、われわれをひっぱっていた

だくことをお願いし、終わりにしたいと思います。

本日は本当にありがとうございました。

実現できるグランドデザインを
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第 92回山口県医師会生涯研修セミナー

と　き　　平成 17 年 5 月 8 日（日）　10：00 ～ 15：00

ところ　　山口県総合保健会館　2F 多目的ホール

特別講演

「頸椎後靱帯骨化症の病態と治療」
山口大学医学部人体機能統御学講座 ( 整形外科 ) 教授　田口　敏彦

[ 印象記：防府　酒井　和裕 ]　

特別講演

　講演は山口県医師会副会長の木下敬介先生の

座長のもとで開始された。はじめに田口教授の履

歴の紹介が行われたが、特筆すべきは手術器械の

特許をとっておられることであった。特許等の取

得は研究の成果であり、整形外科の教室において

も研究費獲得や産学連携と関連して重要性が一段

と増加すると思われた。講演の冒頭で頸椎後縦靭

帯骨化症は大腿骨頭壊死とともに整形外科領域で

厚生労働省の特定疾患に認定されており、本年 4

月に先生自身もかかわってガイドラインが完成し

たことを述べられた。今回の講演はそのガイドラ

インに沿ったものであるとのことで、以下にその

要旨を述べる。

　後縦靭帯は第 1 頸椎から仙椎に至るまで脊柱

管の前壁を覆う厚さ 1 ～ 2mm の線維性組織・靱

帯である。その役割は脊柱が転位しない（ずれな

い）ように安定化させると同時に、頸椎運動時に

後方にある脊髄が脊柱管内を滑らかに動くように

することである。

　頸椎後縦靭帯骨化症の定義は、この靱帯が骨化

することにより脊髄・神経根・局所の症状を呈す

る疾患である。疾患概念の確立は比較的新しく、

1960 年に月本が重篤な脊髄症の原因が頸椎後縦

靭帯骨化であることを剖検例で報告してからであ

る。同様に脊椎に靭帯骨化をきたす疾患として、

Forestier が 1950 年に脊椎前縦靱帯骨化を中心

とする強直性脊椎肥厚症、1976 年に Resnick が

脊椎以外にも靱帯の骨化をきたすびまん性特発性

骨格骨化症を報告しているが、これらの主症状は

脊柱などの運動制限である。頸椎後縦靭帯骨化症

はびまん性特発性骨格骨化症の一部分症とも考え

られるが、主症状は靱帯が骨化肥厚して後方の脊

髄などを圧迫することで生じる神経症状（脊髄症

など）である。

　頸椎後縦靭帯骨化の頻度は日本人で 1.9 ～

3.2% 程度で、その半数がなんらかの症状を有す

頸椎後縦靭帯骨化症である。そのうち 3 割が下

肢にも症状を有す脊髄症であり、7 割が痛みを主

体とする神経根症である。山口県は人口 150 万

人であり、頸椎後縦靭帯骨化は 3 万人、脊髄症

例は 4500 人ぐらいとなる。人腫差があり、イタ

リア 1.83% 、アメリカ 0.12% 、ドイツ 0.1% 程

度であり日本人を含めた黄色人種に多いが、その

原因ははっきりしていない。

　男女比では男性に多く、日本では男性が女性の

二倍、中国では 1.6 倍、イタリアでは同等である。

これも原因ははっきりしていない。遺伝的背景が
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見られる場合が 30% で大半は兄弟であり、HLA

のハプロタイプの一致率が有意に高いという報告

もある。カルシウムや糖・成長ホルモンなどの代

謝異常も原因と言われているが、臨床症状を呈す

るほどのものはほとんどなくガイドラインにも取

り上げられていない。

　頸椎後縦靭帯骨化の分類は治療に役立つよう

につくられている。連続型、文節型、混合型、そ

の他型の 4 つに分けられている。連続型や混合

型は骨化が広範囲にあり脊髄の圧迫部位も多いの

で、症状を発している責任病巣を絞り込んでも手

術は広範囲になりやすく治療成績も劣ってくる。

逆に文節型は小範囲の手術で対応できる。

　病理は頸椎後縦靭帯の内軟骨性の骨化が起こっ

ており、脊髄が圧迫されて極端に扁平化している

のが特徴である。

　初発症状は項頸部の痛みが多く、ついで上肢の

痺れ、痛みが多い。足の痺れ、上肢の感覚障害、

下肢の運動障害で発症することもあるが少ない。

　症状が進行すると上肢の痺れ、痛みの訴えが多

くなり、半数程度は項頸部痛も訴える。下肢の深

部反射も亢進し下肢の痙性がでてくる。このため、

膝立て維持の困難や滑らかな調和のとれた歩行が

困難となる。階段昇降も不自由となり下降がしに

くくなる特徴がある。これは筋力低下でみられる

上昇困難とは異なっている。特徴的な両手指の協

調運動と内外転障害もでてくる。この症状進行の

過程は FEM 有限要素解析法で脊髄圧迫の状態を

みてみると明快に説明できる。すなわち、頸椎後

縦靭帯は前方より脊柱管を固定的に狭窄し、黄色

靱帯が頸椎運動時に後方より突出と後退を繰り返

して脊髄を後方より少しずつ圧迫する。最初に後

索あるいは後角が障害され上肢の痺れと疼痛が生

じ、ついで側索の錐体路が障害されるため下肢痙

性が生じる。さらに圧迫が進むと灰白質の前角で

運動神経細胞が障害され筋萎縮が生じ手の巧緻運

動障害がでてくる。最後には脊髄すべてが障害さ

れ、膀胱直腸障害もでてくるのである。

　頸椎後縦靭帯骨化は胸椎・腰椎にも靭帯骨化を

合併することが多くチェックが必要である。下肢

症状がある場合は特に注意し、頸椎後縦靭帯骨化

が軽微なときは、これらが責任病巣のことがある。

　画像診断は断層撮影や CT は言うに及ばず、慣

れれば単純 X 線像でも可能である。ただし、読

影時に注意していないと見落としやすいとも言わ

れている。靭帯骨化、特に分節型は骨化範囲が狭

く加齢的変化により生じる骨棘と鑑別が難しいこ

とがある。加齢的変化は脊椎ではまず椎間板に生

じプロテオグリカン、水分含量が減少する。この

結果、脊椎は内圧の減少した椎間板上を運動する

ようになり、異常可動性、不安定性が生じる。さ

らに、椎間板の高さが減じて脊柱管後方の黄色靱

帯が管内へたくれ込む。この結果、脊柱管内の脊

髄が圧迫されやすくなる。一方、椎間板辺縁の線

維輪の椎体付着部はこの異常可動性により牽引・

刺激されて骨化を生じるが、これが骨棘である。

こういった加齢変化に基づく疾患を変形性脊椎症

という。一方、分節型の後縦靭帯骨化もこの骨棘

と似たような X 線像を呈することがあるが、椎

間板の高さは温存される。すなわち、椎間板の高

さをみることで分節型と骨棘を判別することがで

きる。

　自然経過であるが、後縦靱帯骨化症は発症する

と 4 分の 1 の症例は悪化して下肢症状をともな

ってくるが、残りの 4 分の 3 は改善することは

ほとんどないものの進行しない。この違いは靭帯

骨化が連続せず途切れている場合は脊柱管が狭窄

されているところで動き、靭帯骨化が連続してい

る場合は脊椎の運動がないことが大きく影響して

いる。脊髄圧迫の力学的解析から、脊髄が緩徐に

圧迫されるときは症状がでにくく急速に圧迫され

ると症状がでやすいことが解っている。後縦靱帯

骨化は非常にゆっくりと骨化するため、それ自体

で症状をともなうことは少なく脊柱管を狭窄する

ことに病的意義がある。そこに動きが加わると、

後方より黄色靱帯などが繰り返し急激に脊髄を圧

迫するため症状が悪化するのである。こういった

ことから後縦靱帯骨化症の手術適応の決定は、骨

化の有無だけでなく症状経過の推移を見る必要で

あり、単に後縦靱帯骨化があるだけでは手術適応

とはならない。

　治療は保存的治療法と手術的治療法に分けら

れる。保存的療法には装具療法、牽引療法、薬物
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療法がある。初発症状の項頚部痛に対しては民間

療法のあんま、整体、カイロプラスチックも行わ

れるが、合併症の報告があり危険である。すなわ

ち、狭窄された脊柱管に急激に他動的な運動を加

えることは脊髄障害を促進するリスクになる。脊

髄症・神経根症に対しては頸椎の安静と固定が有

効であり、頸椎の運動を回避すれば症状は軽減す

る。ただし効果の持続性は症例で異なる。安静固

定の目的ではまず頚椎装具が使われる。ソフトカ

ラー、フィラデルフィア装具、SOMI 装具、ハロ

ー装具などがある。頸椎可動域はソフトカラーで

も 6 割ほどに減少する。1 か月以内で効果が得ら

れることが多いが、頚髄症で効果がないときは手

術を考慮する。

　症状が重度のときは牽引療法を入院して行う

が、グリソン牽引とクラッチフィールド牽引があ

る。顎ではなく後頭部を 3 ～ 5kg で牽引するこ

とが基本である。8 割方は一時的に改善し、5 ～

6 割は手術に移行する。

　薬物療法は骨化拡大を防止するためビスフォス

フォネートを使用する。EBM はあるが保険適応

とはなっていない。

　保存療法の適応であるが、疼痛が主症状か、日

本整形外科学会の評価基準で 17 点満点中 15 点

以上の軽症脊髄症である。

　手術適応は 1 か月以上の保存的治療に反応し

ない、ADL 障害がある、軽微な症状でも進行性

で脊柱管狭窄が高度な場合である。日本整形外科

学会の評価基準で 12 点以下の脊髄症、脊柱管に

おける骨化の占拠率が 6 割以上、脊柱管前後径

が 6mm 以下は症状が悪化することが多く手術を

考慮する。

　手術は前方より行う前方法と後方より行う後方

法がある。分節型のように骨化が短いときは前方

より行い、連続型は後方より行うことが多い。と

もに脊髄の圧迫を除去する方法であるが、後方法

は先々代の教授である服部先生が開発した椎弓拡

大術などがある。手術成績は 7 割強の症例は日

本整形外科学会の評価基準で 50％以上の回復が

得られている。軽微な外傷で発症した例、高齢者

は不良である。手術合併症は麻痺悪化が 4％程度

で、第 5 頸神経麻痺、髄液漏、血腫、感染など

もある。

　生命予後を調査したところ、死亡率は日本人

平均より 2.7 倍ほど高く、原因は肺炎、気管支炎

が有意に多い。これについては脊髄症による呼吸

筋の不全麻痺の関与が示唆されている。運動機能

が日本整形外科学会の評価基準で上肢 2 点以下、

下肢 2 点以下では有意に死亡率が高い。上肢 2

点は書字はかろうじて可能であるが箸で小さいも

のがつまめない状態で、下肢 2 点は平地では支

持が不要であるが階段昇降では手すりが必要な状

態である。ADL が低下すると高死亡率になるこ

とは以前より指摘されており、頸椎後縦靭帯骨化

症の男性は 7.7 年ほど平均寿命が短い。

　そこで手術の意義は ADL の低下を改善し生命

予後も改善することにある。
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　九州大学から早稲田大学と活動の場を日本の中

心に移され、訴訟という形態から進んで ADR（裁

判外紛争解決）という対話による医療事故紛争の

解決の進む道をわかりやすく話していただいた。

　日本の医療事故訴訟は昨年 1000 件を超えてお

り、平均審理期間は通常の訴訟に比べ長く、認容

率が非常に低いのが特徴である。アメリカでは医

療事故訴訟は年間 2 万件と多く、その結果、保

険料が高騰し、例えば、フロリダ州では医者が保

険料の安い州に移るとか、英語圏の別の国に移動

するとかで、産婦人科の医療が危機に陥った。そ

のため医療事故訴訟を抑制するための方策が練れ

た。

　訴訟による医事紛争処理方式は結局金銭賠償と

なるので限界が見られ、防御的医療になったり、

医療者と患者の関係が悪くなり、結果的に患者の

不利益になっている。

　医療事故訴訟においては事故についての認識に

ギャップがある。すなわち、患者は感情にベース

を置いた「被害」のストーリーであり、医療者側

は専門知識に基づいた合理的ストーリーと感情に

ベースを置いた「不運」をストーリーである。被

害患者側の本当のニーズは真実を知りたい、謝

罪を含む誠意ある対応・言葉が欲しい、二度と事

故を起さないようにしてほしい、金銭の問題にし

ないでほしいというものであり、これは受苦体験

からの回復ニーズの表現であると考えるべきであ

る。

　医療者側のニーズは真相究明、再発防止のため

の分析とフィードバック、日本では謝罪も含む誠

意を示したい、金銭で片付けてしまうのは本来頭

にない。

　このように双方のニーズは同じ方向を向いて

いる。そうだとすれば、訴訟のように対決型で法

律が決める枠組みの中で問題解決をするのではな

く、今のニーズをいかに満足させるかという、そ

ういう場としての紛争解決のシステムを作ってい

くことが必要である。コンフリクト・マネージメ

ントという概念がある。コンフリクト（争い、心

の葛藤）をマネージメント（管理）していくとい

うことで、加害者・被害者の対話に基づく解決の

ため、感情への「ケア」によって、ストーリーの

転換図るものである。これを ADR（Alternative 

Dispute Resolution 、裁判外の紛争解決）という。

これには調停 (Mediation) といって、当事者が合

意によって自主的に解決する。したがって、強制

的な要素は非常に薄く話し合いを促進するような

方向と仲裁 (Arbitration) は第三者の判断を受け

入れるといった合意をする方向がある。

　医療事故 ADR は二つの方向があり、一つは

無過失責任型の ADR で過失がなくとも事故被害

は救済されるもので、New Zealand 、Sweden 、

Florida でとられている。ただ日本では憲法上裁

判に訴える権利があるので、徹底できないとこ

ろがある。もう一つは対話・ケア型 ADR の方向

で、当事者の感情を含むニーズへの対応をするも

ので、Canada 、Massachusetts で作られている。

日本でも医療事故 ADR システムの構築が大切で、

第一段階としては医療機関内 Mediation（調停）

として医療機関内にスキルを持った人材を配置し

て、初期対応しうることが重要である。第二段階

基調講演

「医療事故紛争マネジメント
　　：対話による解決のシステムとスキル」

早稲田大学大学院法務研究科教授　和田　仁孝
[ 印象記：宇部市　福田　信二 ]　

基調講演

　　：対話による解決のシステムとスキル」
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としては外部合意促進型 ADR 、第三段階として

外部仲裁判断型 ADR が必要になる。

　そこでの事故後の対応のシステムとしてメディ

エーションがある。Mediation の定義は対立する

紛争当事者たちに対し、中立第三者としてのメデ

ィエーターが当事者をエンパワーすることで、対

話を促進し、自分たちの手で合意形成へと至らせ

る仕組みである。実例として福井県の例を医療安

全という雑誌に書いている。基本的な考え方は、

混乱した当事者にエンパワーと自己治癒力を回復

する。問題を「勝敗型」ではなく双方が納得する

ウインウイン解決で解決する。対決ではなく、問

題が解決への協働過程とみるこのようなことから

裁判とは対照的に満足度の高い解決になる。小さ

な診療所とか病院でも最初に患者が苦情を持ち込

んだ時には、一対一の形になる。その時にも自分

の頭の中に Mediation のスキルをおいて、自分の

中にふたつの役割を創造すると攻撃をかわすこと

ができるようになる。初期の場合には患者家族の

間で意見がさまざまだったり、医療者間でも認識

が違っていたりしており、ケア提供の形で、対話

の場を作ってやる必要がある。最終的には院内の

専任の Mediator がやっていくことになる。

　そのスキルは三つある。流れをつくるスキルと

して羅針盤スキル、傾聴、エンパワーのスキル、

Active Listening スキル、問題解決に向けるスキ

ル、問題解決へのスキルである。羅針盤スキルで

は IPI（イシュー、ポジション、インタレスト）、

イシューは問題になってきている論点や争点をい

う。ポジションはそのイシューについて患者さん

が取っている要求や主張、表面的に出ている主張、

インタレストはポジションを取らせている、根本

的なニーズをいう。例えば医療機関の方も患者さ

んたちに質の高いケアを提供したい、患者さんも

質の高いケアを受けたい、両方のインタレストは

共通している。ところが医療機関は患者は一人で

はないのでどうやればいいか、システムをいろい

ろ考えている。ところが患者は自分だけというこ

とになるので、そこでは対立することになる。し

かし、根本のところでは質の高い医療をしたい、

受けたいということは共通部分なのでここから、

解決を探していく。

　Acitive　Listening は初期の段階で重要であり、

解決を急がないし、目標にしないことが大切であ

る。非言語メッセージの重要性、相づちやうなず

きの重要性、いいかえ、感情の受けとめ、要約な

どがスキルである。質問では開かれた質問をでき

るだけ答えることが大切で十分な情報を得ること

ができる。患者は自由に話させてもらうことで、

mediator がちゃんと聞いてくれることで、自分

が尊重されているという満足感が得られる。さら

に、ストーリーとして話すときには、人間は気づ

きが生まれる。第三者がそこにいるとあまり不合

理でない形で組み立てていく。怒りを少し抑えた

形の認識が生まれてくる。また言い換えフィード

バック、感情フィードバックなどのスキルが大切

で、これらのことから問題解決のスキルで個人攻

撃から、問題認識へ、ネガティブな言葉を肯定的

な言葉に変える。そして、ブレイン・ストーミン

グという、形にとらわれない解決法を出してくる。

最後は合意について文章を作り、弁護士のチェッ

クを受けることになる。

　最後に医療メディエーション・スキルトレーニ

ング・プログラムをいろんなところで企画してい

るので利用してもらいたい。
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司会：医事紛争は全国的に増加傾向で、山口県に

おいても増加傾向にある。その原因として①医療

の進歩が患者側の好結果への期待を一般化し、悪

結果が医療過誤という考え方を生じやすくなって

いる。②医療技術の高度化が危険度の上昇と表裏

をなしている。③医療の高度化により医療分野は

拡大専門化され、医師一人の医療能力に限界が生

じている。④生命身体の侵害に対する法的手段と

して、訴訟に及ぶことが普遍化してきている。⑤

消費者としての権利意識に目覚めた患者にとって

専門医は絶対であるという認識がなくなってきて

いる。⑥医療過誤訴訟を巡るマスコミの報道のあ

り方が一方的である。⑦独立採算制の病院が一般

企業と同じ利益追求を余儀なくされ、勤務医のオ

ーバーワークにつながり、医療過誤が起き易い状

況にある。等々が考えられる。医事紛争で多い診

療科は内科・外科・産婦人科・整形外科である。

　最近 5 年間における山口県

医師会の取り扱った医事案件

を科別に検討すると内科が一

番多くて 43 件、次いで外科の

32 件、産婦人科の 29 件、整

形外科の 18 件であった。その

うち内科の内訳をみると内視

鏡による消化管穿孔がもっとも多く 7 件、注射

針その他による障害5件、投薬による間違い5件、

がんの見落とし 4 件、薬物の副作用 4 件、患者

の言いがかり 7 件であった。内視鏡による消化

管穿孔のなかでは大腸内視鏡 6 件 (6 件中 4 件が

70 歳以上 ) 、上部消化管 1 件であった。

A）内視鏡医療事故の増加のため、昨年の 3 月に

開催した郡市医師会医事紛争担当理事協議会

にて山口県医師会顧問弁護士の末永先生によ

る「弁護士から見た内視鏡検査事故による医事

紛争」という題で講演をしていただいた。講演

の結論として、内視鏡検査は検査とはいえ、体

内にものを挿入してみると患者にとっては肉体

的･精神的にとても負担になるもので、ある意

味手術と同一視すべきではないかということで

あった。大腸内視鏡検査を行う際に合併症とし

て消化管穿孔を説明するべきである。Informed 

consent（IC）を行わずに検査を行い消化管穿

孔が生じた場合、手技的には問題なくても、説

明義務違反ということで損害賠償責任を問われ

ることになる。

B）がんの見落としについて、①内視鏡検査にて

食道がんを見落とした症例として B 型慢性肝炎

治療中に他院にて肝がんと診断された（初回の

み腹部エコーしただけで、AFP や腹部エコーに

て follow していなかった）。②胸部 X 線写真に

て胸部の異常陰影を見落として、県外の病院に

て肺がんと診断された。③心窩部痛を主訴とす

る患者を胃潰瘍と診断し、抗潰瘍剤にて治療さ

れていたが、他院にて胃がんと診断された。④

平成 4 年の大阪地裁の判例：肝硬変等にて治療

を受けていた患者が、肝細胞がんになり死亡し

た。裁判所の判断は、肝硬変は肝細胞がんに移

行する可能性が高いから AFP・腹部エコー等を

頻回に行い、移行の有無を確認する義務があっ

たという判断であった。そのため注意義務違反

ということで、慰謝料が認められた。

C）投薬の間違いについて、①インスリン製剤の

種類を間違えた（薬剤師が間違えて手渡した）。

②妊娠初期に注意すべき薬を説明無く投与し

シンポジウム

「山口県の医事紛争を考える」
山口県医師会医事案件調査専門委員会

司会（印象記）：副委員長・社会保険徳山中央病院副院長　伊東　武久

内 科
委員長　吉本医院 院長　吉本　正博
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た。③ピリン系禁忌ということが明らかであっ

たが、スルピリンを投与され薬疹が出現。④シ

プロキサンに対する薬剤アレルギーカードを持

って来院した患者に対して、薬剤アレルギーの

ことをカルテに記載することを忘れ、主治医が

投薬し皮疹が出現した。⑤アスピリン喘息患者

にボルタレンを投与し、ショックを起こし死亡

（平成 4 年の広島地裁の事案）→安易にボルタ

レンを処方したことが過失で賠償を認めた。

D）薬剤の副作用について、①慢性 C 型肝炎で強

ミノ C を使用していた患者が、高脂血症合併の

ためリピトール投与したところ、全身倦怠感が

生じたため、強ミノ C 、リピトールを中止した。

最終的に肝がんとなった。原因は強ミノ C を

中止したためと主張。②テグレトールを使った

後に皮疹が出現し、総合病院の皮膚科を受診し

入院となり、最終的にテグレトールによる中毒

疹と診断された。③ CO2 ナルコーシスの兆候

があったということでドプラボンを使ったとこ

ろ、見当識障害・不随意運動がみられたという

ことで中止したが、意識混濁が継続し傾眠状態

となり死亡した。④抗生剤（コスモシン + パン

スポリン T）を使用したため Steevens-Jonson

症候群が引き起こされた。この福岡地裁の判例

は、抗生剤の使用について投与回数・期間・量

は不適切とはいえないが、皮膚症状が出現し

増悪しているにもかかわらず、専門医に対応を

依頼しなかったことによる注意義務違反を認め

た。⑤妊娠中の患者に誤って UFT（抗がん剤）

をした。平成 8 年福岡高裁の判断は、薬品と奇

形児出産の因果関係を確認できるための要件と

して、5 つの要件を挙げているが、この案件で

はすべての案件を認めるため、損害賠償を認め

ている。

E）注射針による障害、①注射針よる神経損傷 3

例：採血・点滴・注射。②点滴のために左手関

節部の神経を損傷し、反射性交感神経異栄養症

（RSD）に罹患した。この大阪地裁の判例は注

射行為による RSD として認識しうるとして賠

償を認めた。③肝生検針による肋間神経損傷。

④細い針で針灸治療を行った際に気胸を起こし

た。

F）救急外来における事例、①呼吸困難・吐き気

を主訴として救急外来受診、当直医は気管支喘

息と診断し、治療を行っていたが、最終的には

急性心筋梗塞にて死亡。患者側は医師が急性心

筋梗塞を見落とし適切な治療を行わなかった。

もし適切な治療を行っていれば、救命された可

能性が高いと主張し、損害賠償請求を起こした。

救急指定病院では、専門外の医師が診察したた

めという言い訳が最近では通用しなくなってき

ている。②平成 6 年富山地裁の事例、休日当番

の小児科診療所で 1 歳の男児が風邪症状のため

来院。強い呼吸困難・喘鳴を認めたため、気管

支喘息と診断し、処置を行って帰宅させたが、

30 分後に再び顔面蒼白のため受診。そのとき

にはすでに心臓停止の状態であった。裁判所の

判断として、1 回目の来院時に聴診・打診だけ

でなく、胸部 X 線検査・血液検査・血液ガス検

査にて病状把握を努め、必要に応じて転送する

義務に違反したとして、非常に厳しい判決を出

した。

　医事紛争は結局のところ、自分が最善を尽く

したと思っても、結果が悪いと必ずといっていい

ほど紛争になる可能性がある。裁判所も医療側に

厳しい判決を出す傾向があると考えられる。今後

はそのような動向に対しても注意を払った上で、

日々の診療を行っていく必要があると思われる。

　過去 10 年間の医療事故

を調べてみると、一見整形

外科が多いように見えるが、

外科は消化器・心臓・一般

外科全部を加えると、外科

は 130 例と圧倒的に多く、

全国の報告としては外科が多いということにな

る。臓器別としては、心臓大血管・肺・肝胆膵・

消化器・乳房と外科は分野も広く、告訴されてい

る数も多い。外科医が医療事故を起こしそうな背

景として、手術中のガーゼや器材の置き忘れ・左

右を間違える・病理の誤診・腹腔鏡や胸腔鏡にお

外 科
委員　山口県立総合医療センター　　　

外科部長　倉田　　悟
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ける手術のミス・適応外の手術・手術体位による

神経や循環の障害・診断のミス・外科病棟におけ

る IVH の事故・内視鏡等による消化管穿孔・点

滴輸血・MRSA 感染などがある。当院では、ガー

ゼカウント行い、合わなければ、レントゲンを。

それ以外に術後のカンファレンス行い、レントゲ

ンを提示し 15 ～ 16 人の外科医で異物があるか

どうか胸や腹部の確認を行っている。このような

ダブルチェックを行うようになり、置き忘れの事

故は当院では皆無となった。

　内科と同じように内視鏡下の手術は医療過誤が

起こりやすい。説明が十分かどうか ? 安易な説明

をしていないかどうか ? 客観的な説明ができてい

るかどうか ? 技術的に未熟な医師が内視鏡下の手

術を行うべきでない。また内視鏡下における合併

症として血管損傷（穿刺、電気メスなど）で術後

1 週間に出血、高炭酸ガス血症、不整脈、心拍出

量減少などがある。

　カテーテルによる医療事故として IVH による

合併症がある。これは気胸を起こしやすい、出血

も多く、神経損傷、胸管を突くこともある。鎖骨

下動脈を穿刺することも多い。何か起これば医療

過誤になりうることを自覚する必要がある。

　高齢者・重篤な合併症を有する患者に内視鏡等

の検査を行う場合は十分な説明と承諾書が必要で

ある。ワーファリン内服中の患者に対して、穿刺

を行い大量の血腫を認めた症例もある。IVH カテ

ーテルを切断した症例もあった。IVH 穿刺時に鎖

骨下動脈を穿刺し、死亡した症例があった。マス

コミは医療事故と報道し、病院関係者は鎖骨下動

脈穿刺は偶発事故でしばしば起こりうるためやむ

を得ないと反論した。偶発事故が起こってしまっ

たら、少しでもダメージを少なくするように努め

るのが医療者の責任である。

　・東京女子医大の心臓外科医の症例提示、外科

医の未熟が招いたと処分検討

　・乳がんの疑いで単純乳房全摘行ったが、病理

医が乳頭部腺腫と診断し、医事紛争へと発展

した症例提示

　まとめると外科は術前・術後と範囲が広いので

リスクは非常に高い。外科医は、最善の医療を提

供しているし、自らが医療紛争に巻き込まれるこ

とはないと思っている。それが今の外科医の反省

すべき点であると考えられる。

　全診療科で医師一人当たり

の医事紛争が最多で、訴訟件

数は増加傾向にあるため一番

問題となる科である。訴訟内

容は分娩に関するものが 2/3

を占めている。中でも出産時

の新生児の異常＝脳性麻痺をめぐるものが頻度が

高く、訴訟額ももっとも多い。今回は脳性麻痺を

中心に述べたい。

　産科の医事紛争が増加した原因は①患者の権利

意識の高まりにより今まで紛争まで発展しなかっ

たものが紛争になっている。②インターネットに

よる情報量の増加（陣痛誘発剤に関連するものが

特に増加）。③世界でトップクラスの周産期死亡

率なので分娩は安全なものと確信されている。④

妊婦の高齢化や少子化のためすべての出産がハイ

リスクとなった。⑤損害賠償額が高額である等々

が考えられる。

　産科医療事故が紛争になりやすい原因は、出産

は病気ではなく安全なものと考えられていて、そ

のためもともと以下のようなリスクがあるのに

それが説明されていない。①妊婦死亡率は 1 万

人当たり 0.7 人で山口県でも毎年一人妊婦死亡が

あってもおかしくない。②脳性麻痺は 1000 分娩

当たり 1 ～ 2 人の頻度であるという事実である。

また本来妊娠・出産が病気でないため、リスクに

対応する際の承諾書がとられていない。そして健

常人である妊婦が突然死亡したり障害者となるた

め、リスクが生じた際の妊婦に対するインフォー

ムドコンセントがとりにくく、訴訟の原因となり

やすい。また分娩の約 50% が診療所での分娩で

あるので事故が起こったとき人員が不足する。

　脳性麻痺をめぐって紛争になった実際の症例か

ら考える。破水で緊急入院し、翌日まで待っても

陣痛がこないため陣痛誘発をうけた。もともと徐

脈があったが経過観察していた。徐脈が長く続く

ため医師を呼んだ。すでに子宮口は全開しており、

産婦人科
委員　済生会下関総合病院　　　　　　

産婦人科部長　森岡　　均
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帝王切開よりは経膣出産が早いと考え、吸引分娩

を試みた。しかし娩出困難で最終的に分娩が遷延

し、児は新生児仮死状態で出産した。その後脳性

麻痺となったため医事紛争へ発展した。

　このような症例に遭遇することはまれではない

が紛争の焦点となるのは、①胎児仮死の原因は何

であったか、②陣痛誘発剤と関係があったのか、

③胎児仮死はいつ発生し、その時点で診断は可能

であったか、④分娩の処置は正しかったかなどの

点である。胎児心拍モニター上、仮死所見は数％

に出現するが実際に出産するとほとんどの児は正

常である。脳性まひは種々の原因で発生し、実際

に低酸素により生じるのは全体の 0.01％程度で

ある。そのため低酸素症による脳性麻痺を防ぐた

めに帝王切開を行うことは無駄が多い。

　このような事実があるため、少々の低酸素状態

では帝王切開に踏み切りにくい。現在のモニター

の意味は、胎児が元気かどうかということが分か

る程度といわれている。欧米でも同じ状況である

ことから、小児科と連携し脳性麻痺に対して以下

のような基準を作っている。

①臍帯血血液ガス PH7.00 以下　②アプガースコ

ア 5 分値が 0 ～ 3 点　③神経学的後遺症の存在

④多臓器不全（MOF）この 4 条件をすべて満た

さなければ、脳性麻痺の原因は低酸素症が原因で

はなかったと診断することとした。しかし社会一

般・産科以外の多くの医者は、脳性麻痺の原因の

すべては分娩中の低酸素状態が原因と考える。だ

から脳性麻痺が生じるとすべて産科医のミスによ

るものと考え、紛争が起きる。帝王切開を行って

いれば脳性麻痺を防げたかもしれないという一般

理論があるため、産科医も医学的根拠に基づかな

いと理解していながら、予防的帝王切開を行わざ

るを得ない。それは帝王切開のリスクである麻酔

事故・術後血栓症を無視した理論である。そのよ

うな紛争を回避するためにも分娩監視装置、記録

の保存、臍帯血ガス測定は重要である。

　陣痛誘発剤使用についても適切な使用下でも、

いったん紛争が起きるとその使用自体が問題であ

るかのように、とられている。

　現在の産科医療裁判の問題点は、①医療裁判は

必ずしも医学的真実を検討する場でない。②脳性

麻痺には必ず何らかの原因（医師の過失）がある

に違いないという誤った先入観の存在。③裁判官

も専門的知識が欠如するため適切な司会、討論の

進行に寄与できない。④中立的鑑定人の迅速な選

出と公平な鑑定書の作成が困難。⑤裁判の長期化。

⑥弱者救済的色彩の判決となる傾向にある。

　このような状況を解決するため、日本産婦人科

医会では次のような対策案を打ち出している。

A）周産期母子医療センターへの分娩集約化を目

指す。産科オープンシステムの推進。現在

50％の出産が行われている一般診療所では突

発的産科異常に対応することは困難である。

問題点として周産期センターの医師不足、分

娩を見るだけでは患者との信頼関係樹立が困

難など。

B）無過失保障制度：過失の有無にかかわらず脳

性まひ障害児には一定の給付金を給付して紛

争の減少を図る。長所：紛争にならなくとも

給付金が保証され、給付金すべてが患者に渡

る。短所：財源の確保、補償額の設定、症例

の適応。

C）リピーター医師への対策 : 専門医による再教

育：実効性がどの程度あるかは疑問。

　産科医は拘束時間の長い勤務体制なので医事紛

争が多く、減少傾向にあり、小児科医の不足以上

に問題となる可能性がある。分娩の危険性は医学

が発達しても減少しない。産む者にとっても、医

療従事者にとっても分娩を魅力的なものにするこ

とが重要である。

　山口県の整形外科の医事紛

争受付件数は年間約 2 ～ 3 件

であったが、この最近年間 5

～ 6 人とやや増加傾向にある。

内容は手術・治療・ブロックに

よる原因での紛争が多い。

A. 手術に関する紛争内容は、①神経損傷（脊椎・

脊髄手術、バネ指、手根管症候群）②感染（術

後の感染、縫合した部分の感染）　③異物遺残

整形外科
委員　東整形外科 院長　東　　良輝
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や器物の破損、④術中の腱損傷や再断裂、⑤

左右の間違い注射

B. 注射、ブロックに関する紛争内容は、

　①関節内注射、硬膜外ブロックによる感染　②

血腫形成　③神経損傷

C. その他による紛争内容は、

　①骨折後の変形　②骨折や再断裂の見落とし　

③骨折手術後の拘縮　④入院中の転倒による

障害（ベッドからの転落など）　⑤食事をのど

に詰め、麻痺などである。

　整形外科において今後注意が必要な項目

A）説明義務違反：格別な理由がない限り、現病状・

原因・治療選択の理由・それによる危険性の

程度・それを行った改善の見込みの程度・治

療を行わなかった場合についてできる限り具

体的に説明する義務がある。

B）共同不法行為と訴訟告知：交通事故において

治療の段階で医者側にミスがなかったかどう

か（共同不法行為）裁判の段階の途中で医者

の参加を求められること（訴訟告知）法的拘

束手段はないが、医療側への不利な発言等を

控え、医師会への相談が勧められる。

C）術後感染：勝訴と敗訴の基準は医療水準に沿

った治療が行われたかどうか、術前術後の管

理は十分であったか、開放骨折等の感染が予

想される場合に患者への説明・処置は十分で

あったか、MRSA 感染に対する予防措置は十

分であったかどうかが問題になる。

D）神経ブロックによる障害：判例 1 腰椎神経ブ

ロック 30 分後に麻痺が生じた。判例 2 頚部

硬膜外ブロックによりショック状態。判例 3

椎間関節ブロック施行後下肢の麻痺と頭痛を

来たした。判例 4 神経根ブロック後に硬膜外

血腫が生じ、神経麻痺。これらはすべて医師

の過失が認められている。

E）その他：判例 1 足関節転移の腓骨骨折に対し

て鋼線で固定、その後骨折部分に偽関節が生

じた。判例 2 下腿の挫創に対してデブリード

マン・洗浄縫合したが肺塞栓症にて死亡。こ

れらもすべて医師の過失が認められている。

　紛争予防のためには常に研鑽を怠らず、①医療

技術の進歩に努めること、②患者への説明は十分

に行い、信頼関係を作ること、③説明の内容はカ

ルテ等に記載する。④交通事故等の第三者による

障害等を取扱う場合、当事者だけでなく医療側を

巻き込むこともあるため注意が必要。⑤神経ブロ

ック等には細心の注意を持って施行することが必

要である。

　医療安全管理体制に関

する基準として次の 4 項

目が求められる。①安全

管理のための指針が整備

されている。②安全管理

のための医療事故等の院

内報告制度が整備されている。③安全管理のため

の委員会が開催されている。④安全管理の体制確

保のための職員研修が開催されている。もしこれ

が行われていない場合には、入院患者1名につき、

1 日 10 点減算することが、昨年 2 月に発せられ

た。日本医療機能評価機構は重大な医療事故への

対応ということで、認定病院で医療事故が発生し

た場合、事故の程度によって認定証の返還を求め

ることができる。

　山口県立総合医療センターでは①の安全管理の

ための指針整備で、一昨年、安全管理マニュアル

というのをつくり、紙ベースと電子ベースでやっ

ている。②の医療事故等の院内報告制度の整備と

いうのは医療事故報告用紙、部門ごとのヒヤリハ

ット報告用紙を設定し、報告を求めて改善策を立

てている。③の安全管理のための委員会は、医療

安全対策会議を毎月 1 回開催し、医療安全推進

室会議も毎月開催している。④の安全管理の体制

確保のための職員研修の開催に関しては、院内リ

スクマネージメント研修会を 2 か月に 1 回のペ

ースで開催している。一昨年より、われわれの

病院では専任のリスクマネージャーができ、情報

収集、計画の立案などを行って全体を統括してい

る。医療安全管理マニュアルはコンピューター化

され、ウェブで見ることができる。

病 院
委員　山口県立総合医療センター　　　

脳神経外科部長 山下　哲男
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　医療の安全性を高めるための原則が 1999 年米

国医療の質委員会より出されたが、当院ではそ

れを少し改編して使っている。つまり①患者の安

全を医療機関の最優先目標として、全従事者の責

任とする。②人間が持つ限界に配慮した体制を作

る。作業の簡素化、標準化、クリニカルパスの導

入。③患者参加のチーム医療を行う。④不測の事

態に備える。事前に合併症をできるだけ避ける方

法を考え、合併症が起こったときにはそれに対し

て迅速な対応を取れるような体制を作る。⑤学習

を支援するような環境を作る。これらのことが医

療の安全性を高める。人は常に間違いをおかす可

能性があるということを認識し、ダブルチェック

の励行をする。複数でチェックすることによって、

100 分の 1 の確率を 10,000 分の 1 にすること

ができる。医療従事者と機械（モニターやバーコ

ードなど）でダブルチェックする。自分ひとりで

もオーダーは復唱して、目と耳で確認する。さら

に指差しチェックまでいれてダブル、トリプルチ

ェックをする。医療行為内容を患者に十分説明す

ることによって医療従事者と患者とでダブルチェ

ックをする。事故が発生する時は患者に対する説

明不足が背景にあるということを十分に理解して

おくべきである。職種を越えて、あらゆる努力を

払ってダブルチェックをする必要がある。事故の

回避のための研究だが、何もしないでいろんな物

事をすると、2.3％押し誤りが起こった。口に出

してチェックすると、それが 1％に減った。指さ

しを行うと 0.75％まで減った。指差し・口に出

していうと 0.38％まで減ったというデータがあ

る。われわれのところでもこのようなダブルチェ

ックの推進に努め、ポスターを作製して、指差し

呼称の機会を設けている。最近ではオーダリング

でコンピューター化されたので、警告画面を作成

して、ダブルチェックを心がけている。

　患者参加のチーム医療も必要である。従業員だ

けでは防ぐのは困難なので、患者に自ら名前を言

ってもらう。○○さーんと呼ぶのでは、そのまま

間違って返事をされる可能性もある。配膳時に名

前入りのお盆を配膳してもらう。患者にあなたの

食事はこれですよという情報を食札で提供して、

患者にもチェックをしてもらう。転倒予防呼びか

けのパンフレットを作る。

　説明不足への診療支援として、説明と同意書の

雛形を作成しておけば書類作成の手間が省け、情

報提供の漏れが防げる。ひな形は常に改善する。

これらの説明書を電子化し、院内 LAN でどこで

も書類が作成できることを目指している。

　どうしても間違いは起こるので、間違いが起こ

ったときに対処するために、無停電装置や、酸素

切れのときのボンベの対応などがある。ソフト面

では各部門でマニュアルを作成している。ドクタ

ーが処方や検査のオーダーを間違えれば、薬歴管

理などを行い、間違いが起こったときにそこでブ

ロックできるようにする。検査部でも採血間違い

などを発見したり、違うクスリを飲まないように、

患者に直前にチェックしてもらっている。事故が

起こってしまったときには、ヒヤリハット報告書

を提出して、専任リスクマネージャーが医療安全

対策委員会に提出するか、すぐに対応が必要な場

合は過誤事故対策本部を開き、その事故の内容を

検討する。

　この医療安全に対しては、全体の意識を高める

ということが必要なので、ヒヤリハット報告シス

テムを推進しなければいけない。これは事故の内

容を見直すことによって向上できるので、全員が

医療に参加しているんだという自覚を持つことが

必要である。医師がミスをしても、看護師から情

報が提供されたりしてチーム医療にも役立ってい

る。上層部にとってはいろんな情報を収集でき、

長期的な対策を立てることができるというメリッ

トがある。ドクターのヒヤリハット報告では予約

検査、手術に関するものが多い。事故の報告があ

がってくるのは、やはり知識不足が多く、当事者

の経験不足、患者に関する情報不足、思い至らな

い、思い込み、作業の流れの中で自然に行ってし

まうなど、情報をもらっても還元するのが難しい

ケースがある。他院から学ぶアクシデント・イン

シデント集を発行したり、院内リスクマネージ

メント研修会の中で、情報還元をしている。当院

ではこういう院内リスクマネージメント会議を 2

か月に 1 度くらい行っている。できるだけ多く

の人に、（医師、ナース、検査部、事務）全員が

医療安全に関与しているという形で取り組んでい

る。医療安全は総合力なので、組織が一緒になっ

てやらなければならない。
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司会：これからは顧問弁護士の末永先生にも入っ

ていただきまして、ディスカッションをしていき

ます。

　マスコミの報道は弱者救済の方向に向かってお

りますので、医者には非常に不利なように働いて

います。また、マスコミも収益を上げるためにニ

ュース性のあるものだけを報道して、最後に結審

がどうなったかということは、ほとんど報道され

ない。たくさん医療事故が起こっていても、実際

医療者が負けているのは意外と少ないのではない

かと思います。

　内科の吉本先生にお伺いします。大腸ファイバ

ーの穿孔は非常に大きな問題になっていると思い

ますが、先ほど先生が述べられたインフォームド

コンセントが必要であるということはよくわかる

んですが、例えば、技術的な問題などで気をつけ

たほうがいいことはありますか。

吉本：昨年末永先生にご講演をいただき、詳し

い内容は山口県医師会報に掲載されておりますの

で、参照していただきたいと思います。今日紹介

した事案ですけれども、全例事前に穿孔の危険性

についての説明がなされておりません。特に、高

齢者の場合には 0.5％くらいの頻度で穿孔が起こ

りうるという統計がでておりますし、事前に十分

に説明しておくことが必要だろうと思います。そ

れから、実際の手技に関しては、患者さんにリラ

ックスしてもらうことが大切だろうと思います。

緊張すると痛みがわからなくなる、痛みを我慢

するということがあると思います。リラックスし

た上で、痛みがあれば、あるいは変わったことが

あれば教えてほしいと事前に伝えて手技をすすめ

る、決して無理はしない。挿入するときにも指に

抵抗感を感じながらゆっくりとすすめ、患者さん

に痛くありませんかと声をかけて行っていくこと

が大切ではないかと考えています。

司会：承諾書に関しては、例えば県医師会として

の形がありますか。

吉本：それはまだ用意しておりませんけれども、

内科学会がインフォームドコンセントに関する冊

子を一昨年出しています。その中にどのようなこ

とを説明する必要があるかということが書かれて

います。もし、興味がある先生がおられたら、内

科学会に問い合わせてください。

司会：次は外科の立場から倉田先生、外科の場合

にはテリトリーが広いですよね。心臓外科もあり、

血管外科もあり、一般外科もあり、範囲が広いで

すが、一番問題となっているのはどのようなとこ

ろなんでしょうか。

倉田：外科は、術前・術中・術後と非常に長い時

間患者さんと接していまして、術前は内科の先生

と同じように透視や内視鏡をします。手術中のリ

スク、術後のリスクなど非常に広範囲なのに、意

外と自分に限ってそんなことは起こるはずがない

とみんな思っているのが今の外科です。事故につ

ながるような危機管理能力を磨いていかないとい

けないと思っています。

司会：外科では緊急手術が多いですが、そのとき

に特に抗凝固剤を使われたときの緊急手術に対す

る特別な対応はありますか。

倉田：もちろん、患者さんが抗凝固剤を飲まれて

いるかどうかは聞きますし、ビタミン K 等で中

和できるものはしますけれども、非常に丁寧に止

血を確認するしか方法は取れないと思います。た

とえ緊急手術でも、手が要ると思えば、あいてい

る医者をあたって少なくとも 4 人くらいで行う

ようにしています。緊急手術であればあるほど、

合併症の危険が高ければ高いほど、通常の手術よ

りもっと気配りをした手術を考えております。

司会：では次に、婦人科の立場で森岡先生、分娩

時の帝王切開の時機などが非常に問題になってく

ると思いますが、その辺はどうお考えですか。

森岡：なかなか、これが正解というのはないです

ね、医療事故を防ぐ特効薬もない。産婦人科医会

でいろいろな方向性を出しております。それは、

Discussion
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ひとつひとつは正しい方向性なんですが、それが

実行されたからといって医事紛争がなくなるわけ

ではありませんし、他の科と違うところは、例え

ば脳性麻痺にしても、どんなに医学が進んでも、

必ず一定の割合で生まれてくるということです。

そうすると、紛争を解決するために一番大切なの

は、午前中お話がありましたように、初期対応が

産婦人科にとって一番大切だと思います。午前中

のお話のメディエーターの存在は非常に産婦人科

にとっては大切です。

司会：次は、整形外科の立場から東先生、整形外

科領域では機能温存性は非常に重大視されていま

す。特に高齢の方の機能温存については難しいと

思います。本当に加齢のために悪くなったのかも

わかりませんし、患者の満足度と、医師の手術の

満足度と、ギャップが生じて医事紛争が出てくる

んじゃないかと思うんですが。

東：その通りです。手術した後、手術がうまくい

ったかどうかは患者さんが先に判断される。特に

神経や血管を損傷して症状が出てくる。整形に関

しては、結果がはっきりしているということから、

訴訟が出てくるように思います。特に 80 ～ 90

歳の頚部骨折を手術して、歩けなくなったら、感

染を起こしたらどうなるのか。今まで座れたのが

座れなくなるようなことがあれば、患者さんとし

ては非常に苦痛な思いをするわけです。そういう

場合に、どれくらいまで良くなる見込みがあるの

か、はっきり説明する必要があると思います。こ

こまではできますが、これ以上はできません、歩

けますが、外出はできませんなど、予後の説明を

する必要があると思います。それがないと手術を

して歩けなくなったら、患者さんは不満を言われ

るでしょう。それと整形外科は手から足の先まで

それぞれの医療水準が高くなっておりますので、

それぞれが無理をしない、再接着するとか、自分

にできない手術はしないということが大切だと思

います。そういうときには、紹介することが必要

だろうと思います。

司会：次は、病院の医事紛争の立場から山下先生、

特に当直者の診断ミス、当直者の医療レベルの差、

そういうものが非常に訴訟の対象となっています

が、当直者のレベルはどのように保ったらよいの

でしょうか。

山下：最近、コンビニ化しておりまして、当直と

いうより、夜勤という状態に陥っているんですが、

現実的にはそういう夜勤をしてもらうほどのドク

ターが確保できない。うちの病院もスタッフの医

師だけではやっていけないので、2 年目から研修

医にも当直に入ってもらっています。以前、問題

になったのですが、内科・外科ともに研修医の当

直になる日があり、今では、研修医同士の当直は

なしにして、どちらかスタッフが入ります。さら

に、管理当直を設け、専門医が 2 人、研修医が 1

人、という形になっています。また、自分が全部

見るのではなく、専門医に診せるためのトリアー

ジをする。そしてすぐに専門医に紹介するという

方法とっています。それと、ナースの働きが重要

で、若いドクターや放射線科の先生など、あまり

患者を診ない先生もいらっしゃいますので、ナー

スの助言を聞き入れて医療を行うようにしていま

す。トラブルが生じる時には、患者さんまたは家

族が不安なのに帰してしまったという時に起こり

やすいので、医師が不安な時には、もちろん入院

を勧めますが、医師が大丈夫だと思っても、患者

さんや家族が不安に思えば、だいたい一晩診れば

重篤な状態には陥らないのではということで、1

日入院を促進しています。自分自身が診られる、

と思って見過ごしてしまった場合が怖いので、や

はり、専門医に相談するようにしておいた方がよ

いと思います。

司会：この当直医の医療レベルということについ

て末永先生、弁護士のお立場から何かありますか。

末永弁護士：今日、医事訴訟の現場から、という

プリントをお渡ししておりますが、その中でいく

つか書き落としたことがありますが、そのひとつ

が当直医のことです。当直医が自分の専門でない

患者を扱うということは、当直の性格上、必然的

に起きるわけですが、専門ではなかったのだから、

という言い訳は通用しません。患者の立場、ある

いは裁判の場からしますと、当該当直医と患者の
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問題ではなくて、当該医療機関と患者の問題にな

るわけです。そうなると、専門医でない人が、患

者を診た場合、専門医に相談するあるいは搬送す

ることを含めて、対応できなければならない。そ

ういう意味で、当直医というものは、非常に微妙

な難しい立場にあるということを申し上げておき

ます。それと、当直医の先生が医師会の会員でな

いケースがあります。その方がなんらかの医師責

任賠償保険に入っておられればいいのですが、入

っておられない場合、その当直医個人に責任を追

及することも可能です。そういう場面になった場

合、防ぎようがないということになりかねません。

したがって、当直する場合には医師会員あるいは

保険に入っているということを、病院の管理者も

把握していなくてはなりません。

　もう一点、書き落としたことは、平成 15 年

11 月 11 日の最高裁判例で、厳しく指摘になっ

たことですが、自分の専門でないこと、あるいは

自分の医療レベルを超えたことについては、早く

転医転送の措置をとれ、できなければ過失だとい

うことです。当直医にも通じるところがあるかと

思います。

フロアー：末永先生にお聞きしたいのですが、事

故が起こって本当に過失があった場合には、患者

に請求する権利があると思うんです。ただ、患者

の誤解や、医療知識がないことで起こる訴訟がか

なりあるように思います。それはメディエーター

の存在で激減するのではと思いますが、その時に、

メディエーターが患者に見舞金を与え問題が解決

した場合に、あとから法律的にはどのようになる

んでしょうか。

末永弁護士：午前中の話を聞いていませんので、

すれ違いがあるかもしれませんが、おおげさな

話をすると、医療訴訟の中で、誤解による訴訟は

ありますが、その比率は最近非常に低くなりまし

た。おそらく 10％もない、5％以下だと思いま

す。訴訟を起こす前に、行政、医師会、弁護士な

どのところである程度話を聞いていますし、弁護

士を通じて訴訟を起こす場合がほとんどでしょう

から、そういう弁護士もある程度調べてきていま

すので不適切な訴訟は減っていると思います。ア

メリカでは非常に医療訴訟が盛んですが、ノー

スカロライナ州の医療訴訟制度を法務省が調査し

た結果が報告されているのですが、アメリカは州

によってシステムが違いますが、その州では、原

告・患者側が事前に医療専門家のアドバイスを受

けて、見通しがたっていなければ訴訟提起ができ

ない、しなかった場合には却下できる制度があり

ます。それから、ドイツは医療訴訟は少なく、ド

イツの医師は医師会に強制加入しています。また、

損保会社が関与したりしていますが、調停機関

というのがあり、そこに患者が持ち込む。そこに

は専門の医師も配属され、医療的な見地からもい

ろいろな検討を行い、判定を下す。判定を下した

上で、賠償の判定まで下す、不服がある場合には

患者が裁判をすることもできますが、ほとんどは
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そこの調停で終わるというシステムになっていま

す。ご質問のメディエーターに関しては、今の日

本の法律制度の中では、正式に認められてはおら

ず、任意、ボランティアのような形だと思います。

そこで、だれがお金を払うのか、払った結果どう

なるのか、という問題は、日本の法律制度に反映

するなら、お金を払い、医者と患者が和解する、

さらに和解し、これ以上何もしないという文章を

交わせば、それは法的な効力が発生し、その後裁

判になっても和解済みということになります。そ

うした手続をせずに見舞金を出すとアンダーザテ

イブルでは、法律的には免責とはなりません。ま

た、メディエーターが払ったあるいはメディエー

ターを経由したお金をどこに負担させるか、とい

う問題については、保険会社に事前に話しをすれ

ば、きっと和解書まで作ってくださいといわれる

でしょう。メディエーター個人が負担するという

ことは通常考えられませんから、ドクターの負担

になるでしょう。その場合でも和解書がないと、

法的な効力はないということになるでしょう。

吉本：今の、見舞金の話ですが、常識的な範囲の

見舞金は認められていますが、常識外の見舞金を

日本医師会あるいは県医師会に連絡せずに払った

場合には、日医の賠償責任保険の対象外になるこ

とを頭においていただきたいと思います。それか

ら、山口県医師会の医事紛争対策システムという

のは全国においても、非常に高く評価されており

ます。それは、医事案件調査専門委員会というの

があり、その中に 5 人の顧問弁護士と、9 人の先

生方に参加していただいています。それから、事

案によりましては、各専門の先生を委員とは別に

委員会にお招きして、審議していただくことにな

っています。また、実際患者さんの思い違いで上

がってきた事案もたくさんあります。その場合そ

の委員会で検討し、医学的根拠を持ってもらった

うえで、弁護士の先生に対応していただくという

かたちで、今まで対応してきたと思います。その

点で、山口の医事紛争対策システムは優れている

ということをわかっていただけたらと思います。

司会：無過失賠償制度については、どうでしょう

か。

森岡：新生児の脳性まひの患者さんはその後養

育費、介護費などかかるため、弱者救済といった

目的で、医師が負けている場合があります。医師

が勝った場合にも、無過失賠償制度を利用できな

いだろうかということで、一昨年福岡県医師会が

これを立ち上げました。費用のほうは、産婦人科

医の方と、お産をする妊婦さん両方から、保険金

を徴収して運営していくというシステムになって

います。日医の方にも無過失賠償制度の創設を願

う声がたくさんの都道府県から上がっておりまし

て、日医では昨年からその創設に向けて検討を行

っております。まだ、財源をどうするかという

問題はクリアできておりませんが、対象は脳性麻

痺とするということで、おそらく、今年度あるい

は来年早々にできるのではないかと思っておりま

す。

司会：委員長としてお聞きしますが、日医の医

事紛争に対する考え方など特別なものがあります

か。

吉本：やはり国民の信頼を取り戻すためには安

全な医療を提供するということが重要であるとい

うこと、これは前の坪井会長、現在の植松会長と

も、何度も表明しているところであります。その

方策の 1 つとして、リピーター医師に対する再

教育という問題が浮上してきておりますが、リ

ピーター医師の定義が曖昧です。100 万円以上、

日医に付託した案件が 2 件以上ある医師と挙が

っておりましたがそれもまだ、決まっておりませ

ん。というのは、日医に上がってくる案件という

のは私たち都道府県医師会が取り扱っている案件

の 1/4 しかありません。3/4 は日医にあがって

いない。また、国公立病院の案件は都道府県医師

会とは別のところで保険契約が結ばれております

ので、日医にはあがってこない。日医にあがって

くる 1/4 だけを対象にしますと、非常に不公平

になるだろうと思われます。リピーター医師につ

いてはこれからの課題になるだろうと思われます

が、山口県医師会では、自浄作用活性化委員会を

立ち上げました。そこでリピーター医師について

取り上げて、その人が間違いなくリピーター医師

であるということになれば、県医師会から日医の
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方に上げて、そこで検討して、再教育を行うシス

テムになるだろうと思います。それから、5 年前

から、医療安全推進者養成講座というのを日医総

研がやっております。これは通信教育ですが、1

年間毎月課題と問題が送られてきて、クリアして

いく方法です。だいたい毎年 1000 人くらい受講

者がおられます。つまり今まで 5 千人くらいが

その講座を受講したことになるだろうと思いま

す。そういった形で、日医は医療安全に力をいれ

ていくことを表明しておりますし、山口県医師会

においても、日医の方針にのっとってこれからも

努力していきたいと思っています。

末永弁護士：保険のこともあ

りますので、付け加えさせて

いただきます。日医 A 会員

の方は医師賠償責任保険に加

入しているという形になって

います。日医に報告がいく事

案では県医師会でいったん検討して、有責、無責

の意見をつけて報告し、日医の審査会で、医師だ

けでなく、弁護士、損保会社と検討し、示談にする、

戦うという結論を出しています。日医の審査会の

結論というのは、だいたい県医師会の意見と一致

しております。日医の審査会の結論は権威もあり

ますし、私たちも信用しています。これらは、金

額はいくらまでと指定してきますので、これもな

んとか交渉できるような状態です。問題は医療機

関が医療法人であったり、なんらかの理由で、日

医の審査会を通る保険ではない、一般の損保会社

の保険などの場合で、ご存知かもしれませんが、

保険料率と保険金との割合をロスレシオといいま

すが、医師賠償責任保険はそれが、K ラインを非

常に上回り、採算がとれなくなっています。した

がって民間の損保会社の事件に対する考え方とい

うのは、医学的・法律的に有責か無責かという判

断で、県医師会と意見が違うことはほとんどあり

ませんが、これは有責だから、いくら以下で話し

をつけろと、これは先ほどのロスレシオが悪くな

っているということとの関連です。私たち弁護士

から見ると、それはいくらなんでも無理じゃない

かという低めの金額に設定されているケースが多

いです。低めだと、向こうも弁護士がついていま

すから、話が合わず、訴訟になってしまうことが

あります。山口県医師会の顧問弁護団では、ある

損保会社に対して、医師や弁護士の示談に対する

意見を取り入れるよう文章で申し入れて、尊重し

ますという返事はもらっています。しかし、地元

の担当の方も板挟みになるより、いっそのこと裁

判になってしまったほうが、それなら文句は言い

ませんと、そういう責任逃避的な方向にいくこと

がないともいえません。これは私たち専門委員会

も非常に頭を悩ませているところであります。そ

ういう実状にあるということだけ、申し上げてお

きます。

司会：時間もありませんので、この場を借りて申

し上げておきますが、以前の医事紛争対策委員会

で、よく会員のみなさんが出席された場合にその

場で裁判をされているようで、非常につらい思い

をしたと述べられた方がおられましたが、顧問弁

護士の先生に同席してもらっているので、本当の

医学的論争の争点がどこにあるかを弁護士の先生

に理解していただいて、それを示談なり裁判に持

っていっていただくようにしたいので、ディスカ

ッションを行っております。どうぞ、結果として

は先生方に有利になるようにとの考えからですの

でご理解いただきたいと思います。最後に末永先

生、法曹界から医療にご要望がありましたら、お

願いします。

末永弁護士：私が申し上げたいことは、医療訴訟

の現場からというプリントに書いていますが、こ

れは少し刺激的に書いています。印象的になるよ

うにそうしていますが、書いてあることは間違い

だとは思っていません。法律家として言いたいこ

とは一番最初の問題、要するに訴訟とは、医学的

な真実を突き詰めるということは本来の目的では

なくて、訴訟とは、談合かあるいはどっちに軍配

を上げるかという問題であるということ。2 番目

に医療とは患者さんを治すためにプロスペクティ

ブになられますけれども、訴訟とは、ある意味レ

トロにやるあら捜しの場といっても差し支えない

でしょう。方向は違いますが、事柄の性質上仕方

のないことですので、レトロにされても文句をつ

けられないような診療、たとえば EBM をご考慮
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いただきたい。3 番目は抜きまして、4 番目、こ

れは法律家の悪い面でもありますが、活字に弱い

んです。医療訴訟は文献訴訟みたいな面もありま

す。能書というのは製薬会社の言い訳ばかり書か

れていると思われるかもしれませんが、例えば虫

垂炎の手術にペルカミン Sを使ったときのケース

が最高裁の判例にありますが、能書で 2 、3 分お

きにバイタルをチェックしろと書いてあって、も

し 5 分おきにしかチェックしなくて、事故がお

こったらそれはアウトなんです。5 分おきでもい

いという学術論文を持ってない限りはそういうや

り方はまずいんです。

　さらに、インフォームドコンセントが必要であ

ることは言うまでもありませんが、今はどこまで

説明するかが 1 つの問題です。例えば昭和 62 年

の幼児が転んで頭を打って開頭手術をしたときに

は、予後についてまで説明する必要はないという

のが最高裁の判例だったんです。ところが、平成

4 年の解離性大動脈瘤の判例では、現在は予後に

ついて説明しなくていいということはありませ

ん。合併症についても、確率が 1000 分の 1 だ

からといって説明しないでいいということはあり

ません。低くても説明しろというのが今の裁判で

す。どこまで説明するかはそれぞれの学会や医師

会でいろいろな病気についてのガイドラインを作

らなくてはならないと思います。それをどこまで

説明するかが重要になっているんです。また、そ

れをカルテに書いていなければ、説明したことに

ならないんです。場所、時間、だれに、どんな説

明をした、と状況証拠が必要です。これからはそ

ういう状況証拠が重要になってくるということを

申し上げます。人間のすることですから、必ずミ

スは起こります。ミスは起こりますが、医事裁判、

医事訴訟を起こさせない方法はあると思います。

それは、患者との間に良好な医療関係を築くこと

であり、これはその気になれば、そんなに難しい

ことではないと思っております。

　最後に文献を 2 つだけ紹介したいと思います。

一つは山口県医師会が平成 15 年に出しました、

「医療事故を起こさないために」という冊子があ

ります。これは県医師会レベルでは、日本で最高

水準のものと思います。是非活用していただきた

いと思います。

　もう一つは、「わかりやすい医療裁判処方せん」

という本です。これは、日医の畔柳顧問弁護士、

東京医科歯科大学の高瀬教授と東京地裁の前田判

事が編集をしています。これは患者側の弁護士も

入って意見を述べています。非常にわかりやすい

ですし、興味深いところもありますので、是非県

医師会の冊子と一緒に読んでいただければと思い

ます。

司会：もっとお話したいこともありましたが、明

日からの診療に少しでも役立つようにと願いなが

ら、ここで今回のシンポジウムを終わりにしたい

と思います。演者のみなさんありがとうございま

した。
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日本医師会「医師国家試験問題作成講習会」

と　き　　平成 17 年 5 月 8 日（日）

ところ　　日本医師会館

[ 報告：理事　田中　豊秋 ]

　5 月 8 日 10 時より、日本医師会館 3 階小講堂

にて栃木県、千葉県を除く都道府県より 48 名が

参加して医師国家試験問題作成講習会が開かれ

た。最高齢は第２回国家試験合格の先生であった。

ちなみに来年の国家試験は第 100 回である。

　福井次矢 生涯教育推進委員会委員（聖路加国

際病院院長、前京大教授）から、「最近の医師国

家試験」と題し

Ⅰ．医学教育改革の背景
1　急速に膨大化する医学知識と限られた教

育期間：より良いカリキュラム、効率的

な学習方略の必要性

2　より良き臨床医の養成：態度・実技の教育

の充実

3　グローバリゼーション：国境を越えた教育

の標準化

Ⅱ．医学教育の最近の改革
1　入学選抜：学士入学の増加、人間性評価、

メディカルスクール構想

2　素養 / 準備教育：Early Exposure ，IT ，

常識 / 教養

3　基礎医学 / 臨床医学：コア・カリキュラム、

統合型（問題解決型）カリキュラム、チ

ュートリアル

4　臨床実習前評価：全国共用試験（CBT ，

OSCE）

5　臨床実習：診療参加型実習（CC）

6　医師国家試験：新しい出題基準・ブループ

リント

7　卒後臨床研修：必修化

8　生涯教育：EBM

Ⅲ．医師国家試験の大きな改善（平成 13 年）
1　問題数の増加：必修問題 100 題、一般問

題 200 題、臨床実地問題 200 題

2　フィールドテスト（Pre-test items）を加

える：採点には加えないが今後の問題作

成の参考とする（問題の質の評価）。約

20 題

3　持ち帰り禁止：プーリング化（まず１万題）

4　ブループリントの設定

5　必修の基本的事項（プライマリ・ケア）の

重視：30 題から 100 題に

6　将来、実技試験（OSCE）導入の可能性

Ⅳ．必修の基本的事項（プライマリ・ケア）とは
①患者の人権、医の倫理　②社会と医療

③診療情報と諸証明書　④人体の構造と機能

⑤医療面接　⑥主要症候　⑦一般的な身体診察

⑧検査の基本  ⑨臨床判断の基本  ⑩初期救急

⑪主要疾患・症候群  ⑫治療の基礎と基本手技

⑬チーム医療　⑭生活習慣とリスク

⑮心理・社会的側面についての配慮

⑯一般的教養的事項

Ⅴ．医師国家試験のブループリント
：出題の青写真でこれに従って夫々の分野の

問題を出題（例）

①患者の人権、医の倫理  約 4 題

⑤医療面接    約 6 題

⑥主要症候    約 15 題

⑨臨床判断の基本   約 4 題

⑬チーム医療   約 3 題

⑮心理・社会的側面についての配慮 約 7 題

⑯一般教養的事項   約 3 題
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Ⅵ．平成 17 年度版出題基準
1　出題数・出題内容：大枠に変更無し（必修

問題で「医療の質と安全の確保」が加わ

った）

2　合否基準：変更なし（必修問題には絶対基

準、一般問題・臨床実地問題には相対基準、

禁忌肢）

3　試験問題の公募、プール制の導入、試験問

題の回収：公募を臨床研修病院や日本医

師会等に拡大、ブラシュアップ体制の強

化・効率化

4　試験日時の前倒し：2 月に施行、合否発表

を 3 月に

5　受験回数の制限：具体的な方策の検討を行

う

6　OSCE の導入は先送り

といった内容の講演であった。

　続いて橋本信也常任理事から、実際に国家試

験で使用される多肢選択試験（Multiple Choice 

Question：MCQ）について、国家試験に使用さ

れる理由の説明が行われ、種類、長所、欠点の講

演があり、さらに実際に問題を作成する上での注

意がなされた。

　この後、ワークショップ形式で 8 名のグルー

プに分れ、午前中に必修の基本的事項（一般問題）

を各グループで２問作成。午後から作成した問題

の発表・内容のチェックが行なわれた。それから

再びワークショップ形式で、医学総論Ⅰ「保健医

療論」、医学総論Ⅱ「予防と健康管理・増進」、医

学総論Ⅳ「症候」（一般問題、臨床実地問題）を

２問作成。再び発表・討論がなされた。

　実際に問題作成してみると、問題を作成する上

での留意事項が足かせとなり、初めに着想した問

題が意外と上手く完成できなかったり、日常使用

している医学用語の定義をもう一度確認する必要

に迫られたりしてなかなか有意義な講習会であっ

た。

　最後に、この日の成果を各県に持ち帰り、各々

で同様の講習会を開催し、たくさんの日本医師会

からの問題がプールされ出題されるようにとの挨

拶があったが、私自身がまだ消化不良の状態であ

り、なかなかに難しいと感じた。もし、ぜひ問題

を作成してみたいと思われる先生がいらっしゃっ

たら県医師会までご連絡を。資料をお送ります。
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山口県 AED心肺蘇生法講習会

と　き　　平成 17 年 5 月 12 日（木）

ところ　　山口県維新百年記念公園

　　　　　スポーツ文化センター　アリーナ

[ 報告：常任理事　佐々木　美典 ]

　救急医学の発達、救急救命士の救急業務高度化、

救急医療に携わるすべての人たちの献身的な努

力と周囲のサポートによって日本の救急医療は着

実に進歩し、多くの国民がその恩恵を享受できる

よい時代になった。しかし最終的には、一般市民

の救急に対する意識と技術が同様に向上していか

なければ、せっかくの病院前救護体制の充実もお

のずと限界があると考えてきた。折りしも昨年 7

月に条件付きながら一般市民の AED 使用が国か

ら承認された。これを絶好の機会と捉え、一般県

民の救急初療のレベルアップを図る目的で、県内

各地で開催する「AED 心肺蘇生法講習会」を県

医師会の新規事業として、山口県及び厚労省へ申

請した。

　昨年秋「山口救急初療研究会（代表世話人；前

川剛志山口大学先進救急医療センター教授）」が

発会し、まず AED を取り入れた最新のガイドラ

インに基づく心肺蘇生法講習会を開催すること、

テレビ・新聞等のメディアを使って AED の啓蒙

と心肺蘇生法を啓発する広報活動をあわせて行う

ことになった。

　同年秋に東京都医師会が開催した日本武道館で

の大規模な AED 講習会を参考に、山口救急初療

研究会を母体とした「AED 心肺蘇生法講習会運

営実行委員会」を作り、準備を行った。

　訓練用 AED や人形等諸機材は県からの委託事

業費で一括購入（10 セット）し、また指導用マ

ニュアルやパンフレットを運営実行委員会で作成

し、これらは 5 月以降山口県内の各地域で AED

心肺蘇生講習会が開催される時に活用できるよう

にしている。

　手始めに山口県医師会並びに山口救急初療研究

会が主催し、5 月 12 日（木）午後、山口県維新

百年記念公園スポーツ文化センターアリーナにお

いて大規模な講習会を開催した。当日は山口県下

より救急救命士 60 名、医師 30 名等総勢 120 名

の方に指導・運営スタッフとしてご協力いただき、

210 名の一般県民、県施設職員、県議会議員や

医療機関に勤める看護師、事務員が参加した。ま

たテレビ、ラジオ、新聞等マスコミにも開催趣旨

に賛同を得て、後援、参加募集や取材など普及・
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啓発にご協力いただいた。　

　藤原淳 山口県医師会長の挨拶に続いて、宮内

善豊先生（徳山中央病院）の「AED と心肺蘇生法」

についての講義の後、20 ブース（1 ブースあた

り受講者 10 人、5 名のスタッフ、各 2 台ずつの

訓練用機材）に分れ、デモンストレーションと実

技実習を 2 時間半みっちり行い、最後に受講修

了証を授与し、講習会を終了した。

　ご協力いただいた医師、救急救命士、看護師な

ど多くのスタッフに心より感謝申し上げる。とり

わけ山口大学先進救急医療センター助教授岡林清

司先生、救急救命士の岩崎百合隆氏（宇部市消防

本部）にはたいへんご苦労をおかけした。紙面を

借りてお礼を申し上げたい。

　今後は県医師会内に今回の講習会の推進役を

担った運営実行委員会のメンバーを中心に「AED

協議会」を立上げ、地域、学校、職域での積極的

な開催をサポートしたり、また指導スタッフの養

成も行っていきたいと考えている。会員の皆様の

この事業への積極的参画をお願い申し上げる。

問い合わせ先：

　山口県医師会医療課 TEL:083-922-2510

　または山口大学先進救急医療センター

　   TEL:0836-22-2343
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藤原会長挨拶
　前回この委員会の挨拶で、医療計画の見直し等

に関する検討会のワーキンググループの座長をさ

れている尾形裕也先生の話をもとに、PDCA とい

う新しいコンセプトでのこれからの方向性につい

て触れたが、基準病床数は結論的にはこれからも

存続することになり、第 4 次医療法改正で決ま

っていた線、つまり一般・療養のそれぞれについ

て病床数を算出し、その合計数を基準病床数とす

ることを軸に、それを一部手直しした新計算方式

で実施することに決まった。同時に平成 18 年度

医療制度改革に向けて、現在の医療制度改革の問

題点である大病院重視となった階層型構造を是正

すべく、医療機関完結型医療から地域完結型医療

への移行という考え方が打ち出された。今回厚労

省が示した診療ネットワークでは、患者がかかり

つけ医を通じて、疾病ごとに構築されるネットワ

ーク上の医療機関にかかることを想定している。

また、かかりつけ医の概念や核となる医療機関に

ついては、議論が煮詰まっていない状況である。

日医としては、地域の実情を踏まえた枠組の設定

が必要と主張している。この問題に絡んで、認定

医療法人のことが盛んに論じられているが、どこ

まで厚労省の意図どおりにまとまるか注目してい

るところである。生活習慣病予防では、20 年後

2.8％減らせる試算がでているが、日医も糖尿病

対策に力をいれており、県医も糖尿病対策推進会

議を立ち上げて検討することにしている。本日の

協議は、患者調査・医療機関調査が主論点になる

が、本年度は第 5 次県保健医療計画策定の年と

なるため、基礎となる資料の十分な審議をいただ

きたい。医療制度は大きな節目を迎えており、医

師会としてもいろんな角度から創造性のある提言

をしていくことが必要であり、本日の委員会の意

見を期待している。

木下委員長挨拶
　地域医療は県医師会の中ではもっとも範囲が広

く、重要な部門に位置していると認識している。

17 年度は地域医療予算がトップになり、昨年度

より 2000 万円アップで、小児救急医療電話相談

事業、AED の普及に県からそれぞれ 1000 万円

ずつ予算がついた。地域医療に関しては、この地

域医療計画委員会が中心となって事業活動を展開

していかなければならない。委員の先生方には、

これまで以上にお知恵とご尽力をいただきたいと

願っている。

第 94回地域医療計画委員会

と　き　　平成 17 年 5 月 19 日（木）

ところ　　県医師会館

[ 報告：理事　弘山　直滋 ]

委　　員 木下　敬介（県医師会副会長）

佐々木美典（県医師会常任理事）

井上　裕二（県医師会理事）

弘山　直滋（県医師会理事）

西田　健一

奥田　昌之

村田　秀雄

小林　元壮

医務課調整監　　吉谷　修二

　　　　主査　　黒石　耕史

県医師会会長　　藤原　　淳

出席者
守田　知明

水津　信之

斎藤　　永

今釜　哲男

山口　秀昭

千原　龍夫

斉藤　　弘
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協議事項　
(1) 平成 16 年度事業報告
　昨年度のトピックスは、保健医療計画の推進と

いうことで 4 回にわたって、最初は皆様の意見

を聞きながら、また作業部会でアンケートを練り、

調査を実施したこと。昨年 7 月より県内の小児

科医の協力を得て、小児救急医療電話相談事業を

スタートした。ACLS 研修事業を山口大学先進救

急医療センターの協力で実施した。警察協力医に

アンケートを実施し、警察医会の立ち上げの準備

をすすめた。

(2) 平成 17 年度事業計画
　第 5 次県保健医療計画策定の年にあたり、昨

年度実施した患者調査・医療機関調査を良く吟味

し、県医や郡市医の県への意見要望をまとめても

らう作業がある。当初の予定より、国の地域医療

計画の見直しに合わせて少し予定を遅らせ、来年

夏頃、山口県保健医療計画の完成になる予定であ

る。したがって、圏域、郡市医師会から県への意

見要望をお願いしたが、少し遅くらせて、県から

次の計画のフレームが提示されてきたら、すぐ連

絡するので意見をいただきたい。

　昨秋実施の患者調査・医療機能調査の最終報

告は、6 月 23 日の第 2 回地域医療計画委員会の

中で最終的なものをまとめていきたい。今年度の

大きな目標のひとつでもある山口県医療情報ネッ

トワークを、今後の地域医療提供体制の中で重要

になってくるので取り上げて、山口県のなかで目

指すべき方向を協議していきたい。小児救急医療

電話相談事業を活発にしていきたいと考えている

が、当初より県民への周知が広がり、相談件数が

増加してきている。AED 普及について、県内各

地への展開について意見をうかがいたい。山口県

警察医会設立では、医師会内に今年度準備委員会

を立ち上げ、来年 4 月設立を目指している。

(3) 患者調査・医療機関調査最終報告書の検討
　地域医療計画委員会の作業部会での課題として

取り上げたものについて検討していきたい。

1. 病床の数は、県民の健康に役立っているのか ?
　病床を規制することが、県民の健康状態に反映

するのかどうかが問題であるが、今回の調査では

はっきり示すものはない。

委員 : 来期から始まる地域医療計画の中で健康指

標は目玉になるのではないか。しかし、目

標の設定は難しいのではないか。

委員：今度の医療計画から数値目標を定めるが、

まだ国が具体的な項目を示していない。例

えばガンの死亡率を何％から何％に下げる

など、わかりやすい数値にはなるが、達成

する手段として単に数値を定めるのがいい

のかというところがある。定めなければい

けないジレンマの状況になっている。

委員：国はいろいろ例示を出して、都道府県で

決めろと言っているので、今後県の保健医

療計画の中に入れていかなければいけない

が、委員の先生方に意見を聞きたい。

委員：健康指標の数値を把握した上での議論に

なるのではないか。資料となる数値が山口

県にどこまであるのか。

委員：私は、乳がんの治療にかかわっており、

患者の会に行くと、山口県では検診の受診

率が悪い、治療が標準的でないとよく言わ

れる。乳がんの 5 年生存率を発表できる病

院が少ない。がん登録も枠組みの中でしっ

かり位置付けを行ってやっていかないとい

けない。現状を認識することが必要。

委員：各県のデータがばらばらのため、今後国

の指針ができるのではないか。

2. 特定機能病院の病床数は、基準病床の算定か
ら除くべきではないのか。

　これは、宇部圏域の話である。自足率とはあ

る地域の患者が当該地域の医療機関に入院してい

る割合で、ある地域の施設に当該地域の人がどれ

位入院しているかを患者率という。自足率と患者

率の差を計算しても、流入が多くて数％から最大

で 20％。宇部の病床数から計算すると 100 から

400 床ということになり、宇部だけ流入が多い

とは言えない。

委員：大学病院に宇部市の人が行っていれば問

題ないが、他の市町村から多く来ていれば

考えなければいけない。流入が多くないと

いう結果であれば問題ない。

委員：大学病院でもマーケット調査している。

患者がどの地域から来るかということで、
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結果はこの通りである。他の医療圏と変わ

ってない結果である。

3. 在宅医療の充実は、退院を促進しているのか。
委員：訪問診療の応需能力と退院後の在宅への

移行は、必ずしも一致していない。

委員：訪問診療に熱心な先生がいる地域では、

在宅へ持っていきやすい。

委員：家庭の受入れ体制にも問題があり、都市

部と郡部では状況がまったく違う。

委員：施設が満床なので、急性期病院からいっ

たん在宅へ帰って、入所待ちをしているケ

ースが結構ある。

委員：岩国で回復期リハビリ病棟ができて 1 年

あまり経つ。脳卒中の場合、急性期を過ぎ

てリハビリを 3 か月行って、収容患者の

70％を在宅にもっていかなければならない

が、現実にできている。中間に入るリハビ

リテーション施設が充実していれば、在宅

に持っていける可能性が高い。

委員：県内では回復期リハ病棟数が少ない。ハ

ードルが高いので作りにくい。このことに

ついて回復期リハ病棟を二段階に分ける話

が出ている。ⅠとⅡに分けて、Ⅱの方に診

療所が入ってきて、面積がいくら以上なけ

ればできないというシバリがあるが、そう

なると回復期リハ病棟も少し変わってくる

のではないか。

委員：回復期リハ病棟を二段階に点数を分ける

としたら、例えば有床診療所で内科や整形

外科等でリハビリを一生懸命やっている先

生が、その専門性を生かした対応の仕組み

になれば、有床診療所の先生方も少し変わ

ってくるのではないか。

4. 入院前に在宅で生活していた患者は、退院後
在宅に戻らないのではないか。

　比較がないので地域ごとの比較をみるしかな

い。疾病によって変わってくる。

　紹介があった患者だけでみると、退院時の転帰

が治癒の場合、ほとんどすべてが在宅へ移行して

いる。

5. 紹介患者は紹介元に戻らないのではないか。
　疾患と受け入れ施設の能力によってまったく違

ってくると思われる。結構戻っていると思う。

6. 退院後の受け入れがなくて退院できない患者
が多くいるのではないか。

　入院患者調査では、退院可能な患者は一般病床

で 1 割、療養病床で 3 割前後である。

委員：救急病院で扱っている患者では、在宅に

帰れる疾病と帰るのに問題のある疾病があ

り、例えば脳卒中や中枢神経疾患からみた

数字が出てくると、在宅がどうだという数

字が変わるのではないか。

委員：地域医療計画で、保健医療計画の中に入

れるモデルとして脳卒中を取り上げて、計

画の最初と最後にプロジェクトを組んで、

どのくらい改善したか調べることはできる

のではないか。県が予算を組んでくれれば。

(4) 九州・山口各県医師会災害・救急医療担当理
事連絡協議会 (4 月 23 日 ) の報告

　平成 16 年 3 月の日医救急医療災害対策医療委

員会報告書がきっかけである。従来、都道府県ご

とに救急災害医療体制の構築を行っており、山口

県でも 3 つの協定を抱えている。大規模災害時

に近隣県から医療救護班を相互派遣ということを

想定している。

　今回は、九州・山口各県で大規模災害等が発生

した場合、被災県単独で対応ができない災害の発

生に備えて、医療救護の相互支援体制の整備を検

討していくという主旨である。他県からの出動要

請を受けて、医療救護班派遣、事故時の 2 次災

害補償責任など明らかにするようにとのことで、

今回の会議で、山口県も他県の要請にこたえられ

るか、半年かけて検討しておいてほしいというこ

とである。現状では、災害の発生状況により災害

救助法の適用で対応体制が異なってくるが、九州・

山口各県行政では平成 7 年に九州・山口災害時

相互応援協定ができているため、これによって原

則対応することになる。指揮権者である県知事と

連絡を取り合う必要があるため、各県で相互支援

体制を実際に動けるものにするということで検討

することになった。県医師会も体制を作っておか

ないといけない。

(5) 山口県災害救急医療情報システムについて
　県内の救急災害時の連絡体制について説明があ
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った。

　「山口県地域防災計画」では、県内で震度 5 以

上の地震が発生し、大規模な災害が発生する恐れ

がある場合、下関以東の瀬戸内海及び日本海に津

波警報が出た場合、県災害対策本部を設置するこ

とになっている。震度4以上は県庁に出勤する事

になっている。市町村からの要請があってもなく

ても救護班をつくる。県災害拠点病院、救急救命

センター、日赤に派遣要請。それでも不足の場合

は、県医に救護班を要請する。県外の場合、災害

が起こるとすぐ、厚生労働省から携帯メールに派

遣できるか否かの連絡があり、派遣できるという

メールが入った近いところに要請していく事にな

っている。今回の兵庫の場合は、地域医療機関で

対応が可能だった。日赤は独自の活動があり、県

の要請がなくても動き出す。県医の役割は「集団

傷病者救急医療対策に関する協定」に基づき、県

から要請があれば医療救護班を派遣し、その場合

は県が費用を負担する。

　災害時の医療機関情報システムは、情報を医療

機関に入力してもらう。応需できる医療機関は入

力してほしい。それを見てどこに頼むか決定する。

広域災害救急医療情報バックアップセンターを千

葉と広島の NTT データが持っているため、山口

県（NPY ビル）が壊れた場合でも、データをバ

ックアップできる。山口県の災害救急医療情報シ

ステムはインターネット通信と携帯電話と両方で

できることになっており、携帯電話は災害用のも

ので最優先で繋がることになっている。通信確保

できなくなれば、一般の電話をカットして災害用

回線を優先する。メールもできる。福岡のことも

あり、もう少し検証してみる。今年度事業として、

一般県民に対して、この病院は手いっぱいだから

行かないようにしてほしいというようなことが見

られるシステムを作りたい。インターネット、携

帯どちらからでも見られるようにしたい。端末は

救急輪番病院を中心に病院 55 か所、消防本部は

全部、郡市医師会、市町村で 180 設置している。

委員：9 災害拠点病院は患者の受け入れはする

が、医療救護班は要請に応えて出る体制に

なっているのか。

委員：班は作っている。今年の 3 月に DMAT を

整備した。県内、県外、即座に対応できる

体制はできている。

委員：郡市医師会の仕事は、県内の災害時に備

えての医療救護班の編成でよいですか。県

外への派遣要請は、DMAT 整備の医療機関

に要請がいくのですね。

委員：県外は現状の体制で十分いけると思う。

県内に大災害が起きた時は、医師会にお願

いしなければならない。

委員：DMAT に指定されて 2 月に 2 日間、厚労

省主催の講習会に行ってきた。山口県内で

DMAT に指定された病院は 5 チーム。災害

拠点病院は 11 か所ある。関東とこちらで

は危機感が違う。まず、災害拠点病院でマ

ニュアルを作ること、トリアージの講習、

災害拠点病院を県民に知らせることなど県

の指導でできることはしてほしい。DMAT

は全国で 200 チーム、中越地震で厚生労働

省が前倒しで作った。出動要請は厚労大臣

から県知事に指示があり、県知事から病院

におりてくる。

委員：6 月 23 日の地域医療計画委員会で救急災

害医療の DMAT のことや災害拠点病院のこ

とをきちっと資料でお願いしたい。

委員：下関市と北九州市は、行政レベルで協定

を結んでいる。県境の市町村 ( 岩国市、萩

市 ) は、協定を結んでいるかどうか調査し

ておいてほしい。場合によっては郡市医師

会でも対応が必要になるかもしれないの

で。

(6) 県民のための心肺蘇生法 AED 講習会（5 月
12 日）について

　山口県医師会、山口救急初療研究会、山口県が

主催で講習会を開催した。内容は日医に報告し、

全国に発信する予定。郡市医師会においても、地

域住民の方に AED 講習会を開催していただきた

い。備品は県医師会が持っているので、全部貸出

しする。スタッフは、地域消防に協力いただき、

ノウハウを持っているので協力してくれます。

木下委員長挨拶
　時間いっぱいご審議いただきありがとうござい

ました。県民の健康医療に密接したことばかりで

す。これからもよろしくお願いいたします。
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平成 17 年度全国安全週間厚生労働大臣メッセージ

～トップの決意のもと、安全と健康を最優先する企業文化の確立を～

1　産業界における自主的な労働災害防止活動を推進するとともに、広く一般の安全意識の高
揚と安全活動の定着を図ることを目的として、全国安全週間が、７月１日から７月７日まで
実施されます。

2　全国安全週間は、昭和 3 年に始まって以来、戦中戦後の混乱期も含めて一度の中断もな
く続けられ、本年で 78 回を迎えることとなりました。

3　これまでの間、関係者の不断の努力により労働災害は大幅に減少していますが、今なお、
年間 54 万人あまりの方々が被災し、1600 人を越える方々が亡くなられております。また、
一度に 3 名以上が被災する重大災害は昭和 60 年以降増加傾向にあり、昨年は昭和 60 年の
約 2 倍、およそ 30 年前と同水準となっております。

4　労働者の安全と健康の確保は、企業経営における最重要事項です。しかしながら、昨今
の企業間競争の激化の中で、ともすれば効率性のみを追い求めるあまり、安全性を軽視する
傾向がないとは言えません。このため、厚生労働省としては、トップ自らによる率先した安
全管理活動の重要性について、強力に指導してきたところです。そのような中にあって、本
年 4 月、JR 西日本福知山線において、100 名を超える方々が亡くなり、500 名を超える方々
が負傷されるという、きわめて甚大な列車脱線事故が発生したことは、誠に遺憾であります。

5　各事業場のトップは、経済情勢が厳しく、企業間競争の激化、コスト削減が進められる中
にあっても労働者の安全と健康の確保が何よりも大切であるということを今般の事故を機に
改めて考えていただくとともに、関係法令の遵守はもちろんのこと、大事故を引き起こした
場合の企業経営リスクを含めた幅広いリスク管理の視点から、安全と健康の確保に必要な組
織・人員、経費等の環境を整え、維持する責任を再認識する必要があります。

6　また、2007 年問題と言われる、「団塊の世代」のベテラン労働者が大量に退職する時期
を目前に控え、安全のノウハウを次の世代に確実に伝承していくためには、これまでのよう
な個人の能力や経験のみに依存するのではなく、組織的かつ体系的に職場の危険性又は有害
性を調査して、職場のリスクを減らしていく仕組みを構築し、事業場内に定着させ、これを
継続的に運用することにより、職場の安全衛生水準を段階的に向上させていくことがますま
す重要となります。

7　本年度の全国安全週間のスローガンは、「トップの決意とみんなの創意　リスクを減らし
て進める安全」です。各企業におかれては、安全の確保を企業が負うべき社会的責任の最重
要事項として明確に位置づけ、トップ自らが先頭に立って、強いリーダーシップを発揮して
いただき、積極的にこれに取り組んでいただくよう、ここに強く望むものであります。

平成 17 年 5 月 31 日
厚生労働大臣　尾辻　秀久

◆厚生労働省では、産業界における自主的な労働災害防止活動を推進するとともに、広
く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図るため、平成 17 年度全国安全週間を
実施することになり、厚生労働大臣からメッセージが届きました。

　なお、今年のスローガンは以下のものです。
　「トップの決意とみんなの創意リスクを減らして進める安全」
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都道府県医師会医事紛争担当理事･
自浄作用活性化担当理事合同連絡協議会

と　き　　平成 17 年 5 月 19 日（木）
ところ　　日本医師会館　3 階小講堂
出席者　　三浦専務理事、吉本常任理事

報告：専務理事　三浦　　修　
常任理事　吉本　正博　

１　会長挨拶
日本医師会長　植松治雄

　只今、骨太の方針 2005 に向けて、いろいろと

医療費抑制の動きがあることは承知のとおりであ

る。社会保障改革の中で、社会保障費を抑制しよ

うということが基本的な流れである。その第一に、

医療費抑制が言われている。その中でも、公的医

療保険の延びの抑制、あるいは、足切りのような

ことが財務省中心に話されている。私どもは、医

療の安全を考えると、今の医療費で十分やること

は当然考えられない。安全は費用が掛かるもので

あるということを言いながら、来年の診療報酬改

定は、当然プラスでなければならないということ

を政界にも働き掛けているところである。

　JR 西日本の福知山線脱線事故に見られるよう

に、安全対策が遅れたことは、コストの問題で十

分な対応ができなかったとも言われている。この

ようなことも一つの例として、医療においても、

勤務医の過労の問題、医師不足の問題など、いろ

いろな問題が医療事故につながって行くというこ

とも申し上げている。

　しかしながら、国民の中で一番求められている

医療の安全については、私の就任以来、従前に増

して先生方の協力を得ながら実施したいとマスコ

ミやその他にも言ってきた。現在、日本医師会の

倫理、職業倫理さらには自浄作用について、報告、

検討してきたが、社会から返ってくる言葉は ､「し

からば実際の行動はどうするのか」ということで

ある。

　そういうことを踏まえながら、本年度から所

謂リピーターの問題についても対応せざるを得な

い。リピーターについても、それぞれ事情が違う

が、このことに対応する必要性を感じて、本日提

案した。リピーターといわれている方々に対する

教育は、人権を無視するのでなく、医療事故を起

こさない医療ができるような形になっていただく

ためのお手伝いをするという考え方である。

　私が就任した時に、マスコミから１年経てば実

施するように言われてきた。２年目に入ったので、

現実に行動したいので理解を賜りたい。

２　倫理の高揚と自浄作用活性化の必要性、お
よび社会状況について

日本医師会副会長　寺岡　暉
　本日の協議会は、私どもが医療事故防止に取り

組む姿勢を皆様にお諮りして、理解いただき、ま

た、意見を受け賜わって、より一体化した形で取

り組んで行きたいという気持ちの表れである。医

療事故対策や患者さんの安全対策については、医

療界の中心的な課題である。各医師会で様々な努

力をしていただいている。

　安心かつ安全で最善の医療提供体制の構築を最

大の課題としている日本医師会としても、新年度

の早い時期に具体的な取り組みを実行することを

内外に表明してきた。その一環として、全国規模

の医療事故防止研修会を開催することにした。日

本医師会、都道府県医師会さらに郡市医師会が、

この研修会についての共通認識に立つよう合同連

絡協議会を開催した。

　日本医師会の医療安全対策に向けての事務局の

体制は、昨年度までは、医事法制課、医賠責対策

課、庶務課、地域医療第二課、日医総研が横断的
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に当たっていたものを、今年の５月からは、医療

安全対策課を新設し、医療安全対策、医事紛争対

策を一元的、主体的に対応することにした。同時

に、従来どおり、関係各課さらに生涯教育が医師

の再教育の問題でウエイトが大きくなってきたの

で、生涯教育課が連携する体制とした。

　日本医師会の医療安全の取り組みについて、平

成 9 年７月に「日本医師会医療安全対策委員会」

を設置し、この問題について協議し、その答申に

基づき、様々な対策をしてきた。平成 12 年７月

に「日本医師会患者の安全確保対策室」を設置し、

医療安全対策に関する電算処理、ホームページな

ど、支援策を示してきた。平成 13 年２月に「日

本医師会医療安全推進者養成講座」を開講、１年

に 9 講座開催し、各医療施設医療安全推進のリー

ダーを対象に、毎年千人の参加を得ている。この

講座が、医療の安全に如何につながっているのか、

客観的な評価ができないという問題は残るが、受

講者数を考えると、それぞれの現場で医療安全に

取り組んで、医療安全に貢献していると期待して

いる。同年 4 月に「日本医師会医療安全器材開

発委員会」を設置、さらに６月に「都道府県医師

会患者の安全確保担当理事連絡協議会」を開催し、

安全対策に努めた。平成 14 年 10 月に日医提案

の「患者の安全に関する世界医師会宣言」が世界

医師会ワシントン総会で採択された。平成 16 年

8 月に第 127 回日本医学会シンポジウム「医学・

医療安全の科学」を開催し、その報告が公表され

ている。これらに基づき、医療安全の視点を４つ

にまとめられる。

　１つは、医療の質を向上させるための政策的ア

プローチとして、医療専門職の職業倫理を基本と

した自律的なアプローチが必要である。つまり法

的な規制によって、あるいは外から強制されて取

り組むのでなく、専門職集団として自律的な取り

組み（プロフェッショナルオートノミー）が必要

である。

　２つ目は、医療事故の背景にあるものの科学的

分析が必要である。インシデント、アクシデント

レポートの収集にとどまらない客観的分析手法を

確立していかなければならない。

　３つ目は、ヒューマンエラー防止のための実現

可能なシステムの例示と普及をしなければならな

い。

　４つ目は、研修・教育プログラムを具体的に提

示していく中で、再教育に関する特別なメニュー

も提示しなければならない。

　次に、2002 年ワシントン総会にて採択された

「患者の安全に関する WMA 宣言」について、そ

の内容は、患者の安全は医療の質の中核的要素の

ひとつである。更に、臨床医学は常にリスクが内

在しており、医学の発展には新たに大きなリスク

を充たしているという現実の認識をしなければな

らない。

　医療に内在するリスクには、固有のリスクがあ

り、どこまで行っても避けられないリスクが残る。

ここには残留リスクという表現はないが、日医の

医療安全対策委員会の報告書の中では、残留リス

クという言葉を使っている。

　このように、臨床医学に内在する国有のリス

クであるということを、我々は認識したうえで行

わなければならないが、国民にも医療事故という

ものは、そのような現場であるということを理解

してもらうことが必要である。医療には、一つひ

とつのエラーはさほど大きなエラーに繋がらない

が、個々のファクターが結合することによって、

ハイリスクの状態を作り出すことが記載されてい

る。

　従って、医療の現場や医療安全という現場をシ

ステムと考えるならば、そのような複合したリス

クを含むシステムということでシステム全体を考

えるアプローチが必要である。

　さらに、患者の安全に関わる情報は、患者を含

む関係者と共有されることが必要である。また、

新たな医療事故の発生に繋がらないように、過去

の医療事故の事例を生かすため、個々に対する非

懲罰的な環境をつくり出すことが必要である。以

上のことが記載されているが、このようなことは、

いろんな場面で言われている。国においても、平

成 10 年４月から医療安全推進総合対策が行われ

ているが、現在も厚生労働省の医療安全対策検討

会議で協議が進行中である。

　また、医療機能評価機構に、医療事故防止セン

ターが設置され、ヒヤリハット事例等の収集分析

が行われている。また、都道府県においては、平

成 15 年度から医療安全支援センターが稼動して
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いる。

　一方、医療事故訴訟の新規受付の件数は、平成

6 年 506 件で年々増え平成 15 年 987 件に約倍

増している。医療事故が繰り返されるという医療

システムの構造が変わっていないということを認

識せざるを得ない。また、身分上の処分について、

審議する医道審議会の対象者は、①免許の相対的

欠格者　②罰金刑以上の刑に処せられた者　③

医事に関する犯罪又は不正行為のあった者　④医

師としての品位を損するような行為のあった者と

なっている。行政処分の件数は平成 11 年度 22

２件で、平成 12 年度が 48 件で２倍になってい

るが、その後はさほど増えていない。日米の懲戒

処分数を比較すると、米国医師より日本は懲罰を

受ける医師の件数が多くないが、逆にいえば、懲

罰に対しては、日本の方が甘いという解釈もでき

る。

　行政処分を受けた方々に対するデータが社会に

示されることから、行政処分を受けた医師に対す

る再教育に関する検討会が厚生労働省に設置され

た。再教育のあり方が検討されて、その報告書も

出されている。このように、様々な取り組みがな

され、対策や考えについては、言い尽くされてい

る感があるが、それでも事故が減らない。

その理由として３つのことが考えられる。①現場

への連絡が適切になされていない。日医や団体・

組織において、対策や取り組み方が示されても、

それが現場に適切に届いていない。②医師個人が

今だに、その気になっていない。③医療事故が起

こし易い医療システム、構造的な欠陥が是正され

ていない。これを是正するための取り組みは、大

きな組織でなければできないので、日本医師会の

役割と思っている。

　そこでこの度、「日本医師会医療事故防止研修

会」を実施するための基本的認識として、医師、

看護師、薬剤師その他の医療従事者、更には、医

療施設、医療システム全体が最高水準の質と最も

安全な医療提供が可能となる状況に十分準備され

ていないということを認識せざるを得ない。また、

現況では、この医療システムを構成する医師や専

門職の方々の資質 ､ 活動については、個人差があ

り、その評価も不十分であると認識をせざるを得

ない。

社会的に言われている、いわゆるリピーターに

相当する表現としては、自浄作用活性化委員会の

報告書の中で、「反省もなく医療事故を多発する

会員」という述べ方がされている。医療事故の背

景、起こり方 ､ 種類には様々である。直接の担当

者のみを責めることは不適切であるという事例も

多い。従って、日本医師会としては、リピーター

医師が即、欠陥医師という短絡的に考えていない。

とはいえ、医療事故を繰り返すことは、医療安全

システムの信頼を損なう社会現象を生み出す現実

に背を向けることはできない。我々は正面から取

り組む社会的な義務がある。何故、医療事故が繰

り返し起こるのかという原因を解明し、自ら襟を

正し、医療の質の向上に寄与することが大切であ

る。

　われわれが実施しょうとする研修会は、単にリ

ピーターの再教育という意識を超え、医療システ

ムの質の向上を目指したものである。心有る会員

に参加していただき、その内容を全会員に伝達で

きるように、都道府県医師会や郡市医師会の一体

的な取り組みをしていただきたい。

　ここで、自浄作用活性化について、３点申しあ

げる。①社会システムの変革する中で、われわれ

職能団体としての医師会の自律的改革が求められ

ている。②自らを律する意識改革が必要である。

③日本医師会 ､ 都道府県医師会、郡市医師会を通

じた会員の共通認識を醸成しなければならない。

そのことが、医師会としての自律的組織再生の達

成ができる。

　本日の協議会において、医療事故対策として医

師会のガバナンス機能を高めていただき、医療事

故防止対策の取り組みに協力をお願いする。

３　提案　「医療事故防止研修会」
①「医療事故防止研修会」の目的と実務

日本医師会常任理事　藤村　伸
　藤村常任理事はスライドを提示しながら、まず

医事紛争の現状分析を行った。内容は平成 17 年

２月３日（木）に開催された平成 16 年度都道府

県医師会医事紛争担当理事連絡協議会での説明と

ほぼ同様であった。

　全国地方裁判所における医事関係訴訟の第一審

受付件数推移をみると、件数は10年で２倍になっ
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ている。日医付託件数から見ても、平成５年を１

とした場合、平成 15 年は１．５倍になっている。

これら２つのデータからみて、医事紛争の発生頻

度は明らかに増えていると考えられる。こうした

増加傾向は深刻に受け止めなければならない。最

高裁のデータによると、医事関係訴訟終局区分別

の割合は、42.7％が判決、46.1％が和解とほぼ

半々で終結している。また認容率（医師側敗訴の

割合）は、年度により上下してはいるが、平均

39.7％となっており、約６割は医療側に有利な

判決となっている。このことから、医事紛争は必

ずしも医療側に過誤があるから発生するものでは

ないということが分かる。ただ裁判となる前に示

談で解決された事案もかなりあり、医師側が賠償

金なり何らかの金額を支払って解決しているとい

うことも認識しなければならない。ここで強調し

たいことは、医事紛争の約６割が、医療側に過失

が認められないか、責任度が低いということであ

る。交渉事案が有償解決であったとしても、紛争

が長期化することを避けるために、医師側があえ

て涙を呑んで、不本意にもかかわらず和解金を支

払ったものものが多く含まれている。

　次いで、医療事故と医事紛争との関係について、

医療過誤がなくとも患者の誤解あるいは医師のコ

ミュニケーション能力の不足等で紛争に発展する

ことがあると説明した。

　医師の明らかな過失で医療事故が起こった場

合、多くは必然的に医事紛争に発展する。医療側

に過誤がない場合でも、患者の医療に対する期待

が裏切られたなどといった内容で医事紛争にもな

る。明白な医療事故以外の紛争となる要因として、

大きなものが「患者の誤解」である。その他、医

師の診療態度として「IC 不足」のほか、「医師・

患者関係不良」などで紛争に発展することがしば

しばある。セカンドオピニオンや転医した場合の

「後医発言の関与」、医師のコミュニケーション

能力不足なども紛争が起きる要因としてあげられ

る。

　医療事故となった場合の発生要因は、明かな過

失、グレーゾーン（もっといい方法があったので

はないか等）、医療知識・技術の欠落、不可抗力

の領域のほか、一番大きなものがリスクマネージ

メントが確立されていない場合である。

　最後に今回開催を予定している「医療事故防止

研修会」の必要性と、参加することが望ましい会

員を列挙し、都道府県医師会が候補者リストを日

医に上げてほしいと、強く協力を要請した。

　いわゆる「リピーター」は全国で約 120 名

と推測している。その中身を分析してみると、

89％が病院の管理者であり、個人は約 10％にす

ぎない。複数回事故を起こしている会員の共通点

としては、あくまでも私見であるが、自信過剰、

院内管理体制の不備、医学医療水準に達していな

い、医療連携の不備が問題として上げられると思

う。

　研修会に参加することが望ましい会員は、①医

療安全対策の取り組みに意欲がある会員、②医療

安全対策の指導的立場にある会員のほか、一番参

加していただきたい会員として選定は難しいが、

③医療事故を繰り返す会員である。また、管理責

任を問われたから仕方がないというわけにはいか

ず、④リスクマネージメントをしっかり指導して

いくべき管理者も当然研修会に参加していただき

たい。そのほかに、⑤ハイリスクの診療に携わる

会員、⑥診療態度に問題がある会員、⑦医療水準

に未達成が疑われる会員が上げられるが、医者の

ことは医者が一番よくわかるといった同僚審査の

仕組みを確立していただきたい。地域においてこ

の先生は仲間ではあるが研修会に参加してほしい

ということで、県医師会から日医に上げてほしい。

日医の責任において判断・選定するので、ぜひお

願いしたい。

　研修会はリピーター医師の再研修プログラムを

含んだものである。医療事故を繰り返す医師とい

うものは、医療全体の質、水準を低下させている

のは事実である。当研修会により、医療水準の期

待値を確保しなければならない。過失責任を追及

する体質だけでなく、監視と協力の体質に変えな

ければならない。近年、世間の目が変質している。

リピーター医師に対し強制処分の対象にしような

どといった動向もある。このような社会的関心に

対しこれに背を向けるわけにはいかない時期であ

ると考えている。医療専門団体として日医は、自

らプロフェッショナルオートノミーを確立しなけ

ればならず、その為には行動しなければならない

時期だと考えるので、先生方のご協力をお願いす
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る。

　日医に協力することで県医師会が恨まれ役にな

ることは必至で、県医師会としては苦渋の選択に

なる。しかしリピーター医師の問題が社会問題化

し、リピーター医師に対して厳しい制裁を科すよ

う主張する一般社会の風潮を考慮した場合、日医

が率先してリピータ医師の再教育に取り組むこと

はやむを得ないことであり、県医師会としても協

力せざるを得ないと考える。その際公平性の確保

が重要課題であり、医事案件調査専門委員会で検

討された事案を中心に、外部の有識者を交えた自

浄作用活性化委員会で候補者の選定を行うことに

なるものと思われる。

②「医療事故防止研修会」の研修カリキュラム
日本医師会常任理事　　橋本信也

　橋本常任理事からは最初に、米国における医療

過誤による死亡者数が、交通事故死亡者数、乳が

んによる死亡者数を凌駕しているとの推定がなさ

れているとの説明があり、医療過誤による国の損

失が170～290億ドルにのぼることが示された。

また日本病院協会の調査によると、医療事故の原

因としては①不注意が 28.4% 、次いで②思いこ

み 14.5% 、③病態把握不足 10.7% 、④患者側要

因 8.3% 、⑤スタッフ間の連携不足 5.7% の順に

なるとの説明の後、「医療事故防止研修会」の具

体的なカリキュラム案についての説明があった。

（別紙　医療事故防止研修会カリキュラム案）

４　質疑応答
（長野県）
Ｑ：再教育対象者の範囲はどこまでか

Ａ：公的病院でも会員であれば対象者とする。す

べての会員・医療機関に対し、公平性を持ち

たい。

Ｑ：会員ではないリピーターはどうするのか。

Ａ：現段階では、この研修会においては非会員は

対象にしていない。

Ｑ：医学部（教育段階）での研修・働きかけこそ

が必要である。

Ａ：大切な事ではあるが、（本研修会のような）

別な形の研修も必要である。

（徳島県）
Ｑ：都道府県医師会が研修会対象者を選定し日医

に報告するとあるが、個人情報を流すことの

是非が問われる。また、問題が起こった時の

対処法はどうか。

Ａ : 難しい問題だが、医師集団としての責任と（問

題が起きた場合の）覚悟をもってやりたい。

（岡山県）
Ｑ：研修会は、いつ開催されるのか。

Ａ：現段階では７月末～８月初旬を考えている。

（岐阜県）
Ｑ：リピーター選定が難しい。第三者を交えての

選定はどうか。

Ａ：何回も繰り返している医師であれば本人も社

会も納得するのではないか。報告していただ

ければ、日医が責任をもって選定する。

（広島県）
Ｑ：研修会の内容が医療事故だけに偏っている。

診療報酬に関わる不正等、事故だけではない

問題も多いので、最初の取り組みとしてこの

ような医師を選んでもいいのではないか。

Ａ：日本の医療の質を改善するといった意味に

おいて、今回は提示した考え方と案で開催し

たい。懲罰的なものではなく根本的欠陥を是

正する。全員で共に改善していきましょうと

いった呼びかけが肝要である。

Ｑ：現実、選ばれた本人はそう思わないだろう。

Ａ：嫌なら参加しなくても良い。
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「日本医師会医療事故防止研修会」開催要綱 

（趣　旨） 

　安心・安全な医療提供体制を構築することは日本医師会の最大の使命である。このため、 
数次にわたる「医療安全対策委員会」における協議、「患者の安全確保対策室」の設置、医
療安全セミナーの開催、医療安全推進者養成講座の開講など、様々な医療事故防止対策を行っ
てきた。また、医師会における自律機能としての自浄作用活性化の重要性についても会員の
意識を喚起しているところである。しかし、残念ながらこれまでの事例や協議が医療現場に
活かされ、医療安全システムが改善されているとは言い難い。 
　今や日本医師会が組織をあげて、個々の具体的課題について実効性のある取り組みを実施
すると同時に、社会的関心の大きい「いわゆるリピーター（医師）」を含む医師の再教育や
免許証更新の議論に背を向けることなく、 組織としての態度と行動を社会に明示しなくては
ならない。とりわけ、同種同根の医療事故を繰り返す構造を自ら正すことが必要である。 
以上の観点に立って、日本医師会は安全で質の高い医療を目指す医療事故防止プログラムを
明示し、このプログラムに則って医師会と会員が一体となった「医療事故防止研修会」を平
成１７年度より実施する。 医療安全の現場をシステムと捉えるならば、医師はそのシステム
の重要な構成員であり、研修の対象は医師であっても、目標は安全システムの改善と質の向
上である。医師には本来的に患者の安全を願い医療の質を向上させたいというモチベーショ
ンが備わっているはずである。対象に選定された医師会員の積極的参加を期待する。 

（対　象） 

　医療事故には幾つかのカテゴリーがあり、また医療事故責任者とみなされる医師のかかわ
り方も一様でないが、上記趣旨に従って以下の研修対象者に参加を求める。 
① 日本医師会と都道府県医師会において把握された医療事故を繰り返す医師会員および医療

機関の管理者。 
② ①に当てはまらないが、郡市区医師会からの連絡や都道府県医師会に設置されている「患

者の相談窓口」に寄せられる情報などから著しく医師の職業倫理に悖っていると判断さ
れ、都道府県医師会が再教育の必要ありと判断する医師会員。 

③ 自発的参加者：その他、医療施設における安全対策の指導者であり、都道府県医師会長が
受講することを承認した会員。 

④ 担当理事：都道府県医師会医事紛争担当理事、自浄作用活性化担当理事 
※選定は都道府県医師会長に依頼し、これに基づき日本医師会長が研修会受講を要請する。 

（費　用） 

　前項①、②、③に該当する受講者は、自費による出席とする。④に該当する参加者の旅費は、
２名分までを日本医師会が負担する。 
　テキストは、上記対象者の研修会参加者全員に日本医師会が支給する。 

（研修会場）

日本医師会館

（研修内容）詳細は別紙プログラム（案）を参照 

① 医療事故の現状と分析 
② 職業倫理教育および社会教育 
③ 上記以外の基本的医療課題 
④ 医学的課題 
※ 研修を終えた者には、「研修修了証」を発行する。 

（開催日程）

　・ 平成 17 年 8 月 6 日（土） 10:00 ～ 18:00 　　２日間 
　・平成 17 年 8 月 7 日（日）　9:00 ～ 16:30
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日本医師会「医療事故防止研修会」カリキュラム（案） 

第 1日 平成 17 年 8月 6日（土）
10:00 開会

開催趣旨説明 （20 分） 寺岡副会長
10:20 会長講和 （40 分） 植松会長
11:00 特別講演（１） （60 分） 未定
12:00 昼食
13:00 報告：わが国における医療事故の現状と分析 （30 分） 藤村常任理事
13:30 Ⅰ．医師の職業倫理

（1）医師の責務 （30 分） 坂上 正道
（2）診療における責務 （30 分） 高久 史麿
（3）社会に対する責務 （30 分） 五阿弥 宏安
　　質疑応答 （30 分）

15:30 休憩 （10 分）
15:40 Ⅱ．患者医師関係 司会

（1）インフォームドコンセント （30 分） 森岡 恭彦
（2）医療における善管注意義務 （30 分） 河上 正二
（3）患者の受療行為と医師の対応 （30 分） 橋本 信也
　　質疑応答 （30 分）

17:40 第 1 日目の評価

第 2日 平成 17 年 8月 7日（日）
9:00 振り返り （15 分）
9:15 特別講演（2） （60 分） 行天 良雄
10:15 Ⅲ．患者安全 司会

（1）医療事故･医療過誤 （30 分） 宮田 親平
（2）医事紛争・賠償 （30 分） 山口 光哉
質疑応答 （45 分）

12:00 昼食
13:00 （3）医療訴訟（刑事裁判、民事裁判） （60 分） 畔柳 達雄

（4）リスクマネジメント （30 分） 浜島 信之
（5）現場の取り組み （30 分） 橋本 廸生
質疑応答 （45 分）

15:45 総括 （15 分）
16:00 閉会

第 2 日目の評価
総合評価

坂上　正道 北里大学名誉教授 
高久　史麿 日本医学会長 
五阿弥 宏安 読売新聞東京本社社会部長 
森岡　恭彦 日本医師会参与、日本赤十字社医療センター名誉院長 
河上　正二 東北大学大学院法学研究科教授 
橋本　信也 日本医師会常任理事 
行天　良雄 医事評論家 
宮田　親平 科学ジャーナリスト 
山口　光哉 日本医師会医師賠償責任保険調査委員会委員長 
畔柳　達雄 日本医師会参与（弁護士） 
浜島　信之 名古屋大学大学院医学系研究科予防医学教授 
橋本　廸生 横浜市立大学医学部附属病院医療安全管理学教授 
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　野中日医常任理事をコメンテーターに迎え、各

県からの一般提出議題 10 題、日医への提言・要

望事項 9 題について協議された。

Ⅰ　各県からの提出議題

1　介護認定審査会合議体医師連絡協議会について
 （徳島県）
　介護認定審査会の医師だけの連絡協議会を開い
て、一次判定ソフト、合議体の平準化の問題、審
査委員会の構成人数やその中の医師の数、主治医
意見書の不備例について、現状と問題点について
討議してもらった。各県の医師会でこのような連
絡協議会が開催されているのかどうか、また開催
されていればどのような問題点が出てきたかご教
示願いたい。

　岡山県から、このような連絡協議会は開催され

ていないため、平成16年度介護保険制度アンケー

ト調査報告書を元に回答があった。介護認定審査

会の経験のある会員は半数近く 44.4％にのぼる。

アンケート調査の結果、認定審査会は一部の会員

の犠牲的精神で運営されているのが実情であり、

現任委員の負担を少しでも減らす方策が求められ

る。委員未経験の会員の掘り起こしも必要である

が、医師（かかりつけ医）の新しい役割として会

員全体で委員就任を心がけてほしい。

　次に、会員の立場から見た認定有効期間であ

るが、平成 16 年のある 4 か月間の更新申請分の

うち有効期間が 24 か月と認定されたものの割合

は、岡山県全体で 43.0％にも上った。一方、調

査の際「24 か月でよい」と答えた会員はわずか

11.7％にすぎなかった。医師会を代表して介護

認定審査会に出務されている委員はこの事実を銘

記すべきである。安易な認定有効期間の延長は、

結局われわれ医師が介護保険から遠ざけられると

いう事態を引き起こす懸念があり、ましてや行政

の誘導で有効期間が延長されているとしたら憂慮

すべきである。

　また、見直すべき点として多くの会員から「調

査員が公正中立であることを担保するシステムを

構築すべき」が、あげられた。

　その他の県においても、医師のみの連絡協議会

を開催している県はないが、「介護認定平準化研

修会」、「主治医意見書研修会」、「在宅医療推進の

ための実地研修会」等を開催しているということ

であった。

2　介護認定審査会における一合議体の委員定数
について （香川県）

　一合議体あたりの定数が三人体制でもよいとい
うことになり、三人体制がにわかに多くなってき
たが、介護予防給付など次年度の介護認定審査会
の重要性を考慮した上での各県の状況をお尋ねし
たい。

　三人体制で審査している合議体があると確認で

きた県が、鳥取県、島根県、山口県、高知県で、

山口県以外は主として過疎地において委員の確保

が困難な地域ということであった。

3　主治医とケアマネジャーの連携強化及びケア
カンファレンスの徹底について　　（山口県）

平成 17年度中国四国医師会連合総会

と　き　　平成 17 年 5 月 28 ～ 29 日

ところ　　高松市：サンポートホール高松

第 1 分科会＜介護保険＞
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　主治医とケアマネジャーの連携がスムーズに行
くようにケアカンファレンスの開催を呼びかける
が、一部を除いてあまり開催されていないのが実
情である。そこで「主治医とケアマネジャーの連
携強化」について県レベルでの取組状況や工夫を
お尋ねしたい。
　またケアカンファレンスが全国どの地域でも盛
んに開催されるように、診療報酬上「インセンティ
ブな仕組み」を国に要望される予定はないか日医
におうかがいしたい。

　各県ともに、研修会を開催して努力をしている

が、なかなか効果が現れていない状況が浮き彫り

にされた。診療報酬上の「インセンティブな仕組

み」については、これまでも報酬に結びついたこ

とはないし、ケアマネジメントは医療に報酬のつ

くものではなく、高齢者医療を行う上で必要な業

務ではないかという意見が出された。

日医の野中常任理事も同様の意見を述べられた。

4　ケアマネジメントの徹底とケアマネージャー
との連携強化について （高知県）

　ケアカンファレンスがほとんど開かれていない
ことを踏まえて、いわゆる「ケアマネタイム」ア
ンケートを県下全域で行うこととし、現在一部の
郡市医師会ではその結果を県介護支援専門員連絡
協議会に示して、ケアマネに活用してもらい、医
師とケアマネの連携を深めるべく行動している。
このことを突破口に医師の参加するケアカンファ
レンス開催へ導きたいと考えている。各県の取組
状況をお伺いしたい。

　ケアマネタイムのアンケートを既にとり、活

用している県では、ケアマネージャーと主治医の

連携が取りやすくなり、ケアカンファレンスがよ

く開催されるようになってきているという報告も

あった。また、病院の地域医療連携室を中心とし

た退院時カンファレンスも有用であるという報告

があった。

5　介護と医療の機能分担と連携をどのように実
現していくべきか （鳥取県）

（Ⅰ）次回の介護保険制度改正の目玉である介護
予防に医療がどのようにかかわっていくべき
か、これを機会に主治医はその役割を認識し、
積極的にかかわっていく必要がある。従来の
訪問看護、訪問リハビリの指示については言
うまでもなく、筋力向上、栄養改善、口腔機
能向上などの新しいサービスメニューに対し
ても、PT 、栄養士、ST へ主治医として適切
な指示を出すことにより、深くかかわってい
くことが大切だと思う。

（Ⅱ）重度者に対した医療型多機能サービスの問
題にしても、訪問看護、訪問リハビリの強化
なくして、医療の在宅支援は困難であるが、
利用料の問題も絡んで、訪問看護ステーショ
ンが低迷している。

（Ⅲ）施設や居住サービスにおける介護と医療の
機能分担と連携についても、専門医療機関を
利用する時には医療保険が使えるように改正
したり、訪問看護や訪問リハビリが施設や居
住サービスに自由に出入りできるようにする
必要がある。このような連携が可能になれば、
健康管理や緊急時の対応はスムーズになるも
のと考える。

　以上、（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）の課題について、各
県の実情とご意見をお伺いしたい。

（Ⅰ）各県ともに、積極的にかかわっていくべき

であると大体同じ意見であった。

（Ⅱ）どの県においても、訪問看護が苦戦してい

るという意見であったが、愛媛県から、医療

との連携が希薄な民間企業や社会福祉法人が

設立した訪問看護ステーションが撤退する事

例が見られ、医師会立訪問看護ステーション

では、私的な機関では取り扱い難い症例を取

り上げて活動を広げる中で、減少の歯止めが

できているという報告もあった。

（Ⅲ）各県ともに賛成であった。

6　介護予防への取り組みについて　   （島根県）
　島根県では2001年から日医総研の協力を得て、
効果的な介護サービスのあり方について検討を重
ねて来た。2004 年からは軽度要介護者への効果
的なリハビリプログラムの研究を行って来た。そ
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の結果、さまざまなプログラムを行うことによっ
て、短期的ではあるが生活機能の維持・向上が認
められることが分かった。今後、短期的な効果に
止まらず、生涯にわたって、本人の生活機能向上
が維持される為に、高齢者の方々の意欲（やる気）
を促すことが重要であるとの結論を得た。
　また、松江市地域では、新たに創設される地域
支援事業等の対象者選定のためのアセスメント・
ツールの開発や連携のための「介護予防ネット
ワークシステム」の構築を始めている。各県の地
域支援事業への取り組みについてお伺いしたい。

　各県ともに、介護予防事業の具体的な内容が決

まっていない段階で模索している状況であり、先

進県である島根県の内容を参考にしたいという状

況であった。

日医の野中常任理事は、介護予防で一番注意して

もらいたいことは、医師は治すという視点で診て

いるが、介護では生活を支えるという視点で見て

いるということを理解する必要がある。したがっ

て、診療所の医師は、患者が社会に参加できるよ

うに指導するということを目的とすべきであると

述べられた。

7　介護予防指導者の養成について 　  （愛媛県）
　東京都老人総合研究所では、「介護予防運動指
導員」と、指導員を養成する「介護予防主任運動
指導員」の 2資格制度を打ち出し、研修を開始し
ている。この資格制度の是非を問うものではない
が、やはり地域で指導的な役割を果たす人材を育
てることは必要だと考える。各県医師会で介護予
防指導者の養成に取り組んでいる事例があれば、
ご教示願いたい。

　各県とも、未だ具体的な養成事業には取り組ん

でいない。

8　医師会の地域包括支援センターへの係わりに
ついて （岡山県）

　今回の介護保険制度改革の中では、要支援・要
介護状態に陥る恐れのあるもの、また、軽度者
に対してのリハビリ等は市町村が責任主体となっ

て、地域包括支援センターでケアマネジメントが
実施されることになっている。リハビリ問題につ
いても市町村が独自に判断するのではなく、医師
会の意見も、もっと地域包括支援センターに反映
させるべきである。医療と介護の連携強化のため
には、医師会はもっと介護保険全般への係わりを
強めるべきではないかと考えるが、各県の方策と
対応についてお聞きしたい。

　各県医師会とも、地域医師会が地域包括支援セ

ンターの運営協議会に参加し、積極的に関与して

いくよう支援していくという意見であった。

9　訪問看護ステーションについて　   （広島県）
　訪問看護ステーションは在宅医療の重要なパー
トナーであるが、訪問看護は訪問介護より利用者
の負担が大きいためその利用は伸び悩み、むしろ
減少している。また重症化してからの依頼となる
ことが多いため、状態維持・改善に向けてのサー
ビス提供より、入院となるケースが多い。各県の
実情と対応についてお伺いしたい。

　利用が減少傾向にある県と、横ばいあるいは微

増の県と半々ぐらいであった。訪問看護の需要は

要介護度 3 、4 、5 など、重度の方の利用頻度が

高く、また医療依存度の高い利用者が多いため、

利用者の転帰による変動が大きく、安定しがたい

という報告もあった。

10　市町村合併と医師会の介護保険対応
（広島県）

　広域市町村合併は住民サービスに大きな変化を
もたらしている。従来の医療・福祉圏域を越えた
合併、また複数の医師会が関与する場合の新しい
仕組み作りについて各県の対応をおうかがいした
い。

　各県とも、圏域を越えた市町村合併は 1 つあ

るかないかという状況であるが、いずれも地区医

師会の主体性を尊重し、県医師会に対して支援要

請を受けた場合のみ協力するという姿勢である。
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Ⅱ　日医への提言・要望事項

1　適正な介護サービス計画作成のために医師の
積極的参加を促す方法 （徳島県）

　介護サービス担当者会議に医師の参加がほとん
どないのが実情である。そこで、主治医が介護サー
ビス担当者会議に参加しやすい環境作りが必要で
ある。そのために、開催する時間を医師の参加し
やすい時間に合わせたり、その参加者の費用を介
護保険の中から支払うことも必要と考える。

日医：提出議題 3 とほぼ同じ。主治医としての

係わり方が大事であって、主治医としての役割が

果たせなければ、患者さんはその先生を主治医と

して認めないだろうと思う。この時期にお金のこ

とは言うべきではない。

2　主治医意見書ソフトについて　　   （香川県）
　現在のソフトを使用した意見書では、1ミリの
差異でも拒否されることがあり、相変わらず手書
きで苦労している。新規に意見書ソフトを作成す
ると思うが、すべての行政に共通の規格か、また
は富士通、NEC などに働き掛けて統一していた
だきたい。

日医：現場でそういうことが起こっていることは

把握しており、事ある度に厚労省には認めるよう

に申し入れて改善しているので、事例があればそ

の都度日医へ上げてほしい。

3　介護予防事業について （山口県）
 　介護予防事業については、ケアマネジメント
を地域包括支援センターが担当することになって
いるので、公正・公平性が担保されることになる。
しかし、問題はプランの実施事業者をどうするか
である。現状のサービス提供事業者間でかなりの
差があることは明白な事実である。実施事業者は
新たに指定されることになっているが、限られた
保険財政を有効に活用するために、また、サービ
スの質を確保するためにも、単なるサービス情報
の公開でなく、事業者ごとの事後評価を公開する
とか、事業者規制を強化する等の方策が必要と考
える。

日医：事後評価については、主治医の目から見た

評価も必要であろうし、行政から見た評価も必要

になると思う。日医としても厚労省と何らかの形

で調整していきたい。

4　介護保険法改正案について （島根県）
　今回の介護保険改正案の中の一つに地域支援事
業の創設がある。この事業は、介護保険給付対象
外の高齢者人口の 5％を対象として、いくつかの
事業を行うとしている。その予算額として介護保
険給付の 3％をもって当てる予定である。このよ
うな事で果たして十分な事業ができるか疑問であ
ると同時に、この事業の対象としている高齢者は
本来それぞれの自治体が保健事業の一環として税
でみるべきものであって、その一部を介護保険に
負担を押し付けるもの、自治体の責任の一端を放
棄するものと考える。当然介護保険料に跳ね返っ
てくる。予防と介護を一体的に取り組む事は重要
であるが、きちんとした歯止めがなければ、何で
も介護保険にという事になりかねないと思うがい
かがでしょうか。

日医：その通りである。ここで注意しておいても

らいたいことは、基本健康診査が一つの鍵になる

ということである。三位一体改革において、市町

村団体が基本健康診査を市町村に任せろと言って

いる。と言うことは、市町村がやりたくないと思

えば、止めても構わないということを意味してい

るのです。それで日医としてはその事に抵抗して

いるし、厚労省も何とかして基本健康診査を確保

しようとしている。今後、基本健康診査について

の市町村の動向に注意してもらいたい。

5　地域包括支援センターへの医師会参画について
（広島県）

　介護保険見直しのキーポイントになる地域包括
支援センターへの医師会の参画について、具体的
方向を明示してほしい。

日医：今まで議論した通り。

6　介護保険 3 施設での食費・居住費負担につ
いて （岡山県）
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7　施設給付の見直しについて （愛媛県）

8　介護保険、医療保険における居住費・食費の
自己負担導入に反対する （鳥取県）

　

日医：提案の趣旨の通り、行動してきたつもりで

ある。国会や与党に対しても説明してきた。医療

に波及してきた場合、治療上必要であるとして絶

対反対する。

9　日本医師会における「医療保険委員会」と「介
護保険委員会」の合同委員会の開催の必要性
について （高知県）

　医療なき介護はあり得ないと主張していた日本
医師会であるなら、大所高所から枝葉末節に至る
まで見据えた幅広い議論を集約するため、医療と
介護の日医合同委員会を開催するべきではないで
しょうか。

日医：日医では、医療保険チームと介護保険チー

ムが毎週 1 回一緒に会議を開いている。従来言

われていた医療保険と介護保険の統合について

は、日医としては、統合することはかえって不適

切であると考えている。

［報告：理事　弘山　直滋］

Ⅰ　各県からの提出議題

1　医療費抑制策に対する医師会の対応について
（島根県）

　大変厳しい財政状況の中、社会保障とりわけ医
療費の抑制が緊急の課題となっている。医療費の
伸びの必然性を主張するのは当然としても、医師
会としても医療費の伸びに対して何らかの形で対
策を講ずることも重要であるとの意見に対して、
各県の対応はいかがか。
　

各県、行政や中核病院などと協力して生活習

慣病予防対策に取り組んでいるか、または取り組

む計画をしているようである。徳島、香川県から

は学校検診で肥満や糖尿病の子供を早期に発見

し、小児期から予防対策を行う必要性の発言が

あった。

2　来年度診療報酬及び介護報酬改定への対応に
ついて （岡山県）

　これまでの診療報酬改定時における日医の対応
は、後手に回っていて不満がある。
　「厚労省からの改定案が出ないと対応できない。
それが遅いので対応が遅れるのは仕方ない。」と
いう言い訳には納得しかねる。事前に日医独自の
情報を収集し、保険に熟達した会員を集めて作業
することで対応できるのでは。各県と日医の意見
を聞きたい。
　

診療報酬改定時に医師会のとるべき対応につ

いては、昨年の本会で山口県からすでに具体的な

提案をしているので、それを強調した。一つは

各診療科別のモニター機関による定点調査の実施

と、改定点数の置換え試算による影響度の調査で

ある。

　もう一つはその作業を事前に準備しておき、改

定時に速やかに対応するための小委員会の設置で

ある。

　日医からは改定時には厚労省の点数改定の内

容をもっと早く示させる必要があること、また 6

月改定も考慮していることなどが提起された。

第 2 分科会＜医療保険＞
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３　診療報酬に関して （広島県）
　診療報酬に関して 3題が提出された。
①　医師の夜勤勤務に対して診療報酬に翌日休
養が取れるほどの点数を新設すべきである。
②　クラミジアトラコマチス検査法には、核酸
同定精密検査と核酸増幅同定検査があるが、
広島県では核酸増幅同定検査を実施しても10
点が減点査定されてしまう。各県ではどうか。
③　看護介護においておむつ交換はもっとも過
酷な作業のひとつであり、これに対して点数
を新設すべきである。

　各県の回答を要約すると、①に対しては、主旨

には賛成するが労働条件が改善されるような診療

報酬であるべき。診療報酬だけで解決できる問題

ではないとの意見があった。②に対しては、各県

とも査定されていない。③に対しては、賛同する

県と、介護業務に付随する行為のため付加点数は

不要とする県に回答が分かれた。

4　指導料（特定疾患療養指導料、老人慢性疾患
生活指導料）の算定について （香川県）

　特定疾患では診察して指導を行って指導料を算
定した場合と、そうでなかった場合では窓口負担
が異なり分かりづらい。窓口での指導料算定のト
ラブルを無くすためにはこの指導料の名称を、た
とえば指導管理料に変更して、管理を行っていれ
ば指導がなくても算定できるようにしてはいかが
か。

　この提案に対して、山口県を除く全県が賛成で

あった。当県が反対した理由は、指導料は内科系

の診療報酬の中で大きな比率を占めることから、

その算定にあたっては患者指導を行うことが前提

であること。また管理料はモノをまるめた包括点

数として設定されているものであり、包括点数に

反対の立場から管理料としての設定には反対であ

る。

５　慢性疼痛疾患管理料の対象疾患について
（徳島県）

　慢性疼痛疾患管理料の算定可能な対象疾患につ
いて取り決めがあるかどうか、各県に聞きたい。

　算定対象疾患については、各県とも特に問題と

なる縛りはない。外傷と急性疾患以外であれば算

定可としている。ただ、本点数が再診料の逓減性

が廃止になったことで、もはや意味のない点数で

あるとの結論になった。

６　診療情報提供料算定の条件について
（鳥取県）

　診療情報提供料算定に関して、最近保険指導の
際紹介状の控えに照会先の医師の個人名が記載さ
れていない場合「事前に紹介先の機関と連絡調整
していないのではないか」という指摘をされるこ
とがあるが、他県ではいかがか。

　各県はいずれも「紹介先医師の個人名が書かれ

ていないからといって特に指導を受けることはな

い。診療情報提供料が算定されているものは、事

前の調整がなされているものと解釈されている」

との回答であった。

７　介護報酬・診療報酬改定時の「訪問看護」
の扱いについて （山口県）

　現在、訪問看護には医療保険利用と介護保険利
用の両者が混在し、煩雑さと混乱を生じている。
在宅患者訪問注射も医療保険のみにしか認めてい
なく、特別訪問看護指導加算を算定しても月に 2
週間に限るとされている。したがってこのような
場合介護保険に移行し、点滴の薬剤料までも請求
できなくなる。訪問看護は医療を伴うものである
ため、本来医療保険で行うべきものと考える。次
回の診療報酬・介護報酬改定時に、訪問看護は全
て医療保険で行えるように要望した。
　

　これに対してほとんどの県では趣旨に賛同し、

日医も「軽微な人は介護保険で、充分な医療が必

要な人には医師の指示の元に、充分な医療が提供

できるような制度になるように努力したい」との

回答であった。

8　社外調査機関の行う医療調査に関する申し合
わせについて （愛媛県）

　昭和 59 年日本損保協会と日医が申し合わせ書
を交わした、社外調査機関の行う自動車保険の医
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療調査に関する 5項目について、現在も守られ
ているか各県の実情を伺いたい。
　

　各県ともこのことでのトラブルはあまりないと

のことだった。

　当県からは、保険会社の誘導による健康保険請

求の事例が多いことを問題提起した。また、個人

情報保護法が実施された現在、保険会社、調査会

社への情報提供について患者の同意をもっと明確

にとる必要があること、同意書の内容についても

もっと正確を期す必要があることが協議された。

Ⅱ　日医への提言・要望事項

１　混合診療について （徳島県）
　混合診療について特に「患者選択同意医療」で
は従来回数制限のあった検査・治療について検討
がなされているようだ。回数制限のあること自体
医学的に根拠のないものと考えるがいかが。
　

日医：財政的な問題で回数制限をつけたという

ことであり、医学的な根拠はまったくない。医学

的に必要なものは回数制限をつけること自体が間

違っていると思うので、改善に向けて努力したい。

２　特定疾患療養指導料の名称について
（鳥取県）

　慢性疾患に対する指導管理料は、特定疾患指導
管理料、小児科療養指導料、皮膚科特定疾患指導
管理料等となっている。指導のみならず管理の費
用も含まれるのであれば「指導管理料」として統
一していただいたほうが患者の理解も得られやす
いと思う。

日医：私も大きな疑問を持っている。たとえば特

定疾患治療料といった誤解のないような、カルテ

に余計なことを書かなくても、患者さんをきちん

と治療していれば算定できるようなものを考えて

いる。これはまだどうなるか分からないが、大き

な関心を持って取り組みたいと思う。

３　処方箋の発行について （高知県）
　処方箋の交付については、患者又は介護者に直
接手渡すこと、特定の薬局に誘導しないことなど

の規制がある。
　過疎地域では医療機関と調剤薬局が離れている
こともあり、患者さんが不便を感じることがある。
かかる場合には上記の規制を緩和するようにお願
いしたい。

日医：地域によって特別な事情があるので、個別

にお知らせいただいて問題点を厚生労働省に伝え

ていきたい。国民が適切な医療を十分に受けられ

るように配慮するのが厚生労働省の仕事であるの

で、改善に向けて申し入れたい。

４　院内処方箋と院外処方箋発行医療機関の不
公平の是正について （香川県）

　院内処方と院外では、多種薬剤投与時の処方料、
薬剤料の減額において差異がある。また、診療報
酬審査において院外処方の場合、薬剤料が 2000
点未満では薬剤に関する審査はされていない。こ
のように院外と院内では不公平感が否めないた
め、改善されたい。

日医：このことについて昨年のこの会で、保険指

導時の被指導医療機関選定で、院外と院外処方で

不公平があるとの指摘があったことから、今年の

1 月にその是正に向けて厚生労働省に働きかけた

ところである。

　2000 点未満の処方箋についてこれまで審査の

対象に上がってこなかったが、医療課長がこれを

1000 点未満にしてほしいと言ってきたが、いろ

いろな問題があり認めていない。処方箋薬剤につ

いては保険者が医療機関のレセプトと突合して基

金に再審査請求をするが、一度も審査してないも

のを再審査請求することへの疑問もある。

　院外処方と院内処方とで医療機関が不平等な扱

いをされないよう要求し続けるつもりである。

５　難病の取り扱いについて （島根県）
　保険診療上難病と規定された疾患については、
公的助成等も行われているが、介護老人保健施設
に入所することによりその適用が中断してしまう
のが現状である。
　これらの疾患については、専門医による医療を
継続することが望ましく、入所後も保険診療の対
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象と公的助成の継続をお願いしたい。
　

日医：医療が必要な患者さんはどんな施設に入ろ

うと、適切な医療を受けるべきと考える。これに

ついては医療についての診療報酬体系でいけるよ

う、指導し努力していきたい。

６　特養等への入所者に対する医療行為について
  （岡山県）
　最近施設入所者の集団感染事故が問題となって
いる。特養入所者の診療に関しては、配置医師以
外の保険医が診療することの制限が設けられてい
る。このことにより、必要かつ適切な医療が受け
られないための弊害といえよう。
　これは高齢者の医療費を抑制しようとする厚生
労働省の方針によるものだが、次回の医療・介護
保険の改定時には高齢者が安心して医療を受けら
れるような医療体系の構築に努力してほしい。
　

日医：趣旨は十分に理解できるので、努力してい

きたい。

7　消費税損税問題について （広島県）
　消費税が損税になる原因が課税割合を計算する
ことにあると主張してきた。日医は課税割合をな
ぜ計算しなければならないのか、是非検証してい
ただきたい。
　

日医：消費税の損税問題は、診療報酬の点数と税

金といった本来別次元のものを、同時に考えてし

まったことに間違いがあったということである。

この点を考え直さなければならない。おっしゃる

ことも含めて関係委員会でさらに検討していきた

い。

８　制限回数を超える医療行為の特定療養費化
について （山口県）

　現在中医協では特定療養費の再編、整理の検討
がなされている。その中で制限回数を超える医療
行為についても議論されている。制限回数のある
項目が特定療養費化の検討課題になること自体が
本末転倒であり、撤廃するか運用上で弾力的な扱
いをするべきである。

日医：要望１でお答えしたことと同様であり、ご

もっともな意見であり、努力していきたい。

９　医事審判所（医療事故審判所）の創設について
 （広島県）
　近年、医療訴訟で有能な医師、特に優秀な外科
医がメスを置いている。多くの手術に成功しても、
たった一度のミスで優秀な外科医を失うことは国
民の損失である。
　海難事故の場合は、海難審判庁が事故の原因究
明を目的として機能している。これと同様に医療
事故審判所を創設してほしい。
　

日医：このような状況で有能な医師を失うという

ことは大変な損失である。海難事故の審判はその

当事者の責任を追及するのではなく、事故の再発

を防止するためのシステムであり、医療の世界に

もこのようなシステムをつくれとの御意見と思う

ので、適切に対応していきたい。

10　労災保険診療における会計検査院の実地検
査について （高知県）

　会計検査院は毎年全国のいくつかの労働局を対
象に実地検査を行い、その結果を厚生労働省に指
摘している。この指摘分について地方労働局へ不
適正払いの分析と指導などを指示し、これを受け
て医療機関等の実地調査が行われている。
　会計検査院の指摘は、最近では医学的判断によ
るものが多く、昨年は約 70％が手術料の指摘で
あった。これは、ＲＩＣのレセプト点検機能強化
並びに審査員会に対する締め付けになり、労災診
療の裁量権が侵されることになる。

11　自賠責診療における健康保険使用の制限に
ついて （愛媛県）

　自賠責診療においては、被保険者から保険証を
提示されれば保険給付の対象となる。しかし、自
賠責診療は原則「自由診療」と考えられるので、
自賠責保険、任意保険優先の原則を守り、健康保
険使用に制限を加えるよう日医からの働きかけを
お願いしたい。
　

日医：自賠責診療はおっしゃるとおり「自由診療」
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の原則は守られなければならない。持ち帰って担

当に伝えておく。

［報告：常任理事　西村　公一］ 　雪下日医常任理事を助言者に、各県からの提出

議題 10 題、日医への提言・要望事項 9 題につい

て協議した。

Ⅰ　各県からの提出議題

1 ．学校・地域保健連携推進事業の現状と問題
点について （島根県）

2 ．「学校・地域保健連携推進事業」における専
門学校医（専門相談医）の派遣状況について

（山口県）

3 ．学校・地域保健連携推進事業及び同事業連
絡協議会の開催状況等について　   （高知県）

　同事業は内科・眼科・耳鼻科の従来の学校医 3

科体制では現在の学校保健の広い諸問題に十分対

応しきれないとして、日医の強い働きかけにより

さらに精神科・産婦人科・整形外科・皮膚科の 4

科にも専門学校医をしていただこうと、平成 16

年度から始まった 3 年継続のモデル事業である。

　各県により多少の差はあったが、実施主体の県

教委の理解が平成 13 ～ 15 年度に行われた養護

教諭への支援・研修が主目的であった「健康相談

活動支援体制整備事業」の延長的事業であるとの

誤解的考えのためか、新たに 4 科の専門学校医

派遣の先駆けモデルの確立が事業の主目的である

医師会側の考え･希望からすれば、現状は歯痒い

ものである。しかし、現在県教委側の理解も少し

ずつ変わってきており、現況は改善しつつあり、

さらなる医師会側の努力も必要であろう。

4 ．施設におけるノロウイルス感染症への各県
の現状と対応について （広島県）

　昨年末から今年初めにかけて福山市の特養で発

生したノロウイルス感染症について、ある施設で

の集団感染が発生した場合のリスクマネージメン

トの必要性を痛感した由。

5 ．予防接種について （香川県）
　予防接種の広域化は全国的な広がりを見せてい

第 3 分科会＜地域医療＞
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る。中四国域内でも徐々に広域化が進んでいる。

現在高知、山口、香川、岡山で一応全県的といえ

るレベルの広域化になっている。

　また BCG は本年 4 月から 6 か月に達するまで

に行うこととされているが、6 か月以内に接種で

きなかった理由の医師証明があれば、6 ～ 12 か

月に公費扱いの任意接種をしようとの地域が一部

に出てきているとの報告があった。この場合の健

康被害は原則的に医薬品副作用救済給付による。

6 ．マンモグラフィ併用検診の取組みについて
（島根県）

　厚労省が提言しているマンモグラフィ同時併用

乳癌検診を平成 17 年度より導入できない県・地

域も多いようだ。

　また、岡山県などは厚労省案はそもそも合理的

でないという考えより、岡山方式（① 30 歳以上

を対象に年 1 回検診を実施　② 30 歳代は視触診

単独検診。40 歳以上はマンモグラフィ併用　③

一時検診はかかりつけ医が担当）を強調された。

日医も承知しており、持ち帰って再検討するとの

こと。

7 ．日医認定スポーツ医について （岡山県）
　スポーツ医は日医認定スポーツ医を含め現在三

系列あるが、いずれも活動の場が少ない状況があ

る。この背景のもと各スポーツ医の人数、日医ス

ポーツ医の更新申請数、日医スポーツ医活動状況

等の問い合わせがなされたもの。

8 ．大災害時の医療提供体制（特に情報伝達）
について （愛媛県）

　最近の各地での地震の多発等により、改めて大

災害時の医療提供体制における情報伝達システム

の構築・検討の必要がせまられ、関心も呼んでい

る。

9 ．救急救命士の気管挿管について （岡山県）
　昨年 7 月から救急救命士による気管挿管が認

められたが、その活動の実状と教育・研修の実態

についての問い合わせである。

　現在 4 県ではまだ挿管例なし。鳥取県では状

況が比較的進んでおり、100 名の救急救命士の

うち 21 名が挿管資格を認定され、救命活動現場

で既に 15 例の挿管実施がなされている。

　3 か月で 30 例の挿管研修はなかなか大変との

報告もあった。

10 ．県立病院の地方公営事業法の全部適応の影
響について  （徳島県）

　徳島県では平成 17 年度 4月より県立 3病院が
地方公営事業法の全部適応となり、人事権を持っ
た病院局が設置され改革に乗り出した影響か、幹
部級の医師を中心に例年の倍以上の退職が続いて
おり、地域医療に大きな影響がでているが、他県
の状況はいかがか。

　他県では同様の状況は認識されていない。

Ⅱ　日医への提言・要望

1 ．これからの学校医体制について （徳島県）
　日医では従来の内科・眼科・耳鼻科の学校医 3
科体制に加え、精神科・産婦人科・整形外科・皮
膚科などの専門科校医の参画を推進しているが、
全体としてのまとまりはどうなるのか。
　また「日医認定学校医」制度実現の見通しはい
かがか。

日医：内科系校医が主任校医として中核をなし、

各専門校医のまとめ役を果たしてほしい。

　認定学校医は会員 3 分の 2 位の賛同がえられ

る時点で考えたい。

2 ．学校医における個人情報の取扱いについて 
（島根県）

日医：学校医が学校保健法に基づき行った健診結

果を学校に提供することは事業者内での利用であ

り、第 3 者提供には該当しない。一方学校側か

らの問い合わせにより患者である児童・生徒の情

報を提供することは第 3 者提供に該当し、患者

の承諾を必要とする。

3 ．日医認定健康スポーツ医制度の今後の方向
性について （広島県）

　スポーツ医の活動の場が案外少ない。日医とし
てのスポーツ医制度の将来ビジョンは。
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日医：スポーツ医の活動の場は現在あまり多くな

いようだが、健康増進法に基づき政府が推進して

いる生活習慣病予防のための健康増進事業におい

ての中心的役割などが期待されている。

4 ．日医健康スポーツ医と学校医について 
（山口県）

日医：学校医に健康スポーツ医的知識は今後ます

ます望まれるが、認定学校医の義務条件とするこ

とはない。

5 ．小児救急医療について （岡山県）
　種々の取り組みがなされているが、まだまだ課
題もありそうだが、いかがか。

日医：昨年から小児救急医療電話相談事業

（＃ 8000 番）が開始された。救急医療を補完す

る役目もあり、これにより約 20％救急の受診率

が下がったと推測されている。保護者の不安解消

や啓発にも役立っており、また広報的な面もある。

全県でやってほしい。

　小児の救急医療体制は①従来の休日・夜間体制

の 1 次と輪番制を組んでの 2 次を基盤としたも

の、②小児拠点病院を中核としたもの、③混合型

とありましょうか。小児救急医療支援事業は既に

132 か所予算が付いた（200 か所予定）。小児拠

点病院は 46 か所指定済（50 か所の予算）。あれ

やこれやで 404 小児救急医療圏（まだ正式に認

められたものではない）の 55％の 221 か所で予

算もつき一応実施中というのが現状です。

6 ．管理栄養士の活用について （徳島県）
　在宅の管理栄養士を共用でパート雇用し栄養指
導を行うのに経費的なものなど困難があり、指導
料の増額など要望する。

日医：管理栄養士の栄養指導については診療報酬

検討委員会でも討議され、①医師が行っても請求

できるようにする、②時間制限の撤廃などが検討

されているが、指導料増額の要望もお伝えする。

7. 糖尿病対策について （愛媛県）

　2 月に日本医師会で糖尿病対策推進会議設立総
会が開催された。大変結構なことだが、本来この
事業は国の予算で行うべきものではないか。

日医：将来的には国が全国的に取り組むべきであ

るが、日医と糖尿病学会がまず実績を重ね、その

上で国に進言していくことが、賢明な早道と考え

ているのでご協力をお願いしたい。

8 ．メディカルコントロールの検証票について 
（香川県）

　救急救命士による気管内挿管に加えて、今後薬
剤投与が始まり、メディカルコントロールの体制
が重要となってくる。その一環として事後検証票
の提出があるが、同一県内においても書式がまち
まちである。全国統一の検証票システムの開発を
要望する。

日医：メディカルコントロール体制の整備がまず

第一である。その一環として検証票システムの統

一もあろう。要望は承った。

9 ．有床診療所について （愛媛県）
　5月 1日付日経紙上で「社会保障審議会で有床
診療所の入院医療体制の見直しが検討」とあった
が、これに対する日医の見解・方針を聞きたい。

日医：三上常任理事が厚労省に問い合わせたが、

「方針は未定」とのこと。

　有床診療所は患者さんにとっても利便性がよく

満足度も高い。地域のかかりつけ医として、また

在宅医療のバックアップとして重要な存在と認識

している。

［報告：理事　杉山　知行］
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Ⅰ．各県からの提出議題

１．看護師問題 （広島県）
　広島県では看護師 15％、準看護師 29％が不足
している。各県での需要と供給のバランスについ
て、特に准看護師についてどの程度把握している
のか。

鳥取県：2004 年度新規求人 1,556 人に対し新規

求職 559 人と看護職員の確保が極めて困難。

原因として①病院において看護体制改善によ

り病床当たりの看護職員配置が増加、②福祉・

介護・保健施設などで新たに看護職員の需要

が発生、③育児休業の取得者が増加し育児休

業代替職員の需要が発生、④看護専門学校の

閉校などで看護職員の供給数が減少、⑤看護

学校の卒業生の県外流出など。対策として、

①看護職員養成施設への進学促進のため教育

委員会と連携して高校生に看護職の理解を深

める説明会、１日看護師体験、②看護職員の

定員増、③県内定住促進のため県内就業施設

の就業説明会、就業施設を紹介するパンフレッ

トを作成し全国の県内出身者のいる施設に配

布、④看護師等修学資金貸付制度の拡充、⑤

看護職員の離職防止、⑥潜在看護職員の再就

業の促進等を行なっている。しかし、今年度

看護学校の定員が 20％減少している。看護職

員の減少に伴う外国人看護師の受け入れには

慎重に対応していただきたい。これは外国人

医師の受け入れにつながる。

岡山県：中卒５年一貫教育が５校で開始。それに

伴い高等学校の衛生看護科が廃止、看護師２

年過程も廃校が相次いだ。行政はほぼ充足し

ているとしているが、現実には 1800 人不足。

卒業生も進学が多く地元に定着しない。また、

准看護師の高齢化を迎え、現在の全県での卒

業生 60 人では准看護師の供給状況は危機的。

山口県：地域により需給関係に格差がみられ、郡

部では慢性的に供給不足。

高知県：准看護師養成学校の定員が 155 名に減

少し、供給不足になる可能性がある。

香川県：准看護師の 17.5％が介護関係の事業所

に就業し、診療所に就業している準看護師は

減少している。

２．医師会立看護学校の質の確保対策について
（愛媛県）

　看護学校、特に准看護科の学生の質の低下が進
んでいる。准看護師試験合格率が全国平均より相
当低い。質の確保にどのような対策をしているか。

鳥取県：高学歴者の入学が多くなり質の低下は感

じられない。

島根県：少子化の影響で数の確保、質の確保とも

に困難になりつつある。

山口県：カリキュラムの変更等でむしろ質の改善

が図られた。大学卒、社会人からの入学が全

体の勉学意欲に好影響を与えている。

徳島県：まずまずの質の確保は得られている。

高知県：質の確保には苦労している。選考選別段

階での質の確保は不可能。

３．ドクターバンクについて （山口県）
　平成 16 年 12 月１日からドクターバンクを開
設。これまで求人 20 件、求職 1件、成立 1件で
なかなか条件がマッチしない。この制度の一層の
活用をはかるため各県の状況と対策についてお尋
ねする。①医師以外に看護師や放射線技師等の医
療従事者についても斡旋を行っている。各県の状
況と実績、また、実行を上げる為特に取り組ん
でいることがあればご教示願いたい。②ドクター
バンクの活動はそれぞれの県単位で完結している
が、中四国ブロック（特に隣県）の連携を図る為
に各ドクターバンクがリンクし、情報交換できる
ようにお願いしたい。③非会員の求職について、
県内居住者については医師会入会後斡旋を行って
いるが、県外については就職後入会する条件で斡
旋を行っている。各県においてはどのようにされ
ているか。

島根県：①医師以外の紹介・斡旋は行っていない。

求人・求職の希望条件が合わずなかなか成立

第 4 分科会＜医業経営＞



平成 17 年 7 月 山 口 県 医 師 会 報 第 1739 号

590

まで行かない。②基本的には各県毎に活動す

るものと考える。情報交換する事は必要かも

しれない。③求人については県外からの依頼

は受け付けないが、求職については会員、会

員外、県内、県外を問わず医師であれば同じ

扱いをしている。

岡山県：①原則的に医師のみを斡旋。平成 13 年

以降、斡旋・成立は皆無であったが、16 年度

は斡旋 3 件のうち 2 件が成立。現在登録医療

機関 49 、登録求職希望者 14 名と飛躍的に増

加。80 歳未満の自宅会員に対して協力を直接

要請。②賛成である。③県医師会員の紹介に

よる医師又は医療機関であれば求職、求人登

録の対象としている。

広島県：医師協同組合が行っている。①元々は定

年後の医師の再活用を目的として始められた。

現在は医師と管理栄養士を斡旋。平成 5 年以

来、医師求人件数 193 件、医師求職登録 198

人就職件数 62 件である。現在、求人・求職者

の固定化が問題。②事業運営等に関しては問

題無いと思われるが、登録に関しては求職者

に関する個人情報の適切な管理など交換先と

統一基準を定める事が必要。登録者の許諾を

得ておく事も条件となる。③求人・求職伴に

国内どの地域からも登録の受付をしている。

徳島県：①僻地無医村への医師の斡旋を目的と

して約 10 年間行ってきており対象は医師、歯

科医師に限定。実績は年間 5 ～ 6 件であるが、

本来の目的に沿ったものは皆無に等しい。②

中四国ブロックの連携、情報交換は是非必要。

③非会員については就職後入会していただく

よう依頼している。

愛媛県：①医師のみを対象としている。②業務提

携は求人、求職伴にあらかじめ業務提携の内

容を明示し同意した場合に限って行う事が出

来る。将来日医の主導により全国的に出来る

ようになれば大きな意味があるのではないか。

③県外の非会員の求職登録については会員の

推薦状を添付

高知県：医師のみを対象。前年度実績は求人 44

名（27 医療機関）　求職数 9 名　成立 6 件。

香川県：①医師に限定。平成 16 年 1 月より 17

年 4 月現在求人 20 件、求職 1 件、成立 2 件。

②求職者は県外からも受け入れているが、求

人は県内に限定。③会員、非会員の別なく登

録いただいている。

４．ドクターバンクについて （徳島県）
　僻地医療に従事する医師の斡旋を目的に開設さ
れたが低迷が続いている。徳島県、徳島大学との
連携のもとに、リタイヤした医師や育児の為に一
旦休職した医師などの再就職を促し、卒後研修を
行い医師資源の再活用に取り組む必要がある。ま
た、常勤医師のみならず時間単位、曜日単位、当
直勤務などの需要を掘り起こし求職医師の拡大を
図る事も考えている。他県の取り組みをお伺いし
たい。

岡山県：現在は県委託事業として僻地医療は岡山

済生会病院が実施。平成16年に県と岡山大学、

川崎医大、県医師会の４者により 18 年 4 月の

保健医療計画改定の中で取り組む。ドクター

バンクもこれに荷担していく。時間単位、曜

日単位、当直勤務などの求人形態の細分化に

ついては取り入れていきたい。

広島県：有資格無就業者のドクターバンク登録を

目指し、無就業状況になった時点で登録を案

内する方法を研究している。

山口県：16 名の求人があるが僻地医療に従事す

る医師の求人は無い。求職の申し出が皆無の

状況であるので郡市医師会とも連携しながら

求職医師の拡大について具体的な方法を検討。

高知県：非常勤及び当直勤務のみの求人・求職は

取り扱っている。

香川県：僻地医療は、県立中央病院の僻地医療支

援センターからの要請により、僻地医療支援

病院群（21 病院）から医師を派遣。香川大学

医学部内に職業斡旋所を開設予定。

５．医師会グループ保険制度の新規加入者の獲
得について （島根県）

　医師会グループ保険制度も加入率基準をクリア
できなければ制度の存続も難しい状況にある。現
在 25％をクリアするのがやっとの状況で他県で
はどのような方策をとっておられるのか具体策の
ご教示を。
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岡山県：加入年齢を 70 歳 6 か月から 50 歳 6 か

月に制限し、且つ、保険金 300 万円なる低額

保険金制度を新設する等してかろうじて 38％

の加入率を維持。契約生保 2 社にキャンペー

ン活動を促し、地区医師会からの直接加入を

願っている。広島県：昨年は制度を維持でき

なくなる恐れがあったため、グループ保険幹

事会社の変更を行った。今回は県医師会より

会員に対してダイレクトメールで案内し、新

規加入者獲得を目指す。

愛媛県：現在のグループ保険加入率は 29％で

35％に達していない。二つあったグループ

保険を統合し加入率のアップを図っているが

35％に達していない。新規加入者の年齢制限

を検討する予定。

高知県：平成 14 年加入率が低く団体制度の維持

が難しい状況になった。加入者をＡ１会員に

限定し、役員・郡市事務局の協力を得て加入

者を増やし団体制度を継続。

香川県：更新時期には県医師会誌で案内し、未加

入者には県医師会より加入案内パンフレット

を送付し保険会社が訪問説明している。現在

の加入率は 23％。

６．「個人情報漏洩保険」について （鳥取県）
　個人情報保護法の完全施行により各医療機関は
個人情報取扱事業者として個人情報保護の安全管
理体制の徹底が求められる。しかし、万全はあり
えない。そこで損害保険会社から「個人情報漏洩
保険」が登場し案内がきた。日本医師会では各県
で対応をという事であったが、各県の対応をお伺
いしたい。

岡山県：「任意団体医師賠償責任保険」を契約し

ている損保会社が同保険加入者に限定して、

任意の「個人情報漏洩保険」を募集。団体割

引 20％適応となり希望会員に推奨。

広島県：本会業務については「医師会用個人情報

漏洩保険」に加入。各医療機関は個々の医療

機関が判断する問題。

山口県：県医師会を保険契約者として取り扱って

いる「医師賠償責任保険」に上乗せする形態

で「個人情報漏洩保険」を取り扱っている。

徳島県：団体契約している「医師賠償責任保険」

の加入者を前提とした特約保険として会員に

案内している。

７．クレジットカード決済について （香川県）
　15 年 4 月に汎用クレジットカードと一体型健
康保険証カードが発行され、17 年 4 月より親子
カード方式で医療費支払いに限定したクレジット
機能を持つ「健康保険証カード」が発行された。
昨年 4月から国立病院等で決済がスタートして
いる。手数料等を考えると診療報酬の引き下げと
なる。各県の現状と今後どのようにされるかお伺
いしたい。

鳥取県：導入は各医療機関の対応となるので医師

会としては把握していない。ただ、カード使

用料やカード機械レンタル料は医療機関の負

担となる。また、人間の生死にかかわる大切

な個人情報を某信販会社に任せるのは如何な

ものか。むしろデビットカードの方が手数料

も含め有利のように思われる。

岡山県：現代はカード社会で一枚のカードで共

用する事の利便性は利用者の希望であろう。

一方医療機関にとっては経済困窮を始めとす

る医業未収金の増加とその処理は医業経営に

とって重い課題である。未収金の回収にかけ

る労力と成果を考えると、彼我伴に利する所

もある。しかし手数料の問題を考えるとなる

べくは使用して欲しくない。

８．医師会館の運営について  （岡山県）
　岡山市医師会、岡山県と共同で所有する医師会
館は建築後 33 年を経て建物の補修、設備の更新、
地震・台風による被害の増加など維持・管理費が
大きな負担となってきている。建替えに備え資金
備蓄に努力している。医師会館の運営上の課題、
将来設計などについてお伺いしたい。

鳥取県：平成 3 年 4 月に「鳥取県健康会館」と

して竣工した。建設費用は 16 年 3 月末に完済

した。

島根県：全額借入金で平成元年に竣工し後 2 年

で完済である。
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広島県：広島市医師会と共有している。築後 36

年を迎え、老朽化とＩＴ化・バリアフリーな

どの時代のニーズ、耐震性の問題もあり、広

島医師会館検討委員会を立ち上げ、検討を重

ね、更に発展した広島県医師会館検討委員会

を発足した。

山口県：平成 9 年 3 月竣工の山口県総合保健会

館の 5 階、6 階を専有している。

徳島県：39 年目をむかえ老朽化が目立ってきて

いる。新規建替えには 15 億円位必要と思われ

るが現在の積立金は 2 億円足らずなので頭を

痛めている。また、敷地が徳島市医師会館と

共有しているので相談しながら対策を考えた

い。

愛媛県：建築後 36 年で建替えに備え、どの程度

の建物が建つか簡単な設計図と費用について

見積りをしてもらっている。

高知県：現会館は昭和 42 年竣工。56 年に高知

県医師会準看護学院が合体。建物は県医師会

所有、土地は高知市医師会所有、管理は高知

市医師会。旧館は改修、設備の更新等、維持・

管理費が大きな負担となっている。現在建設

委員会で検討を重ねている。

香川県：2 年後に医師会館建設予定。

９．資金の運用について （広島県）
　共済資金の運用には苦労しているが、各県はど
のように工夫・努力しておられるかお伺いしたい。

鳥取県：決済用普通貯金と鳥取県発行の県民債。

更に国債の購入も検討中。

山口県：決済用普通預金。

徳島県：決済用預金。国債の購入も検討。

［報告：理事　田中　豊秋］

Ⅱ　日医への提言・要望事項

1　准看護師制度について（島根県）
　看護大学を増設する一方で、准看護師学校をし
めつければ、准看護師養成は次第に先細りになり、
制度はそのままにしておいても、やがて養成はス
トップして統合一本化されるという結末、つまり
政府の思惑通りに運んでいるのが現実の姿である

と考える。そこで次の２点についてお尋ねする。
1　全国の看護師・准看護師養成校数と入学者
数の 10 年前との比較。

2　准看護師養成についての日医のお考えをお
示し頂きたい。

２．外国人看護師・介護士の受入れについて
（岡山県）

　このことに対する日医の対応が明確に伝わって
来ない。外国人看護師の受入れは、今後の看護職
養成とも関連が大きいと思われるので、十分な検
討と説明をお願いします。

３．准看護師養成について （徳島県）
　医師会会員、特に郡部においては准看護師の
需要度は高い状況が続いており、准看護師養成を
行っている各医師会においては多大の出費に苦し
められています。今後も准看護師養成を堅持する
ならば、大幅な日医による補助が必要であり、日
医のご善処お願いしたい。

４．外国人看護師導入と看護学校専任教員の教
員講習会について （愛媛県）

　今後、郡市医師会では看護師の確保が困難に
なってくることが予想され、日医としては外国人
看護師の導入について、真剣に考えなければなら
ないと思われる。日医の考えをお教えいただきた
い。
　また看護学校専任教員の教員講習会が遠くて
機会も少なく、地方の郡市医師会立の看護学校の
教員が受講しにくい状況があります。受講しやす
いシステムを日医でバックアップしていただきた
い。

　上記４関連事項について、三上裕司日医常任理

事よりまとめてご答弁いただいた。

日医：看護師・准看護師養成の 10 年前との比

較であるが、看護師課程は看護大学の増加 , 高校

５年一貫課程の導入で、Ｈ６年に比しＨ 16 年

では約 9800 人の定員増となっている（Ｈ６年

28,600 人がＨ 16 年 38,467 人）。一方、准看護

師課程については約 16,500 人の定員減となって

いる。
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　准看養成についての日医の考えは以前より同じ

で、准看養成は存続、公的補助金の増額要求、日

医補助金も再考（重点的増額）したい。今年、第

6 次の看護師需給見通し調査を行うが、9 月末ま

でに報告を受け、秋頃には発表予定であり、これ

により実際に看護職が不足していることが証明で

きれば准看護制度の必要性を主張できるので、こ

の結果を待っている。

　看護師、准看護師養成校の運営改善については、

厚労省の医政局長へ担当理事より今年の 2 月に

要望を出している。看護学校専任教員の教員講習

会は年間に全国で 11 か所程度の地域で開かれて

いるが、受講機会が限られている。講習会開催増、

講習期間の短縮等の改善を要望している。更に、

実習施設の規定についての条件等の緩和も求めて

いる。通るまでしつこく要望は続けていきたい。

　少子化に伴う労働力不足の懸念から、外国人労

働者の受け入れが医療分野に限らず問題となって

きている。日医としては、国民の生命を守ること

は国に課せられた重要な責務であることから、自

国の看護職は自国で責任を持って養成するのが

大原則と考える。したがって、まず国は国内の看

護職の養成に更に力を入れ、養成環境の整備を図

るべきである。また医療においてはコミュニケー

ションや文化、生活習慣、宗教等の理解が重要な

要素となるので、外国人が日本のチーム医療の中

で、患者さんにどこまで安全な医療・看護が提供

できるか、現段階では疑念を持たざるを得ない。

しかし今回は、国家間の経済連携の観点からの実

施であり、外国人受け入れに関しては、国際医療

福祉専門家受入れ審議協議会に参画し、これから

も日医として意見を述べていきたい。

5　消費税の損税について （鳥取県）
　近い将来の消費税の引き上げは必至であり、わ
れわれの消費税損税は拡大し、医業経営は厳しい
状況に追い込まれる。日医の医業税制検討会で十
分検討して頂き、国民の理解が得られ、そして損
税が解消されるよりよい課税制度の一日も早い導
入をお願いしたい。

日医：基本的には非課税という状態を、0 税率な

いしは軽減税率の課税制度に改めることが、損

税解消の一番最初となる。来年 9 月の小泉以降、

消費税の引き上げは必至であるが、食品と医療は

現行の５％消費税に据え置かれる可能性が高く、

それが一番良いであろうとの意見が、国会議員の

中にはある。日医としては 0 税率と軽減税率の

要望は出していく。

6　電子カルテ情報提供料加算について
（山口県）

　来年の保険改定に向けて、電子カルテ導入、レ
セプト電算処理を促進するために、電子カルテ情
報提供加算、レセプト電算処理加算を計画中と報
道されている。加算とは名ばかりで、電子カルテ
未導入、レセプト電算処理未実施の場合は、実質
減算するということである。政府が電子カルテ導
入等を促進したいのであれば、われわれは税制上
の優遇処置等の方策を要求してほしい。

日医：規制改革民間開放推進会議のＩＴ化推進の

中に、カルテの電子化あるいはレセプトの電算化

が入っていたために、このような報道がされたも

のと思われる。日医としては、診療報酬上で電子

カルテ化あるいはレセプト電算化を誘導すること

は考えていない。提言にあるように、税制上の優

遇処置等の別予算を要求していく。

7　医療法人制度改革について （香川県）
　平成 18 年の医療法人制度改革で、持分ありの
医療法人社団を全て ｢出資額限度法人 ｣に移行さ
せる案が厚労省より出ているが、この案が実行さ
れると出資者が所有していた剰余金が医療法人へ
移転することになり、課税問題がでてくるのでご
配慮いただきたい。

日医：社会保障審議会の医療部会等で検討中であ

るが、出資額限度法人と認定医療法人の 2 階建

てになりそうな勢いがある。日医の税制検討委員

会では、持分のある医療社団法人も残す方向（3

階建て）であることを決定し、近々発表する予定

である。一人医師医療法人は、持分ありの医療法

人が残れば今までどおりである。

［報告：理事　正木　康史］
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　植松会長は昨年 4 月の就任以来、参議院選挙、

世界医師会総会の開催、混合診療導入阻止と目ま

ぐるしい日程をこなされてきた。その多忙な一年

を経過して、今回の講演は医師会の将来展望につ

いて、ゆっくりとお話された。

　医師会の組織問題について言及され、強制加入

よりも任意加入の利点を強調された。勤務医の加

入率の低いことが懸案になっているとき、任意加

入の現状維持の方針はよいとしても、勤務医にと

って医師会の存在が必要なことの具体的方策が今

後必須になると思う。その意味でも、医療の安全

の確保について力説されたが、このことが医療の

供給者にとって重要な課題であり、医師会活動も

このことを軸にすれば、勤務医の結束も図ってい

けるのではないか。さらに、国民の医師会に対す

る理解も得やすいのではないか。

　会長の講演から医師会が国民の理解を得る視点

で活動していく必要のあることがよく伝わってき

た。

　現在、小泉改革として社会保障改革、医療改革

が進められている。その中身は市場経済原理で動

いており、医療費の抑制がないものは改革ではな

いという流れがある。医療改革というからには、

国民に対してよい医療をどのように提供するかと

いうのが本来の姿であるべきだが、これとは違い、

6月の「骨太の方針2005」では医療費の総額規制、

社会保障費の抑制や公的医療保険の守備範囲の見

直し等が書き込まれる様子があり、日医としては、

そうならないよう運動しているが、流れとしては

やむを得ないと考えている。

「中医協改革及び医師会組織のあり方について」
中医協の改革問題の中で、構成メンバーにつ

いては、診療側の委員を見直すことに関連し、「医

師代表」ではなく「病院代表」を診療側委員に出

すべきとの意見があるが、これは日医と病院団体

を裂こうという意図があるようで、われわれを取

り巻く環境は厳しくなっている。こうした中で、

日医が勤務医を含めたすべての医師を代表する団

体になる必要性から、内部にも医師の加入を強制

するべきとの議論がある。

　現在、日本医師会の会員数は 16 万 1,280 人。

う ち A1 会 員 が 83,546 人、A2・B・C 会 員 が

77,734 人であり、ほぼ半々となっている。大正

時代から太平洋戦争までは、医師は強制的に日医

に加入する仕組みで、GHQ が進駐するまでは国

家が医療提供体制をコントロールしていた。しか

し現在、再び医師法を改正して強制加入の体制に

もっていくとなると結社の自由などを定める憲法

に触れる可能性が大きい。また、弁護士会や公認

会計士などは強制加入になっているが、規制緩和

という流れの中で、今はそういう形は難しいであ

ろう。現実問題として強制加入になるとさまざま

な弊害が発生する。もともと医師会に対して圧力

団体のイメージが強いため、全員加入で力が強ま

れば、医師会が肥大化するとの考えもあり、国民

の印象がかえってマイナスになり、監督官庁の監

視も強まることで自主的な活動が制約されること

にもなりかねない。現在は強制になる可能性は少

なく、任意加入のままで会員の増強に努めた方が

得策であり、現在の約 60％の組織率を高めるた

め、各地で勤務医の加入促進をしていただきたい。

「診療報酬改定等について」
医師会の仕事は何をしているのかと聞かれる

と、日医に限らず都道府県、地域医師会において

も定款に「医道の高揚、医学及び医術の発達並び

に公衆衛生の向上を図り、もって地域住民の福

祉を増進することを目的とする」とあり、国民の

健康に関するすべての範囲の仕事を目的としてい

る。つまり、診療報酬などの問題は、いろいろな

活動をしていく基盤となる問題であるが、一般の

先生方は診療報酬改定が医師会の一番大きな仕事

と受け止められておられるようだ。私もかつてそ

う思っていた時期もあったが、それは究極の目的

ではない。大切なのは医療への国民の信頼回復で

ある。その意味で診療報酬は、よい医療提供体制

や医療の安全を実現し、それを支える体制でなけ

ればならない。診療報酬については、ドクターフ

ィーとホスピタルフィーを分け、手術料の中にあ

特別講演Ⅰ

「医師会のなすべきこと」
日本医師会長　植松　治雄
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る病院のためにかかるコスト、手術にかかるコス

ト、人件費や機材の減価償却費等を分解してやり

直し、管理料にしても患者さんから見て分かりや

すい形にする必要がある。これについては各病院

団体や日本医学会でも検討されている。

医療の安全については、事故防止に何が大事

かというと、人の問題、器具・薬剤の問題及び組

織の問題と言われている。究極的には医療を提供

する人の問題が大きく、このため、生涯教育、自

浄作用が必要である。特にリピーターへの対応

が強く求められ、私が日医会長に就任し、ほぼ 1

年の猶予をいただいてリピーターへの再教育など

の具体策を提示したところである。

　昨年末、先生方のご尽力で混合診療の問題は一

応阻止できたが、この問題は必ずゾンビのように

でてきて再び問題になると思われる。社会保障の

大切さ、国民皆保険を守るというの 600 万人を

超える署名を集めた精神を忘れてはならないと思

う。

　前々回から 4 年間、診療報酬改定がマイナス

の中で医療の安全が求められてきたことを考える

と、次回改定はプラスでなければならないと思っ

ているがガードはとても厳しい。私は国会議員の

先生方に申し上げていることがある。それは、JR

西日本福知山線の脱線事故にたとえ、国の医療費

抑制策で医療機関では勤務時間や人員配置などの

面で、労基法違反の上に運営が成り立っているた

め、医療事故が発生し「これは国の政策の誤りだ」

といわれた場合、政治はどう答えるのか。2 年後

には参議院選挙がある。先生方には政治離れや政

治に興味のない方もおられるでしょうが、現実に

は選挙を含めて政治は避けて通れないため、ご理

解の上、ご協力をお願いしたい。

　混合診療反対の時のような活動実績は自信に繋

がっていると思う。今後の医師会が、国民のため

にやっているという姿の見えるような形になるこ

とをお願いしたい。

　［報告：理事　加藤欣士郎］

　国会議員になりまして約 11 か月が過ぎた。ほ

ぼ毎朝 8 時からさまざまな部会や勉強会に出席

している。ここで発言しておかないと、物事が変

な方向に進む。昨年末には混合診療解禁の問題が

あった。自民党議員の意見を聞いてみると「混合

診療解禁のどこが悪いのか」というのが大多数の

意見だった。そこで、これは経済至上主義の規制

改革推進会議の考えであって、決して国民のこと

を考えたものではないことをお伝えし、理解して

いただいた。混合診療解禁反対の請願については、

厚生労働委員会で検討したが、全会一致でないと

成立しない。武見先生が野党担当、私が与党を担

当したが、むしろ与党対策が大変であった。筆頭

理事の権限（委員のすり替え）で強引に協力して

いただき、最終的に本会議で可決できた。

　医師免許証更新の件だが、これは医療事故と関

連して社会保障審議会医療部会に出てきた。その

時、たいした問題ではないと思われ、反対意見が

だれからも出てこなったため、反対なしとして決

着がついてしまった。そこで武見先生と私で反対

運動をし、何とか解決できた。部会や審議会等で

意見を述べることが重要で、介護保険では、野中

日医常任理事にホテルコスト、食費負担の反対を

していただいたが、他団体の意見がなく、審議会

で決まってしまった。今後も日本医師会と一致団

結して主張していくことが重要である。

平成 17 年度厚生労働行政における主な政策
課題（医療）のスケジュール

　社会保障審議会医療保険部会での保険者再編

（政管健保・健保組合）の問題、社会保障審議会

医療部会で社会保険庁改革問題の検討、論点整理

がなされている。4 月には一番大きな問題の高齢

者医療制度が検討され、総額管理、伸び率管理制

度を導入しようとしている。6 月の骨太基本方針

でこれが認められると大変であり、私どもは必死

特別講演Ⅱ

「これからの社会保障」
参議院議員　西島　英利
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になって活動しているところである。財源論だけ

が議論され、医療がどうあるべきかが議論され

ていない。来年度は医療保険制度の改正があり、

10 月から自民党厚生労働部会での議論が始る。

高齢者医療制度に対する日医の考えをなるべく早

くまとめていただくよう、植松日医会長にお願い

している。

平成 17 年度厚生労働行政における主な政策
課題 ( 介護 ) のスケジュール

　介護保険に関しては、現在参議院で議論中であ

るが、残念ながら 10 月からホテルコストと食事

代は自己負担となる。しかし、栄養管理について

は見直しをして給付の対象となっている。細かい

ところは厚労省が勝手に作る政省令で決まる。介

護保険にはさまざまな問題があり、武見先生と協

力し、自民党の厚生労働部会でこの政省令を十分

検討してから承認したい。

　障害者自立支援法には関心を持っていただきた

い。今後の診療報酬上の自己負担増とも密接にか

かわっており、事あるごとに反対意見を述べてい

かなければならない。

規制緩和

　広辞苑を引くと、“許可・認可などの各種法規

則を緩和することによって、主に経済活動の活性

化を図ろうとすること”とある。規制改革民間開

放推進会議は規制緩和推進委員会で、また経済財

政諮問会議も同じで、彼らの考えは経済活動の活

性化だけで、国民の医療・福祉をどうするのかは

まったく考えていない。だからわれわれとはかみ

合わない。残念ながら厚生労働大臣は委員に入っ

ていない。

財務省の医療・介護戦略

　給付費の数値目標化が建前だが、本音は公的給

付の削減、つまり家計への転嫁、民間参入である。

　戦術としては、①公的保険の対象範囲の見直し。

特定療養費拡大等給付範囲の縮小、混合診療の導

入、そして 10 月より介護保険で改定される食事・

ホテルコスト等の非保険適用化で、これは来年 4

月の医療保険の改定でも問題化する。②高齢者医

療コストの削減。社会保障費の「伸び率管理制度」

で、これは平成 13 年にわれわれが一度押さえつ

けたことだが、繰り返し出てくる。③地域・保険

者の医療費適正化への取り組み。保険者の統合・

再編、レセプトの点検強化、直接契約の推進、保

険者主導の IT 化の推進等である。④世代間・世

代内の保険料負担の公平化。老人負担増の推進で、

来年 4 月の診療報酬改定で 2 割から 3 割が出て

くる。⑤医療提供体制の再構築・効率化。病床規

制・入院日数規制、医療機関の役割分担の明確化・

連携強化等である。

　イギリスやフランスの例からも明らかなよう

に、医療給付を管理した場合、多大な弊害をもた

らし、厚生労働大臣も“社会保障が「経済の規模

と見合ったもの」となるよう、社会保障給付費、

特に医療費の伸び率を GDP の伸び率に連動させ

るといった機械的な「伸び率管理」を行うことは

不適切”と明言している。

日米医療問題

　単にアメリカの医療を日本に持ってこようとし

ている。なぜ失敗した、問題点の多いアメリカ型

医療を日本で導入しようとしているのか、本当に

わからない。米国の民間保険会社は日本に市場を

もとめている。これを検討しているのが、規制改

革民間開放推進会議である。問題は「年次改革要

望書」で、毎年10月にアメリカから提案されるが、

これは「この要望を聞け」という類のもので、こ

の中に混合診療、株式会社の病院経営や薬価改定

等のことが書いてある。郵政民営化のことも入っ

ており、市場開放の話で、日本の考え（外国貿易

障壁報告書）を出すと、米国より評価報告書が出

てくる。ここで問題があれば、アメリカはペナル

テー（関税）を課してくる。これがあるために経

団連等は混合診療云々といっているわけで、医療

問題だけではなく、これはまさしく貿易も含めた

非常に大きな問題で、厚生労働省だけの考えでは

難しい。

いわゆる ｢ 混合診療 ｣ 問題についての基本的
考え方

　なぜ、いわゆる「混合診療」の解禁が主張され
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るのか。現行制度では、患者さんの切実な要望（国

内未承認薬、高度先端医療技術、制限回数を超え

る医療行為等）に的確に対応し切れていない。患

者さんの立場から個別に見れば、保険外の負担が

過大な事例があり、この際、保険外負担のあり方

を根本的に見直し、患者さんの切実な要望に的確

に対応する必要がある。

　国内未承認薬に関しては、副作用報告の多いイ

レッサ問題が起こっている。また、メーカーは儲

からなければ治験はしないであろうから、医師主

導の治験の支援体制整備が必要である。

　医療技術に関しては、日医と病院を分断しよう

とする企みがある。将来、保険として認めること

が前提であり、保険導入手続の透明化・迅速化を

進める必要がある。

中医協のあり方の見直し問題

　内閣官房長官が主宰する「社会保障のあり方に

関する懇談会」の審議を踏まえつつ、厚生労働大

臣は、第三者による検討機関である「中医協のあ

り方に関する有識者会議（仮称）」において検討

を行っている。構成委員は“ドシロウト”の集ま

りで、内容が理解できておらず、今までやってき

ていることの繰り返しで、内容に目新しい物がな

い。日医の弱体化（日医と病院の分断）を狙って

いる面（委員構成）もあり、正しい見直しをして

いただくよう要求している。

医療提供体制の改革のビジョン

　「医療提供体制の改革に関する検討チーム」の

まとめとして、①患者の視点の尊重（医療に関す

る情報提供の推進、安全で、安心できる医療の再

構築）、②質が高く効率的な医療の提供（質の高

い効率的な医療提供体制の構築、医療を担う人材

の確保と資質の向上）、③医療の基盤整備が出さ

れており、予防から治療までのニーズに応じた、

患者さん主体の医療サービスが提供されるように

しなければならない。

保険者の再編・統合

　保険者の規模が小さくなってきており、8 割近

くが赤字となっている。今後は、都道府県単位を

軸とした保険運営が必要であり、きちんと整備し

た上で、医療保険財源をどうするか考えなければ

ならない。社会保険庁の改革は、武見参議院議員

が座長であり、私も一緒に頑張っているが、先生

方の多様な考え方をいただかなければ、間違った

方向に行ってしまう。今後とも先生方の忌憚のな

いご意見をいただきたいと思う。

　本日は時間を作っていただきありがとうござい

ました。

　このままでは、日本の医療・福祉が間違った方

向に行ってしまうのではないかと、感じている先

生方も多いのではないでしょうか。来年の医療保

険制度の改正に向けて、6 月の「骨太の方針」を

始めとして、医政にかかわる重要なスケジュール

が目白押しであり、西島先生も朝早くから頑張り、

事あるごとに発言され、日医の考えを主張されて

いるようである。われわれも一緒になって頑張っ

ていかなければならないと、改めて考えさせられ

る講演であった。

　［報告：理事　正木　康史］



平成 17 年 7 月 山 口 県 医 師 会 報 第 1739 号

598

学校保健問題対策委員会

と　き　　平成 17 年 6 月 2 日（木）

ところ　　県医師会館

[ 報告：常任理事　濱本　史明 ]

木下副会長挨拶
　この時期に会議が多く開催されているなか、お

集まりいただきありがとうございます。

　今、私たちが抱えている地域医療の中には４つ

あります。妊産婦・乳幼児保健、学校保健、成人・

高齢者保健、介護保険があります。その中でも学

校保健の分野は奥が深いと思っています。

この分野を担当し始めたころから、医師会と

教育委員会、医師と教師、何かお互いに敷居が高

いと感じています。この垣根をぜひ取り払ってい

ただきたい。そのようなことも頭の片隅に入れて

いただきながら委員会の仕事がますます実りのあ

るものになりますようお願いいたします。

協議事項
１　学校 AED 、救急医療について
　県医師会でも AED の機械を購入しているが、

平成 16 年度の学校医講習会の中で、東京女子医

大の浅井先生の講演で説明があった。学校でも

AED を置くことと、救急的な事態が学校で起き

た場合の伝達関係、つまり、どういう時に救急車

を呼ぶのか、どういう蘇生をしたら良いのか、そ

ういう救急体制ができているか、AED の設置を

含めて今後の対応を検討していただきたい。なお、

AED に関しては 8 歳以下、25 ㎏以下は対象外で

あることなど制限があり小学校に置くことは少し

現段階では無理であるが、中学校・高校には置け

る可能性がある。若心協からも設置するようにと

いう要望が出ている。

　愛知県では県立高校ではすべて置いているとい

う話であったが、県ではこのことに関しての対応

はどのようになっているか。

　保健体育課からは、これからの課題であり、ま

だ予算化されてないという解答であった。

委員：やはり、突然死の起こり方をみていて、特

に高校生になると特発性の心筋症での突然死が

多い。特発性の心筋症のほとんどは心不全という

よりは不整脈死であり、その意味ではかなり効果

が期待できるのではないか。突然死の 70 ～ 80%

はほとんど心臓に原因するというデータに出てい

る。その対策の一つとして命を救うべく救急があ

る。単に救急車を呼ぶのではなく、一秒でも早く

心肺蘇生に入った方が救命率を高くする事が実際

問題としてあるので、そういった体制をとれるこ

と、その補助として AED を位置づけていく、そ

県教育庁保健体育課

委 員 松井　達也

梅原　豊治

大内　義智

砂川　博史

寺西　秀人

安野　秀敏

林　　　隆

田原　卓浩

久保　明子

木下　敬介

濱本　史明

杉山　知行

萬　　忠雄

出席者

県医師会
副 会 長

常任理事

理 事
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の救急体制の中に AED を設置することは今後必

要である。

　現実 AED の使用には制限があり、小学校の低

学年に使うのは難しい面もあるが、幸い、小学校

の低学年にはそのような死亡原因が相対的に非常

に少ないので、適用になる年齢、学年をねらって

AED の配置はあってもいいのではないか。

　それから学校が地域のスポーツクラブの受け皿

にもなっている。そうなると大人から子供までが

学校を利用してスポーツをすると思うので、本当

に必要としていることが多い大人達に対しても、

AED が置いてあればリスクが低下するのではな

いか。したがって、いろいろな場面が学校にあり、

AED を設置することが必要であると思う。

委員：日本医師会が学校医の手引きを配布してお

り、この中でも学校安全の災害と共済制度という

のがあるが、実際の救急に関することはあまり出

ていない。それで救急蘇生を兼ねて、AED は別

にしても学校の先生方には救急の実地訓練とかは

行われているのであろうか。

保健体育課：文部科学省の方から何も通知が来て

いないので、教育委員会としては予算化とか研修

とか今年度の予定はない。養護教員会の方で養護

教諭を対象に今年度この AED の研修を教育委員

会と共催で行うが、7 月に 200 名程度が研修を

受ける予定。

県医：５月 12 日に山口県で第１回の AED の講

習会を開催し、これは心臓病を持った家族の方が

対象であった。これは県の事業で、医師会に委託

されたが、AED の機械を県医師会で 10 セット購

入した。初回は心臓病の家族のかたが対象であっ

たが、他にも行政の方や看護師の方など各分野の

方が講習された。これを統括されたのが、前川教

授であり、講習会が開かれたのが東京に次いで全

国で２番目である。東京都の人口に比較して山口

で 200 人くらい集まったということは人口で比

較すれば随分大規模な活気のある講習会であっ

た。時代の流れもあり、今後は学校に必ず設置し

なければならなくなるのではないか。値段は 10

万円位である。10 万円くらいなら PTA の会費で

なんとかなるのではないか。あとはそれをいかに

うまく使いこなすかということである。それに関

して実地研修は県医師会も積極的にやっていこう

と考えている。この委員会でもそのような方向で

お願いしたい。県にもお願いしたい。

保健体育課：研修は、学校現場の職員からのニー

ズが高いし、AED も意識としては必要であると

考えている。日本赤十字に昨年度、問い合わせた

時にはまだ研修プログラムを組んでいる段階であ

り、すでに研修プログラムを持っているというこ

とで、案内をいただければ広く参加をよびかけた

いと思っている。

2　中国地区学校医大会（中国四国学校保健担当
理事連絡会議）について

　平成 17 年 8 月 7 日（日）の 11 時から 12 時

50 分まで中国四国学校保健担当理事連絡会議が

あり、その後中国地区学校医大会が 13 時から

16 時 20 分まで開催される。ぜひ各委員のご出

席をお願いしたい。

　なお、中国地区学校医大会での山口県の研究発

表では、砂川先生が山口県での学校心臓検診シス

テムについての報告をされる。

3　学校医研修会について
　平成 17 年 11 月 27 日（日）に予防接種の研

修会と同時に学校医研修会を開催する。委員の先

生がたより意見を提出していただき、テーマは「小

児の脳の発達」「性感染症・性教育」のどちらか

いうとうことで、講師をお願いする予定である。

4　学校・地域保健連携推進事業について
保健体育課：17 年度の事業計画ということで昨

年度の事業を引き継ぎつつ、さらに充実したも

のにしたいと考えている。本年度医師会からは理

事の杉山先生と４科の先生の参加をお願いしてい

る。さらに今年度は保護者の方を委員としてお願

いした。いろいろな行政の部署で同様な事業を

持っているので各課の連携ということで学事文書

課、健康増進課、児童家庭課にも入っていただく。

今までにプラスして大きく「学校専門医相談事業」

という事業を新たに加えた。多岐にわたる問題に
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対応するために学校専門医として 4 科の先生方

にお願いした。どういう体制にするのかがまだま

だ課題であり、ご意見をいただきながら良いもの

にしていきたいと思っている。6 月 9 日に会議が

開催される。

県医：日本医師会側からくる情報と教育委員会側

からくる情報とギャップがあって本当のところが

よくわからないところもあったが、一年経過し少

し理解できた感じである。もともと第一線の養護

教諭の役割が大事であり、国の事業では健康相談

活動というのが３年位継続して活動していた。今

年度から「学校地域連携推進事業」が始まり、一

種の車の両輪とも考えられるが、日医サイドの

意見では、これは新規事業であり養護教諭の研修

は大事であるが、もう基礎ができているのである

意味全予算をこの事業に使いたいという主旨もあ

る。日本医師会としてはモデルケースにしたい要

望があるそうで、県医師会としては一生懸命頑張

ってこの事業を定着させたい。

　最初は、各学校に４科（精神科・産婦人科・整

形外科・皮膚科）の相談指導体制を作るわけであ

り、理想としては、4 科の学校医を追加した体制

を構築したい考えである。

5　平成 16 年度児童生徒の心臓検診の結果につ
いて

保健体育課：平成 15 年度から新しい心臓検診シ

ステムが始まり、県医師会心臓検診検討委員会で

とりまとめていただいている。学校に集計方法の

見直しを依頼する時期だが、現在は今までと同じ

方法で依頼している。

　小１、中１、高１の必須学年の受検者数の内、

要精密者は小１で411人、3.14％、中１で498人、

3.74% 、高１で 317 人、3.10% と昨年度と比較

して要精密検査者率が上がっている。文部科学省

の率と比較すると小学校では全国平均を少し上回

っている。現在心電図検査もいろいろな業者の委

託契約が毎年変わることに原因があるのかもしれ

ないが、なぜ要精密検査者の数が上がったのか不

明である。

　受診票の管理区分や、重複記入や記入漏れもあ

るかと思われるが、この統計を採った段階でも数

の整合性がとれなくて、確認作業を行うが、その

作業も十分できない状況あった。実際にＡ・Ｂ・

Ｃ・Ｄ・Ｅ・管理不要の合計と術後、既往、新規

発見の合計がイコールでない場合はすべて不明と

いうか管理区分の確認が不十分と考えていただき

たい。今回は既管理者、追跡検診者も周知徹底さ

れてきているようで川崎病の数がかなり増えてき

ている。また、疾患に関するデータは学校心臓検

診検討委員会でまとめられたもののほうが正確で

あろう。

委員：これは教育委員会単位で出ているが、心臓

検診検討委員会では学校単位、何人受けてどのよ

うな結果であったかを調査していきたいと思って

いる。

県医：要精密検査率が高くなったため、一次検診

を受ける業者の精度管理をもっと追及していただ

きたい。他より率が高い業者は考えないといけな

い。

県医：小学校の一年生の新規発見で VSD 、ASD 、

PDA はこのぐらいの発見率であろうか。

委員：これらの異常を本当は乳幼児健診レベルで

チェックしておきたいと思うが、これが現実であ

ろう。

県医：PDA などは心電図で発見可能か。

委員：軽いと分らないであろう。聴診ということ

になると思う。これらが全部心電図でひっかかっ

たということではないと考える。問診等も含まれ

ているのではないか。

委員：VSDは既往者が小学校1年で36名あり、「自

然閉鎖があったとかつて言われた」と保護者の方

が問診票で取り上げているのかもしれないが、そ

うなってくると中学校でも、かつて VSD といわ

れて自然閉鎖したということになるが、この辺の

取り扱いも今後の検討課題となる。

委員：このあたりも微妙であり、欠損孔が小さい
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と日常生活に問題がないということで手術を勧め

ないという方々がいる。その一方で長期的なめで

見るとデメリットが発生する可能性があるという

ので積極的に勧めているというところもある。精

密検診をする医師により患者さんに対する指導、

言い方が変わってきていると思われる。これは医

師自身のヒストリーに基づく部分があると思われ

る。できればこれから標準的な考え方を持ってい

ただければ良いと思っている。後は手術をしてい

ない状態で心臓病を持っている児童・生徒に対し

てはそれが長期的にどんな問題が起こるか指導し

ていかなければならない。

県医：例えば幼稚園や保育園で心雑音があった。

去年は何もなかったが、無害性だと考えられるが、

一応検診を勧めたほうがよいのか。

委員：そのあたり微妙なところがあり、一年前

に聞いたときと全く条件が同じかという問題が

ある。年齢が前回は 3 歳で今回は 4 歳だったと

すると診察室に入ってくる前に走りまくっていた

ら、おとなしく聴いてみると多少脈拍が多いと、

そうなると比較的雑音が聞こえやすいということ

はある。もう一つは貧血で心雑音というのがある。

去年聞こえなかったが、今年聞こえたというのは、

その一年間に器質的な心疾患が発生するというの

は今の時代ほとんどないであろう。あり得るとす

ればリウマチ熱のようなものである。

6　山口県子供会安全会について
委員：小学校とくに高学年で夏の屋外で骨折とい

う事例が増えている。この安全会は一種の医療保

険の役割であり、ケガが起こったときに診断書に

あたる書類に医師の署名・捺印が必要になってく

るが、費用が山口県医師会の計らいで安くできる

だろうか。診断書だと費用が高くなるので一般の

証明書扱いの値段にして頂きたい。

　主体は小学生、中学生だが、保護者も対象にな

る。この活動は保護者が協力しなければいけない

ので保護者もカバーの対象になる。保険会社は入

ってなく、子ども会安全会が独自に行っている。

医師会の先生方にこの事案があった場合、証明書

扱いにしていただきたい。

県医：今後の検討事項とすることとなり、協議事

項として提出をお願いした。

7　その他
委員：学校医の手引きの中の消毒に関すること

で、備えなければいけない器具のところに、手洗

い鉢・手洗い鉢を支える下の台というものがある。

これは学校保健法では記載がなく、膝から下のこ

とに関してはあまり消毒に関して言わないという

点と、流水で洗うということにして表からこの記

載を外していただきたい。

　消毒に関しては、記載が昔のままであり、今

後、学校医の手引きの改正に関しての検討課題と

なる。

委員：５歳児健診がもし可能な場合には、所定

の予防接種をしていない場合入学ができないかも

しれないというアラームを鳴らすことが可能であ

る。また、ツ反廃止の予算を５歳児検診に充てる

ということを、小児科医としては希望している。

県医：これも郡市医師会と行政のタイアップで物

事をすすめていくべきで、これを県医師会の主導

で全県下すべて進めていくのは難しい。ぜひ郡市

医師会に働きかけて、行政にお願いしていただき

たい。県医師会も県行政にお願いしていくつもり

である。

委員：５歳児健診をやっている市町村は全国にい

くつあるのか、実際に何をやっていいのか分から

ないところがある。今マニュアルを作成中だが、

山口県も是非協力していただきたい。今年中には

完成させていきたい。

木下副会長　挨拶
　今日の議論の中にもあった、例えば、医師と教

師の立場の主張に垣根があるということは、本来

の目的である子ども達のためにという視点が欠け

ていることに一因があると思われる。基本は子ど

も達のためにという考え方がとても大切である。

このことを忘れずに活動していただきたい。今日

は貴重なご意見をありがとうございました。
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郡市医師会看護学院 ( 校 ) 担当･教務主任合同協議会

と　き　　平成 17 年 6 月 2 日（木）午後 3 時～ 5 時

ところ　　県医師会館

[ 報告：常任理事　西村　公一 ]

冨金原敏子

小林　聖子

西村　公一

正木　康史

田中　豊秋

出席者

吉南医師会　 田邉　　完　

吉南准看護学院 永堀ひろ子　

厚狭郡医師会　 吉武　和夫

厚狭准看護学院 栁屋　靜子

下関市医師会　 頴原　　健　

下関看護専門学校 吉森　泰子
黒田　さとみ

宇部市医師会　 永井　理博　

宇部看護専門学校 大沢　和恵
中本　千代　

萩市医師会　 堀　　哲二　

萩准看護学院 中村登志子

徳山医師会　 福山　　勝　

徳山看護専門学校 羽嶋　則子

防府医師会　 打平　信子　

防府看護専門学校 新谷　幸江
小島　理枝子

小野田市医師会　 瀬戸　信夫　

小野田准看護学院 武重　元子

柳井医師会 桑原　浩一　

柳井准看護学院 常原　順子

協議事項
1　学院 ( 校 ) 運営状況について
　平成 17 年度看護学院（校）に関する基本調査

（平成 17 年 4 月 20 日現在）によって、受験者数、

応募者数及び入学者数については、この数年、各

校ともあまり変化はない。生徒の医療機関への所

属状況は、准看護師課程では 32％が所属をして

いない状況であり、受入医療機関の減少が続いて

いるように思われる。看護師 2 年課程ではほと

んどが所属をしている状況である。

　平成 16 年度卒業生の卒業後進路状況調査によ

ると、准看護師課程では卒業生の 50％が就職し、

そのうちの 93％が県内に就職している。看護師

2 年課程では卒業生の 83％が就職し、そのうち

の 84％が県内に就職している。医師会立看護学

院（校）は例年と同様に卒業生の県内定着に大い

に貢献していることがうかがえる。

　山口県医師会事業計画の医療従事者確保対策予

算として、看護職員等研修会助成も継続する。日

医の医師会立准看護師養成所助成金についても今

年度は従来どおりであるが、今後は一律に助成を

行わない状況のようである。

2　バレーボール大会について
　今年度の第 30 回県下医師会立看護学院（校）

対抗バレーボール大会は、小野田准看護学院、小

野田市医師会の引受で、平成 17 年 7 月 3 日（日）

に県スポーツ文化センターで開催されることとな

り、大会の実施要領について、小野田准看護学院

の担当者から説明が行われた。

　また、18 年度については、萩准看護学院、萩

市医師会が引受で開催されることとなった。その

後の引受については、学院（校）の規模等を勘案

して決定していく方法等の案が出されたが、継続

して検討していくこととなった。

医 務 課

県医師会
常任理事

理 事
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3　各学院からの意見要望について
（1）入学志願者に対する健康診断等の取扱いに

ついて（徳山）
　このことについては、文部科学省より「入学選
抜の際に、健康診断書の提出を求める取扱いを、
廃止あるいは大幅に緩和する方向で、引き続きそ
の見直しを行うことが望ましい。」等、通知が来
ているが、各校どのように対応されるかご意見を
うかがいたい。

　各校の健康診断の対応については、項目を簡略

化した学院、取りやめた学院、従来どおりの項目

で実施した学院等の区々な対応であった。また、

看護学院という立場から、入学時の健康診断は必

須ではないかとの意見もあった。

（2）看護教員養成講習会について（徳山）
　例年、他県で開催されているため、講習会受講
を申し込んでも、受講人数を制限される等の不都
合が生じている。また、今後の看護学院の定員増
等にも対処するため、看護教員養成講習会を山口
県で開催していただきたい。

　県医務課は「同講習会については、過去、4 年

ごとに山口県で開催してきた。前回開催が平成

14 年であるため、来年度に山口県で開催できる

かどうか調整中である。開催にあたっては国の補

助を受けるため、受講者 30 人以上等の要件を満

たす必要があり、今後も調整を続けていく。」と

説明。県医師会としても県内での開催に向けて要

望していく。

（3）個人情報保護法について（防府）
　個人情報保護法の施行後、「学生が実習場所か
ら誓約書を書かされる」「受け持ち患者の同意書
を書くようになる」等の変化がみられる。また、
学校としてどのような責任を考えているのか質問
されているが、他校はどのように考えているか伺
いたい。併せて、実習施設からの反応もうかがい
たい。

　同法の施行にともない、実習施設等から個人

情報保護に関する対策や医療情報が漏えいした場

合の責任の所在等についての問い合わせが各校に

寄せられている。また、同法に対する厚労省から

の具体的指示もないため、対応についても各校で

区々であった。

　この問題について、日医と県医師会で検討した

ところ、「実習施設（医療機関）が看護学校に対

して、実習を受け入れるという契約が存在するた

め、実習生が個人情報を漏えいする等の事態を想

定し、損害賠償について申し合わせた合意書（契

約書等）を作成することが有効」とした。

　実習生に対しても、「守秘義務を規定する誓約

書を看護学校及び実習施設が個別に取り付けるこ

とが有効」とした。
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会長挨拶
　今日は医療情報システム委員会にご出席いただ

きまして、ありがとうございます。今日は挨拶を

もって、情報システムを全体的に整理してみたい

と思います。国の方針として、平成 13 年に策定

されました E ジャパン戦略では、5 年以内にわが

国は世界最先端の IT 国として目標を立てて取り

組んで、その結果バンドサービスが世界でもっ

とも低廉で且つ高速となっているという事であ

る。家庭でのブロードバンド接続は 67％を超え、

3000 万人以上と、北米の 32.4％を大きく上回っ

ています。政府はインターネットの利用人口も増

え、情報通信ネットワークと国民とのかかわりも

強くなり、いつでもどこでも誰でもネットワーク

を活用するユビキタスネットワークが実現し、将

来的には技術が人に優しくなり、安全安心な暮ら

しや高齢者障害者が元気に参加できる社会作りに

生かされていくとしています。日医でもこれまで

都道府県医師会や郡市医師会のインターネットを

主体とする医師会総合ネットワークを構築してい

ますが、さらに会員のため、また、地域医療に貢

献する事を念頭において、施設の IT 化に不可欠

なものを見極めてコンテンツとして提供するとし

ています。山口県におきましては県下に張り巡ら

された光ファイバー通信網「山口県スーパーネッ

トワーク」を利用するシステムとして、平成 14

年度から構築されている山口医療情報ネットワー

クシステムの普及に向け、県医師会として努力を

しております。この山口県医療情報ネットワーク

は管理面、セキュリティ面で安全性を確保された

ネットワークであり、個人情報保護法が実施され

た中、その重要性は増しています。しかし、この

ネットワークのセキュリティは必ずしも万全とは

いえないと思います。医療は情報の宝庫であり、

またその運用についても慎重の上に慎重をきたさ

なければならないという事はいうまでもありませ

ん。一方で保健医療福祉における情報の共有を満

たすメリットとデメリットを検証していく必要が

あると考えています。ゆっくり急ぎながら進める

べきと私は思います。今日はいろいろな協議があ

るようでございますので、活発な議論を期待して

います。

１．日医の報告（加藤理事）
　　会報 5 月号（No1937）を参照。

２．県医師会の FAX 通信網の整備について
　月1回の会報発行に対応するべく、郡市医師会、

会員に早急に伝達が必要であるという文書（緊急

性判断は担当理事）について、県医師会から会員

医療情報システム委員会

と　き　　平成 17 年 6 月 9 日（木）　14 時～ 15 時

ところ　　山口県総合保健会館 1 階 第 3 研修室

[ 報告：常任理事　吉本　正博 ]

委　　員

県医師会
会 長

副 会 長

常任理事

理 事

藤本　俊文

瀬戸　信夫

栗栖　敏嘉

赤司　和彦

坂本　邦彦

藤原　　淳

上田　尚紀

吉本　正博

井上　裕二

加藤欣士郎

弘山　直滋

出席者
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へ直接 FAX で一斉送信するシステムを 10 月か

ら実施（現在下関市医師会が実施中）する。株式

会社ネクスウェイと提携、基本料金は月 3000 円

で1枚送信23円。このシステムを導入する事で、

情報を即座に配信でき、また、発送コストなども

削減が可能である。委員よりパソコンの FAX 機

能を使えばより速く安価ではないかという質問が

出されたが、それでは送信に時間がかかる。この

一斉 FAX だと、5 、6 分で 2000 件を送信可能

である。

3 ．医師会の情報ネットワーク化の促進について
　医師会の医療情報ネットワークを促進するた

め、電子文書化、県医師会メーリングリストの登

録促進、県医療情報ネットワークシステムへの移

行について取り組む。先日、某郡市医師会より、

県医師会からの文書をメールでほしいとの要望が

あった。県医師会はメール配信を希望する郡市医

師会に対応することにした。

　また、県医師会 HP に電子文書室を設置する。

これは定期的に送る通達文書を PDF 文書で掲載

するものであるが、会員周知文書を原則として、

個人名が書いてあるものや、公開になじまない内

容のものは掲載しない。現在試験中である。

　県医師会のインターネット・サーバーを県医療

情報ネットワーク（Yamame-net）内に移行する

方向で現在検討中である。Yamame-net はシステ

ムの管理面、セキュリティ面で一般インターネッ

ト回線を利用するより、より安全性を確保するこ

とができるからである。現在一般インターネット

回線で結ばれている県医師会と郡市医師会をこの

Yamame-net で結ぶ作業を行っている。郡市医師

会には救急端末があり、それを使えば Yamame-

net が利用可能であることがわかった。ただ郡市

医師会内の救急端末は現在利用されておらず、正

常に Yamame-net に接続できるか検証が必要で

ある。現在 9 月をメドに県医が確認中である。

　Yamame-net にサーバーを移行するメリットは

セキュリティが確保されることであるが、井上理

事（山大医療情報部教授）によれば、そのセキュ

リティ・レベルは住基ネットレベルとのことであ

る。その他のメリットとしては、運用コストの軽

減、多数のメーリングリストを構築できることが

あげられる。県医会や郡市医会のメーリングリス

トあるいは同好の士のメーリングリスト等、多く

の希望に沿えることになると思う。
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医療情報
システム委員

NTT データ
NPO法人山口健康福祉NW機構
医務課

　上田副会長の挨拶の後、現在までの各地区での

検討内容、活用状況等について報告を行ってもら

った。

小野田地区（藤村）
　小野田地区は病診連携に重点を置いて検討を

行ってきた。空きベッド情報の入力は 8 病院の

うち 7 病院がほぼ毎日新しい情報に変わってお

り、非常に役立っている。問題点として、紹介状

の作成や患者紹介に時間がかかりすぎである事が

挙げられる。山口労災病院を例に挙げると、過去

3 か月でネットワークを経由して紹介状が来たの

が 0.8％で、14 件であった。FAX による紹介が

約 24％で、残りが直接紹介状を持ってくるとい

うのが現状である。現段階では、このネットワー

クシステムに興味ある人しか参加していない。

萩地区（亀田）
　昨年は、ネットワーク構築の為の準備に力を入

れてきた。少数でスタートし、あとから追従とい

う形をとった。また、萩ケーブルテレビ回線を使

って接続する話が進んでいる。萩では地域リハが

先に走っているので、今後地域医療連携と地域リ

ハを融合させる方向で模索して行こうと考えてい

る。

岩国地区（小野）
　岩国地区は現在、8 病院のうち 5 病院、104

診療所のうち 30 診療所が参加を希望している。

さらに、行政機関として岩国健康福祉センターが

参加している。しかし、現在接続できているのは

4 件だけである。昨年、医療情報ネットワークに

ついて、会員の先生方にアンケート調査を行った

ところ、110 機関のうち 80 機関が回答してくれ

た。86％の先生がパソコンを持っておられ、そ

のほとんどが Windows とのこと。また、毎日、

あるいは時々インターネットを閲覧しておられる

先生が半分以上と、思ったより多いという印象を

持った。昨年までは、インターネット接続回線は

ISDN という低速回線が半分を占めていたが、今

は大多数がブロードバンド回線となっている。山

口医療情報ネットワークについては大多数の先生

方が興味を持っておられることがわかった。

　岩国地区では以前から、ダイヤルアップ接続で

検査センターから各医療機関に血液生化学検査結

作業部会 小野　良策

吉岡　春紀

坂本　邦彦

野口　高昭

河野　通裕

亀田　秀樹

綿田　敏孝

藤村　嘉彦

出席者
藤本　俊文

瀬戸　信夫

栗栖　敏嘉

赤司　和彦

藤原　　淳

上田　尚紀

吉本　正博

佐々木美典

井上　裕二

弘山　直滋

県医師会
会 長

副 会 長

常任理事

理 事

医療情報システムネットワーク作業部会

と　き　　平成 17 年 6 月 9 日（木）　15 時～ 17 時

ところ　　山口県総合保健会館 1 階 第 3 研修室

[ 報告：常任理事　吉本　正博 ]



平成 17 年 7 月 山 口 県 医 師 会 報 第 1739 号

607

果を配信するシステムがあり、現在 30 数医療機

関が利用している。このシステムでは、自分の診

療所に送られてきたデータを蓄積活用が可能であ

るが、専用のソフトをインストールする必要があ

り、コスト面も含め、やや煩雑である。また、検

査センターのネットワークと医師会病院内のネッ

トワーク、情報ネットワークを経由した各診療所

の端末をネットワーク上で結ぼうという試みをし

ているが、セキュリティの面からやや遅れている。

玖珂地区（吉岡）
　玖珂地区では、山口県医療情報ネットワーク

に参加するよう、会員に働きかけているが、現実

は私の病院だけである。玖珂では独自のネットワ

ークを作っており、メーリングリストを持ってい

る。また、岩国との連携という事で、岩国玖珂メ

ディカルネットワーク（KIMNET）を作った。最

初は参加者が少なかったが、最近では 150 数名

となった。こういうネットワークがあるので、山

口県医療情報ネットワーク内で山口県全体の話を

するのはあまり必要ないのではという理事の声も

ある。また、山口県内のイントラネットで情報を

入手するより、もっと広くインターネットから情

報を入手するほうがよいのではないかなと思って

いる。

下関地区（赤司）
　下関地区では 4 基幹病院に情報ネットワーク

参加を呼びかけた。その結果、厚生病院、市立中

央病院、済生会病院が参加した。関門医療センタ

ーももうすぐ参加予定となっている。3 月ごろ、

4 病院の病診連携の担当者と話し合いをし、NTT

データに診療情報提供書の下関版を作ってほしい

と依頼したが、まだ返事がない状況である。診療

報酬提供書を作るソフトに、4 病院の外来診療情

報を入れてもらって、ボタンを押せば診療科、医

師名までが選択できるようにしていただきたい。

情報ネットワークへの参加については、下関市医

師会の優れた集配システムなど、ほかの方法での

情報交換が既にあるので、ネットワーク参加数が

非常に少ないのが現状である。

豊浦地区（永山：当日欠席で原稿）

　豊浦地区では、2 月 19 日に県庁医務課と NTT

データに出席していただいて、学術講演会を行っ

た。出席者は約20名でまずまずの人数であった。

当日は 4 台のパソコンを用いて、実践的な内容

でわかりやすく好評であったが、時間が足りない

事が残念であった。

　その後の動きであるが、残念ながら豊浦郡地区

でこのネットワークに参加される動きが見られな

い。原因のひとつとして、豊浦郡医師会と下関市

医師会の合併の問題があるのではと思っている。

会員としてはどうしてもこの問題に関心が行って

しまいがちで、ほかのことがおろそかになってし

まう状態だからである。この問題が落ち着けば、

ネットワークにも関心を持っていただけるのでは

ないか。

徳山地区（坂本）
　検査データ、画像データの配信については、徳

山地区ではメーリングリストや耳鼻科の有志のリ

ストを使って、ネットワークを作っております。

画像については徳山医師会放射線部からディップ

ファイルにして取り込む事ができるようになり、

非常にきれいな画像が速く届く。これを具体的に

グループ化し、他の病院の放射線部からの画像デ

ータを会員に配信するという事はすぐにでも可能

である。検査データについては、まだ検査センタ

ーのコンピュータと山口県情報ネットワークをつ

なぐためのシステムの予算を取っていないが、機

種を選んで見積もりを出すのはすぐにでもできる

状態になっている。

徳山地区（野口）
　徳山の検査グループでの画像と検査のデータの

メーリングリストを大体 10 から 20 の医療機関

に声をかけたところ、大部分の方が興味を持って

くれた。昨日、実際にサンプルデータを送っても

らい、どのくらいのスピードでファイルを落とせ

るか、そのファイルを患者に見せるのにどのくら

いかかるかを試してみた。大体 3 、4 分くらいで

あった。したがって、若干準備に時間はかかるが、

画像データは非常に現実的なものであると思う。

データを送り出す側がどの程度手間がかかるかに

ついては電子会議室を使って聞いている。耳鼻科
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全体を網羅するメーリングリストを作っており、

大体 90 施設、46 名の参加がある。そのなかで

アンケートをとってみたが、半分の方はブロード

バンド回線に接続していた。25％がまだ ISDN 回

線を使っており、いずれ ADSL 回線に移行したい

と考えており、その時点でぜひ参加したいという

ことで、実際大急ぎで NTT に申し込まれた方も

おられる。残りの 25％の方が今からインターネ

ットに接続するという方で、大体 16 名。

　その後ディスカッションに移った。病診連携シ

ステムでの紹介状の作成であるが、診療しながら

紹介状を書いていて、途中で中断している紹介状

の内容が消えてしまう。この件について、紹介状

の内容を一時保存できないかという要望が出され

た。現行のシステムは 30 分間全く利用しないと

自動的にログアウトする仕様となっている。また

作成中の紹介状を一時保管する機能は持っていな

い。したがって当面の対策としては、別のソフト

（ワープロ等）で作成した紹介状をコピー＆ペー

ストで書き込むということで対処するしかないと

のことである。しかしこれについては改善の余地

があると思われる。

　下関市の赤司先生の提唱した下関版診療情報提

供書作成システムとは、紹介する病院を一覧表か

ら選択し、診療科目を選択すると、その科の担当

医師の一覧が表示されるようなシステムである。

あらかじめ担当医師の名前を調べる必要がなくな

り、また一覧された担当医師の中から特定の医師

名をクリックすると、その医師の卒業年、卒業大

学、得意とする専門領域等が表示される。ただ便

利でそうに思われる反面、紹介する医師はだいた

い決まっているので、ある程度カスタマイズでき

るシステムの方が使い勝手が良いのではという意

見もあった。

　二次医療圏単位でそれぞれの特性にマッチした

システムにできるが、山口県の医療情報システム

なので、あまり各地域に特化ばかりしてもいけな

い。こういう会を開き情報を交換することで、そ

ちらのやり方は良いので、こちらもそのやり方で

いこうというように、できるところは標準化する

と良いという意見や、高齢者なども簡単に使える、

いわゆる万人向けのシステムを業者には作ってほ

しいという意見等々、建設的で有用な意見が多数

出された。時間の関係で意見をまとめることがで

きなかったが、今後もこの作業部会を通じて、山

口県医療情報ネットワークを使い勝手の良いもの

とし、多数の会員に利用してもらえるように検討

を重ねたい。

　病院内のシステムに関することとして、情報が

連携室でストップし、勤務医までいかないという

問題も提示された。某病院のある先生は病院がネ

ットワークに入ったので、自分も入ったが、しか

し連携が取れていないとのこと。勤務医の先生自

身にまで繋がるネットワーク作りが大切である。

普段使っている診察室にあるコンピュータに接続

していないと、今後進展しないとの意見も出た。

これに対し、病院間を結ぶものは不十分なところ

もあるが、山口県医療情報ネットワークで行う部

分と病院内で行う部分をどう振り分けるかを整理

しなければならないと、井上理事。
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広域予防接種運営協議会

と　き　　平成 17 年 6 月 9 日（木）

ところ　　県医師会館

[ 報告：常任理事　濱本　史明 ]

木下副会長挨拶
　ご承知のとおり山口県における予防接種の広域

化というのは平成 13 年の 11 月、12 月の会議で

方針が示されまして、14 年度に一年かけまして

具体化に向けて準備したわけです。15 年度 4 月

から乳幼児と老人のインフルエンザと乳幼児予防

接種が広域化されました。それが児童生徒にも拡

大していきました。その流れの中でこの運営協議

会が果たした役割も大きく、この度も活発な議論

を期待しております。よろしくお願いいたします。

健康増進課長挨拶
　山口県全体の予防接種に多大なご尽力をいた

だいておることを感謝申し上げます。木下副会長

が述べておられた流れを経て、予防接種を県内の

方々に受けていただくことができることは大変重

要なことであると県の方でも認識しております。

啓発活動等を含めてサポートしていきたいと思っ

ております。

協議事項
1　広域予防接種の現状について
県医：中四国連合総会の協議事項として提出され

たが、あまり利用者がいないという意見もあるが、

以前から始めた高知県などはかかりつけ医が市町

村以外にいるということでかなり増加していると

肯定的な意見がかなり多い。それから広域化を始

めて困った点であるとか、問診票の問題、今度は

個人情報保護法が絡んでくるのでそのようなこと

で困った点などがあるだろうか。

担当理事：利用状況の理由に、その他がかなり多

いので、この内容がもう少し分類できたら意義が

ある。

大 島 郡
吉　　南
厚 狭 郡
美 祢 郡
阿 武 郡
豊 浦 郡
下 関 市
宇 部 市
山 口 市
萩　　市
徳　　山
防　　府

嶋元　　貢

利重　恭三

溝部　源之

吉崎　美樹

前川　恭子

木本　和之

末永　眞次

木畑　和正

太田　貴久

岩谷　　一

谷村　　聡

蔵重　秀樹

下　　松
岩 国 市
小野田市
光　　市
柳　　井
長 門 市

山本　　薫

毛利　久夫

砂川　　功

守友　康則

松島　　完

梶山　公則

出席者

県健康福祉部健康増進課
 課長 名越　　究

 主任技師 宮下　洋一

鈴木小児科医院
  鈴木英太郎
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担当理事：防府市はポリオをどこでも接種可能に

したわけだが、他の市との広域化ができないでい

るため、ポリオも広域化にしていただきたい。

県医：県医師会としてはポリオも広域化になるの

が一番良いと思っているが、厚労省ではポリオも

個別接種で尚且つ、1 か月以内に行うようにと、

無理なことを言っている。それはあまりにも現状

にそぐわないと思うが、集団であれば 1 か月で

接種できるが、個別にして 1 か月で済ませるの

は無理である。

鈴木：短期間にしてほしいのは周囲にウィルスを

散らすことを危惧して、国が指示を出しているの

だが、そういう症例は極めて稀である。現実には

そういう心配がないことがだいぶ分かってきた。

そういうことから考えても広域にしても問題はな

いと思う。しかし、ポリオは健康被害が最たるも

ので、一旦健康被害がでると市町村を越えて障害

が出た場合のコミュニケーションとか、事故対策

委員会設置とか担当行政のほうがやりやすいのは

実際あると思う。ある市でもポリオの健康被害が

発生しましたが、その市で接種して健康被害が起

こっているわけだから対応はスムーズにできてい

た。そういうことを頭に入れておかれたら広域も

問題ないと思う。

　不活化ワクチンの治験は随分行われているが、

なかなか国が求めるようなプロトコールが進んで

ない。なぜかというと国によってポリオの接種回

数が異なるからで、日本は生ワクチンを 2 回で

打っていたから、不活化ワクチンも 2 回打つと

いう、その位の考えで実験計画できたわけである。

外国は 3 回とか 4 回が多かったわけで、そのプ

ロトコールの設定が非常に悪く、厚生労働省では

その辺が問題になっているわけである。

担当理事：周南市では一昨年からポリオを個別接

種で行っているが、神谷先生という方が通年性で

行っても良いというようなことを明文化されて本

も出されている。根拠としては、一部を通年性、

ある地区は春と秋しか接種を行っていないが、隣

の地区でポリオの麻痺が増えたことはないと書か

れている。それと、予防接種ガイドラインが変わ

り、1 か月限定となったが、厚生労働省は「今ま

でどおりやられて結構です」という回答をもらっ

ている。厚生労働省も混乱しているのではないか。

そういうことも含めて県のほうで、もう一回広域

化について考えられたら良いと思う。個人的には

ポリオの広域化も行っていただきたい。

担当理事：長門市はまだ集団で接種している。二

種混合と日脳がやっと個別化になり、広域化に参

加したわけだが、それでもやはりワクチンがひと

り用に用意されてない。0.5 ㏄を一人分しか使わ

ないとか予約していても毎日来ない。最初私は全

体量１cc を使っていたわけで、１人 0.1cc しか

使わないので、後は廃棄してしまうことになり、

とても非経済である。ポリオも同じことが起こる

のではないかという危惧がある。

鈴木：不活化してワクチンを打つというのは過去、

はしかで行ったわけだが、異形麻疹を派生して問

題になって廃止になった。ポリオもそんなにうま

くいくかどうか未知数なところがあり、そのよう

な問題点を含んでいる。もう一点は個別と広域化

の件だがポリオの生ワクチンの扱いが難しいので

よく熟練していないといけない。市町村の境界あ

たりの住民も多く、地域を越えてかかりつけ医で

接種を行うのが、個別接種をやっていれば柔軟に

考えても良いのではないか。

県医：次回は行政の方に来ていただくのでそのと

きにポリオの広域化も含めて実現に向けて検討し

ていきたい。

２　平成 17 年度の広域予防接種について
県医：高齢者のインフルエンザの期間について。

鈴木：インフルエンザは問題の多いワクチンでは

あるが、流行前に接種しているのが理想で、年内

に行いたい。

県医：11 月から 2 月いっぱいで接種を行うのが

統一した意見として市町村に伝えたい。

担当理事：高齢者以外のインフルエンザの料金が



平成 17 年 7 月 山 口 県 医 師 会 報 第 1739 号

611

バラバラであるので患者さんに混乱が起こってい

る。値段は決められないとは思うが困っている。

県医：高齢者以外は自由診療であるので、自由診

療の部分の接種料金を標準化することは難しい。

3　その他
日本脳炎の問題
鈴木：問題が 2 つあり、1 つはワクチンそのもの、

もう 1 つは疫学的なものである。

　ワクチンそのものの製造方法でマウスの脳を利

用するが、何らかの物質的な動きがあるのではな

いか。山口県の場合、徳山で副反応があった。最

近では組織培養によるワクチンが作られている。

化血研と阪大微研である。化血研の製造方法はク

ロマトグラフィをかけるし、精製も２段階でやる

ので精製度が高い。しかし、近い将来接種再開は

１年や２年では難しいかもしれない。

　2 つめは日本脳炎そのものの疫学がよく分かっ

ていない。日本脳炎のワクチンを接種して患者数

が減っているのか、他の理由で減っているのか分

からない。韓国ではワクチン接種を行っていない。

結果は一緒である。それから治験を行ったが、乳

幼児の小さな時期は抗体を持っていないので、危

ないのは幼児か高齢者である。高齢者は免疫が落

ちて感染する。また、最近日本脳炎の患者を診た

医師は少ない。患者が減っているのはワクチン接

種で減っているのか自然界の何かの流れで減って

いるのか不明である。

担当理事：日本脳炎ウイルスが弱毒化していて、

感染しても症状を見逃しているのではないかとい

うことを広大の先生が指摘されているが。

鈴木：私自身調べてはいない。日本脳炎にかかっ

て発病するのは昔では 1000 人に１人。弱毒化か

どうか分からない。３種混合（DTP）接種を止め

て岡山では百日咳が発生した経緯もあるので、厚

労省は日脳ワクチンをすぐには完全に止めないで

あろう。北海道の人は接種しないので、住民は日

本中動き回るしそういうことを考えると矛盾して

いる。しかし、日本脳炎のウィルスがいないわけ

ではない。

担当理事：ところで山口県では日本脳炎を中止と

いう表現は適当ではないのではないか。希望され

る方もいる。よく説明して同意書、説明書を用い

て広域化、公費で行うことは維持していただきた

い。

担当理事：日本脳炎を中止しろという意見が長門

市にあったので統一した意見を決めて頂きたい。

県医：市町村に問い合わせしてから決めていきた

い。同意書と説明書にサインを頂いて接種する。

日本脳炎に関しては見合わせながら患者の希望が

あれば行う。まず患者に説明してから行う。厚生

労働省が積極的に勧められないという見解を出し

た中でそれに同調するような結論が得られたのは

至極当然だと思う。予防接種自体が公衆衛生上の

必要性と危険度を勘案しながら行うが、私も中止

という強い言葉ではなくて接種を積極的にはお勧

め出来ないという立場でよいと考える。新しいワ

クチンが出来る可能性があるのでそれを待つとい

うスタンスで良いのではないか。

県医：BCG 接種が 6 か月に達するまでで、それ

以上は公費ではできないことになっている。雪下

常任理事の説明では、なぜ 6 か月までなのかと

いうと、髄膜炎と粟粒結核を防ぐためにはこの位

までやっておけば良いだろうということで決定し

たのではないか。その後は BCG を逃してもすぐ

結核感染に直接結びつくということはなく、乳幼

児のこの２つの病気を防ぐためにこの期間になっ

たであろう。自然災害のような事情でないと定期

接種期間を延長できないと書いてある。文書には

できないそうだが、やはり医学的理由で長期入院

とか、未熟児とかで６か月以内に BCG 接種がで

きなかった場合、医師の診断書と証明書があれば

定期予防接種と同じ扱いにしてくれということを

日本医師会は要望している。行政も理解してくれ

ているが、文書にはできないそうである。診断書

になると自由診療になり、料金がかかるので資料
のような証明書 ( 案 ) を小児科医会で作られた。

この証明書を利用し料金を取らないでいただきた

い。
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県医：行政は一律に OK を出していないので、6

か月以後の BCG 接種を行う時は、必ず関係市町

村に問い合わせていただきたい。

担当理事：昨日、行政との協議で、他の 13 市に

問い合わせたがどこも認めていないということで

あった。その理由は医師の判断でという文言で判

断の基準が分からないということであった。医師

の判断基準をこの協議会で出していただければ、

認めるように検討していくが、今のところ他の市

が認めていないのに長門市が認めるわけにはいか

ないということであった。長門市は保留である。

担当理事：もちろんそのような話は出ている。各

市町村で保険をかけることも大事だが、基本的

には６か月までは結核予防法に基づくものになる

が、過ぎてしまうと法律外ということになるので

薬の副作用に基づく救済措置になると思う。

担当理事：宇部市は 1 歳までやろうということ

で検討している。６か月以上から 1 歳までは健

康被害が出ても市が補償しようということを言っ

ているのだが、宇部市だけがやって良いのか否か

というところで検討していると思うので、まだ決

定ではない。

担当理事：厚生労働省の文書すなわち、1 歳まで

やることを努力して欲しいと書いてあるので素直

に読めばそのようになると思う。梶山先生が言わ

れた医学的根拠をどこに置くかということになれ

ばいろいろなケースがあり、もうどうしようもな

い。医者の良心や医学的理由に基づいて判断する

という以外にないと思う。一例一例症例を立てた

らキリがないと思う。

県医：医師会と行政の立場の話し合いではなくて

患者さんのための話し合いを考えていきたい。

担当理事：麻疹と風疹が混合ワクチンになって

18 年度から始まる動きがあるが、第２期となる

接種期間が大変短く設定されているので、県医師

会で検討していただきたい。

鈴木：接種期間が短いということで気になってい

る。麻疹のワクチンを１歳過ぎて接種すれば、小

学校入学前５歳位まで免疫がある。だからそこで

ワクチンを打つとテイクしない人もいるし、もち

ろんブースターはかかっても良いが、いずれ３回

目のワクチンも打たなければならないと予想がつ

く。今麻疹の流行が止まったので子ども達の抗体

はどんどん低下しているし、成人麻疹も多くなっ

ている。そういうことを考えると、野生の麻疹が

ないわけだから一生免疫を持続させることは難し

い。そうすると、どこで、どのようにワクチンを

打つかという正解はない。短期間で接種をすると

接種漏れがどんどん出ると思うし、少し期間を拡

げないといけない。1 歳でワクチンを打つのは誰

も文句は言わない。一番問題になったのは２回目

をどこで接種するかである。小学校入学前か小

学校卒業前かその２つしか案はない。行政的テク

ニック、すなわち、やりやすさで言えば小学校入

学前に接種したほうが漏れもないし、うまくいく

と予想はつく。４年生、５年生あたりで打つのが

理想だろうが、そうすると接種漏れがどんどん出

る。接種率を上げないと麻疹は流行するという考

えがあるので、いくら良い案でも接種率が落ちた

ら意味がなくなるという考えもある。だから接種

率向上という案が一番多いわけである。赤ちゃん

のときと小学校入学前というのが漏れなく２回接

証　明　書（案）

患者氏名  　平成　年　月　日

生後六月に達するまでの期間に次の医学的理由

[    ] のため、

BCG 接種ができなかったことを証明します。

平成　年　月　日

医療機関名　

医　師　名　　　　　　　　　印

資料
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種できる。しかし、就学前の期間も６か月と短い

のでこれをはずれると、また公費だ私費だと問題

になるのでもうちょっと幅があった方がよい。免

疫学的には小学校４年生くらいが理想的ではない

か。

担当理事：政治的な力も利用して期間をもっと融

通のきくものにしていくのもいいのではないだろ

うか。接種期間が短いのが一番の問題である。

事務局：改正は平成 18 年の 4 月 1 日の予定であ

る。

担当理事：日本脳炎予防接種第３期の廃止が資料

にあるがこれは決定だろうか。

県医：新しい予防接種（MR2 種混合ワクチン）

が開始される時期には廃止になるであろう。こう

いう予定であるので、知らないでいるとどんどん

決定されてしまう。

鈴木：３月末の厚生労働省の班会議では日本脳炎

の予防接種に関しては見直しをするということが

結果的には入っていた。

木下副会長挨拶
　非常に中身の濃い会議をやっていただいてあり

がとうございました。厚生労働省案にも利用者の

ことをいちばん頭においた適切な対応が望まれま

す。また次の会議も宜しくお願いいたします。今

日は長時間にわたり本当にありがとうございまし

た。

麻疹ワクチンと風疹ワクチンに関しての要望

　厚生労働省は、このたび「予防接種法施行令」及び「予防接種実施規則」を改正しようとしてい
ます。山口県小児科医会から要請を受けて山口県医師会としてこの改正案を次のように変更される
よう、国会議員と日本医師会に要望しています。

［要　望］
　麻疹ワクチンと風疹ワクチンに関して

＜現　行＞
　それぞれ、12 か月～ 90 か月に 1 回ずつ

＜改正案＞
　第 1 期（12 か月～ 18 か月）、第 2 期（入学前 6 か月）の 2 回接種にする。

＜要望の要旨＞
・MR( 麻疹・風疹 ) 混合ワクチンの 2 回接種には賛成です。
・接種時期としては「第 1 期（12 か月～ 35 か月）、第 2 期（入学前の 12 か月）」に変更すること
を要望します。

＜理由＞
1 ．接種率が低下する。

　現行の接種の現状からすれば、第 1 期の接種時期を 18 か月までに制限するのでは、まだ
20％の満 1 歳児が接種を受けない恐れがあり、これを 35 か月までとすると接種率 95％が達成
できる。18 か月に制限すると、満 3 歳での累積接種率がこれまでと比べ 15％減少し、3 歳未満
の未接種者が約 20 万人増加することになる。

2 ．有効な接種勧奨の時期を失う危険性がある。
　接種の勧奨手段としては文章による通知だけでは徹底しない。1 歳 6 か月健診及び保育所にお
いて対面で接種状況を確認し、接種勧奨することが効果的である。
18 か月までの接種となると、このような勧奨の時期を失うことになるので、接種の機会が減少
する。
　3 歳児健診での勧奨では接種時期としては遅いので、1 歳 6 か月健診時での勧奨、　1 歳児、2
歳児クラスでの勧奨が可能なように 35 か月までの接種時期とすることが望ましいと考える。
　また、同様に 2 回目の接種勧奨を幼稚園、保育所の 5 歳児クラスで可能にするためにも接種
時期は小学校入学 12 か月前とすることが必要である。
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　山口県の平年の梅雨入りは 6 月 5 日頃とさ

れている。今年は 10 日。昨年より 12 日ばか

り遅い。梅雨入りしたとはいうものの雨らしい

雨は降らず、梅雨前線ははるか南の洋上に停滞

したまま。今年はカラ梅雨だろうか、すでに水

不足が心配されている。昨年は 6 月の超大型

台風 6 号を皮切りに自然大災害が続いた。今

年は穏やかな年であってほしい。

　5 月 20 日（金）の夕刻、藤原会長より保険

担当の常任理事と副会長に緊急呼び出し。前日

の保険委員会において特に保険指導医に関して

多少の疑義が指摘され議論があったので、県医

師会としての考えをもう一度きちんと整理し、

保険委員会の役割も含めて平成 17 年度保険指

導に支障をきたさないようにと協議。昨年度ま

で保険指導に関与していた県医師会現職役員 3

名が今年度より保険指導医をはずされることか

ら生じた問題であるが、基本的には従来どおり

の保険指導計画に則って指導が行われ保険委員

会も前年度どおりに機能することになる。その

ためのいくつかの確認事項について整理。今後

の当局との折衝に資する素案としたい。

　5 月 22 日（日）。郡市医師会長・県医師会
役員親睦ゴルフコンペ。薄曇りの絶好のゴルフ

日和の中、宇部 C.C. 万年池東コースにおいて

郡市医師会長 ( 又は役員 )13 名、県医師会役員・

職員 8 名、来賓 1 名の計 22 名が参加。多忙な

医師会活動の中でゴルフを通じての郡市医師会

と県医師会の交流も大切で、忙中閑ありの一興

といったところ。

　5 月 26 日（木）、13 時 30 分より平成 17 年
保険指導計画最終調整の打合せ、山口県医師会
互助会支部長会、山口県医師連盟執行委員会、
山福株主総会、山口県健康福祉部との懇話会、
第 4 回理事会と立て続けの会議。健康福祉部と

の懇話会は毎年恒例の会議で、今回は平成 17

年度の健康福祉部事業について説明を受けたあ

と疑義応答などがあり、さらに、県医師会側か

らも三位一体改革への対応、新医師臨床研修医

制度への助成、山口県医療安全支援センター相

談窓口との協議、がん登録の積極的な推進等に

ついて提言や要望を示すとともに意見の交換を

行った。その他にも地域医療・保健等に関する

活発な意見交換があり、予定の時間がかなり延

長して充実した会議となった。

　5 月 28 日（土）、中国四国医師会連合総会
が香川県医師会の担当により高松市において

開催。13 時 30 分より常任理事会、15 時より

介護保険、医療保険、地域医療、医業経営の 4

つの分科会が行われた。各分科会では各県から

の情報交換や日医に対する意見・要望などの提

起があり、日医の各担当常任理事がコメントを

述べた。翌 29 日（日）の総会では、植松日医

会長による「医師会のなすべきこと」と西島

参議院議員による「これからの社会保障」の 2

つの特別講演が行われた。これら 2 題の講演

を聴いて、「安全で質の高い医療」を提供する

ためには医師会活動の延長線上には必ず医政活

動があり、両者は決して切り離せるものではな

いとの印象を強くした。

　6 月 2 日（木）、郡市医師会事業関係調査に
ついての打合せ。これは 5 月 26 日の健康福祉

部との懇話会のあと第 4 回理事会において提

出された協議題のひとつで、市町村合併や三位

一体改革等により郡市医師会の各種事業に対す

る補助金削減の可能性があるため、各郡市医師

会における事業関係調査を早急に行い来年度の

市町村予算折衝への対応に資する必要があると

いう趣旨のもの。さっそく1週間後のこの日に、

地域医療・地域保健の各担当常任理事、専務理

事、担当副会長が集まって打合せをした。平成

9 年度以来郡市医師会事業関係調査は行われて

いない。今回は各種事業のうち行政からの委託

事業及び補助金（交付金）事業に絞って実態調

査を行うことになった。9 日（木）の第 5 回理

事会に諮り、早急に郡市医師会に調査依頼、6

月末日を調査締切として 7 月中に集計し郡市

医師会へ報告の日程。詳しい趣旨については 6

月 16 日（木）の郡市医師会正副会長会議にお

いても説明し、協力をお願いしたところ。
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　6 月 4 日（土）14 時より、平成 17 年度全
協中国四国支部総会・委託研修会が広島県医

師国保組合の担当のもとにリーガロイヤルホ

テル広島において開催。山口県医師国保組合

から理事長、副理事長、常務理事、事務長、

書記の計 7 名がこれに参加。委託研修の 2 題

の特別講演のうち広島大学総合科学部古東哲

明教授（京都大文学部哲学科卒）による「他

界からのまなざし」は、日頃聞きなれない哲

学の話。「あの世から眺めた臨生の思想」とい

う内容で、十分理解できなかったが興味深い

話ではあった。

　6 月 9 日（木）、広域予防接種運営協議会。

会議の内容はこの会報に詳しく掲載されてい

るはずだが、「日本脳炎第3期予防接種の廃止」

と「予防接種法施行令及び予防接種実施規則

の一部改正に関するご意見募集」への対応が

大きな話題となった。日本脳炎・麻しん・風

しんの定期予防接種期間の改正については 6

か月間となっているが、これを 1 年間にすべ

きとの意見が多く、適切な対応が要望された。

特に国会議員等へも要請を行い医政活動とし

ても取り上げてほしいとの声さえあり、県医

師会としてもさっそく対応する方針。

　6 月 14 日（火）、午前 10 時 30 分より県

庁において山口県高齢者保健福祉推進協議会。

現行の「第 1 次やまぐち高齢者プラン」を見

直し、制度改革を踏まえた介護保険の推進や

生涯現役社会づくりなど、本県の「第 2 次や

まぐち高齢者プラン」を策定しようとするも

の。各関係団体からの提言や要望が盛り込ま

れることになる。平成 18 年度までにプラン

策定の予定で、県医師会としても提言したい。

　6 月 16 日（木）、郡市医師会正副会長会
議。植松日医会長にはぜひ一度来山していた

だいて講演をお聴きする機会を企画していた

が、今回の正副会長会議にお招きすることが

決まった。講演会には郡市医師会の役員にも

参加を呼びかけ、講演のあとには会報委員会

による座談会も予定されていた。この日、来

山が予定よりも遅れ、しかも一泊の予定が急

遽最終便で帰京ということになり、座談会は

取りやめとなった。6 月 21 日の「基本方針

2005」閣議決定に先立って 6 月 15 日にはこ

の中に社会保障給付費について GDP 等のマク

ロ経済指標を基準とする伸び率管理を導入す

ることへの攻防が展開され、やっと 16 日の

未明に導入しないことに決着したとのことで、

この間、植松日医会長にはわずか 1 時間くら

いの仮眠しかとれなかったとのこと。予定さ

れていた「医療改革と医師会」の講演の中で

は 15 日から 16 日未明にかけての経緯が生々

しく語られ、今、医師会がどのように考えい

かに行動しなければならないかが示された。

ちなみに「基本方針 2005」の中に総額管理・

伸び率管理が盛り込まれたら、医療費抑制の

傾向はさらに強力になるし、5 月 20 日に財務

省主計局から示された「医療制度の課題と改

革の視点」に盛り込まれた項目が促進されて、

皆保険制度の崩壊にも繋がりかねない。

　6 月 19 日（日）、第 88 回山口県医学会総会・
第 59 回山口県医師会総会が宇部市医師会の

引き受けで宇部市文化会館・渡辺翁記念会館

において開催。総会をはさんで午前中に「遺

伝子治療への挑戦と課題」と「現代医学を起

えるもの～国宝『医心方』に学ぶ～」の 2 つ

の特別講演があり、午後には市民公開講座と

して曽野綾子さんによる「日本人の感覚」の

講演があった。田中宇部市医師会長によれば、

キーワードは「温故知新」とのこと。この市

民公開講座には約 1,300 人が参加。

　この会報 7 月号が届く頃には、梅雨はあけ

ているだろうか。梅雨があがれば本格的な夏。

夕立に一服の涼しさを感じる季節となる。

　夕立に　ひとり外みる　女かな　　基角

　基角は芭蕉門下では高弟中の高弟。生粋の

江戸っ子とか。俳句の風情はどこかで見たよ

うなひとこま。どことなく意味ありげ…。
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協議事項
1　国民の健康を守るための禁煙活動の推進につ

いて
　去る 4 月 15 日開催された「第 2 回国民医療推

進協議会総会」において、禁煙活動の推進方針が

承認されたことを受け、日本医師会からの要請に

より、地方紙に世界禁煙デーと禁煙を呼びかける

広報を行うことに決定した。

2　睡眠時無呼吸症候群（SAS）の検査について
　山口県トラック協会は「健全な日常生活、安全

な運転を励行していく」ために検査費用の一部を

助成し、積極的に睡眠時無呼吸症候群の検査を受

けるよう推進しており、この検査の受入れの協力

要請があったので了承することとした。検査実施

可能医療機関は郡市医師会を通じて調査し、対象

病院宛にトラック協会から直接依頼されることに

なる。

3　第3回日本予防医学会学術総会への助成について
　当総会は全国規模の学会であり、過去の助成状

況を勘案し、10 万円を助成することに決定した。

4　検視立会医師に対する謝礼金の支払について
　今年度より、警察署からの要請に基づき検視

に立会していただいた医師に対して、1 体当たり

3,200 円の謝礼金が支払われることとなった。

5　健康診断の二次検査のお願いについて
　山口県予防保健協会から、50 人以下の事業所

健康診断の二次検査について、各郡市医師会へ

実施病院の照会をすることについての協議依頼

があったので、県医師会において調査することと

なった。

6　郡市医師会基本調査について
　医療制度改革等が検討される中、市町村合併や

三位一体改革による補助金削減等が行われ、医療

を取り巻く環境はますます厳しくなっている。こ

のような情勢の中、

　保健衛生施策及び地域医療政策が後退しないよ

うに、市町村からの委託事業費・補助金等の実態

を調査することになった。

人事事項

1　学校・地域保健連携推進事業連絡協議会委員
について

　県医師会代表：杉山理事、精神科医代表：橋本

耕司先生、産婦人科医代表：伊東武久先生、整形

外科医代表：瀬戸信夫先生、皮膚科医代表：安野

秀敏先生に決定。

2　山口県国民保護協議会委員について
　委員：藤原会長、幹事：小倉事務局長に決定。

報告事項

1　心臓病患者家族のための AED 心肺蘇生法講習
会（5 月 12 日）

　県下から 210 名の一般県民・県議会議員・看

護師・事務職員が参加。指導スタッフとして救急

救命士 60 名・医師 30 名の総数 120 名の協力が

あった。AED 心肺蘇生法の講話後、20 ブースに

分かれ、デモンストレーションと実技指導を行い、

最後に受講修了証を授与し終了した。大変好評で

あった。 （佐々木）

2　厚政課との打合会（5 月 12 日 )）
　　厚政課と生活保護業務に係る協議会を開催、

17 年度の生活保護法に基づく指定医療機関の個

別指導等について協議を行った。今年度対象予定

医療機関は 20 機関。概ね 7 月から 2 月 (3 月に

なる場合もある ) までの間に実施される。（西村）

3　健康教育委員会（5 月 12 日）
　今年度のテーマは「糖尿病」の予定。 （濱本）

4　勤務医部会理事会（5 月 14 日）
　17 年度の「病院勤務医懇談会」の対象病院、

理事会 第4回

5 月 26 日　午後 7 時 10 分～ 9 時
藤原会長、上田・木下副会長、三浦専務理事、
吉本・佐々木・西村各常任理事、
井上・正木・小田・湧田・萬・杉山・弘山・加藤・
田中各理事、青柳・小田・山本各監事
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第 2 回「指導医のためのワークショップ」等に

ついて協議した。 （三浦）

5　大島医学会（5 月 15 日）
　大島文化センターで開催され、一般講演 8 題

と「金子みすゞの心を歌うちひろの響き」と題す

る公開音楽会が行われた。参加者320名。（三浦 )

6　霜仁会総会（5 月 15 日）
　会長出席、祝辞を述べた。 （藤原）

7　国保会館竣工式（5 月 17 日）
　会長出席、祝辞を述べた。 （藤原）

8　都道府県医事紛争担当・自浄作用活性化担当
理事合同連絡協議会（5 月 19 日）

　日本医師会では、リピーター医師の再教育を今

年度中にスタートしたい意向から、研修会を開催

するための共通認識を確認するため開催された。

「医療事故防止研修会」開催要綱、研修会カリキュ

ラムについても提案説明が行われた。詳細は、会

報本号（No.1739）に掲載。 （吉本）

9　山口社会保険事務局・国保医療指導室との打
合会（5 月 19 日）

　16 年度指導の報告及び 17 年度社会保険医療

担当者指導計画について協議を行った。 （西村）

10　山口県公衆衛生協会第 1 回理事会
 （5 月 19 日）
　評議員の選出、理事・監事及び部会長の選任が

あった。事業報告と決算、今年度の事業計画・予

算について説明があり、第 52 回山口県公衆衛生

学会の運営について協議した。 （上田 )

11　郡市保険担当理事協議会（5 月 19 日 )）
　会報 6 月号（№ 1738）記事（ブルーページ）

参照。 （萬）

12　第 1 回保険委員会（5 月 19 日）
　17 年度医療担当者指導計画について説明を

行った。 （萬）

13　地域医療計画委員会（5 月 19 日）
　事業報告・事業計画の説明、県民のための

AED 心肺蘇生法講習会の報告、患者調査・医療

機関調査について検討、県災害救急医療情報シス

テムについて協議した。 （弘山）

14　学校心臓検診検討委員会（5 月 19 日）
　平成 16 年度の学校心臓検診まとめの検討、今

年度の検診事業の進め方・精密検査受託医療機関

への研修会について協議した。 （杉山）

15　山口県暴力追放県民会議評議員会
 （5 月 20 日）
　16 年度事業報告・決算報告、17 年度事業計画・

予算 ( 案 ) 、役員等の選任ついて協議された。

（事務局）

16　山口県栄養士会通常総会（5 月 21 日）
　事務局長出席。 （事務局）

17　生涯教育委員会（5 月 21 日）
　18 年度生涯研修セミナーの企画・今年度日医

生涯教育協力講座「脳・心血管疾患講座」2 か所

の開催地について協議した。また、平成 19 年度

医学会総会引受は岩国市医師会の予定。 （三浦）

18　宇部市医師会定時総会（5 月 22 日）
　会長出席、祝辞を述べた。 （藤原）

19　山口県予防保健協会評議員会（5 月 23 日）
　事業報告、決算報告があった。役員の退任と新

任があった。 （小田）

20　山口県予防保健協会理事会（5 月 24 日）
　前日の評議員会同様の報告があった。（藤原）

21　山口県社会保険診療報酬支払基金幹事会
 （5 月 25 日）
　規制改革・民間開放推進 3 か年計画の改定、

17 年 6 月期の審査委員改選、審査情報提供事例

等について報告があった。 （藤原）

22　山口県病院協会定期総会（5 月 25 日）
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　上田副会長出席、祝辞を述べた。 （上田）

23　山口地方社会保険医療協議会（5 月 25 日）
　医科：移転 2 件が承認。 （藤原）

24　「過重労働・メンタルヘルス対策及び健康情
報保護に関する研修会」及び「精神科等の
ための産業保健研修会」の開催にかかる打
合会（5 月 19 日）

　研修会を県下 1 か所で開催。講師養成研修会

へ精神科医 2 名を推薦する。今年度も過重労働・

メンタルヘルス対策について研修会を開催する予

定。 （小田）

25　平成 17 年度山口県医師会費賦課状況
　所得調査が終了し、会費賦課額が積算された。

（事務局）

26　県民健康栄養調査検討委員会（5 月 24 日）
　17 年県民健康栄養調査の実施方針及び実施要

領、調査項目、調査対象地区等が協議された。

（杉山）

27　山口県社会福祉事業団理事会（5 月 25 日 )
　定款の変更、理事の選任等について協議された。

（事務局）

28　山口県運営適正化委員会第 28 回苦情解決部
会 (5 月 20 日 )

　1 年間で福祉サービスに対する苦情が 28 件あ

り、そのうち 7 件について事情調査等の報告が

あった。 （萬）

1　傷病見舞金支給申請について
　1 件申請、承認。

1　山口県医師国民健康保険組合個人情報保護規
程の制定について

　原案通り承認。

2　平成 17 年度保険料賦課状況について
　所得調査が終了し、保険料賦課額が積算された。

（事務局）

3　全医連代表者会について (5 月 19 日 )
　17 年度事業計画、会費額並びに徴収方法、予

算（案）、役員の選出について協議された。（田中）

4　中国四国医師国民健康保険組合連絡協議会に
ついて

　7 月 23 日（土）、山口県引き受けで開催され

る協議会の日程が承認された。

5　第 4 回ウォーキング大会について
　11 月 20 日（日）、下関市で開催の日程が承認

された。

1　代表取締役、専務取締役及び常務取締役の選
任に関する件

　以下のとおり選任。

　代表取締役　　藤 原 　 淳

　専務取締役　　三 浦 　 修

　常務取締役　　小 倉 淑 夫

2　役員報酬額の件
　原案のとおり承認決定。

1　母体保護法による指定申請について
　申請 1 件を協議、承認。

母体保護法指定審査委員会

医師国保理事会 第 3回

互助会理事会 第 3回

山福株式会社取締役会
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協議事項

1　労災診療費算定実務研修会も開催について
　（財）労災保険情報センター山口事務所長より、

11 月 24 日（木）開催予定の実務研修会共催と

当日の挨拶を依頼された。承認。

2　郡市医師会事業関係調査について
　三位一体改革等で医療を取り巻く情勢は厳しく

なっている。県内各地域の委託事業及び補助事業

等の実態について、調査を行うこととし、その調

査内容、調査期間等を協議、承認。

3　（財）日本公衆衛生協会の「公衆衛生事業功
労者表彰」候補者推薦について

　伊藤　肇先生（下関市）を推薦することに決定。

4　所得補償保険「精神障害拡張担保特約」につ
いて

　充実した補償を提供する趣旨から開発され、引

受保険会社である株式会社損害保険ジャパンより

提案があった。この特約は、従来本保険で補償し

ていたケガ・病気による就業不能時の補償に加え、

こころの病である精神障害により就業不能となっ

た場合にも所得を補償するものである。8 月 1 日

団体契約更改分から付帯し案内をする。承認。

4　メンタルヘルス相談事業の実施及び事業実施
に伴う契約医療機関の推薦等の承認について

　山口県市町村職員共済組合は、17 年度より組

合員に心の健康相談の機会と場を提供し、心の健

康支援に寄与することを目的とした「メンタルヘ

ルス相談事業」を実施することになったので、こ

の事業の実施と所属所（市役所等）より推薦され

た相談機関の承認依頼があり、承認。相談機関に

ついては、郡市医師会に確認のうえ承認すること

となった。

6　ケアマネタイムアンケートについて
　介護支援専門員と医師との連携を密にして利用

者の介護利用における医療の必要性と関与の仕方

を共有化するため、医師が介護支援専門員と利用

者に対する相談を行う時間帯を設定（ケアマネタ

イム）することに関するアンケートを実施する事

に決定。

7　「予防接種法施行令の一部を改正する政令案」
及び「予防接種実施規則の一部を改正する省
令案」に関するご意見募集について

　厚生労働省からの「定期の予防接種における積

極的勧奨の差し控えについて」の勧告を受けて意

見を求められているものであり、会員はもとより、

患者さん等にも積極的に意見の提出をしていただ

くよう働きかけることとなった。

8　郡市医師会正副会長会議意見・要望について
　予告のあった 1 題について協議した。

報告事項

1　日医健康スポーツ医学委員会（5 月 26 日）
　健康スポーツ医再研修会、国保ヘルスアップモ

デル事業等について協議した。 （濱本）

2　中国四国医師会連合常任委員会（5 月 28 日）
　中央情勢報告の後、17 年度分科会・総会の運営、

各種研修会等について協議。来年度以降の医学会

の開催については、アンケート調査を行い検討す

ることとなった。 （三浦）

3　山口県防災会議（5 月 31 日）
　17 年度防災対策について報告があった。県は、

今年度災害時の要援護者対策マニュアルの作成に

取り組む予定。 （事務局）

4　日医社会保険診療報酬検討委員会（6 月 1 日）
　ブロック代表や学会、医会等から出された意見

理事会 第5回

6 月 9 日　午後５時～ 6 時
藤原会長、上田・木下副会長、三浦専務理事、
吉本・濱本・佐々木・西村各常任理事、
井上・正木・小田・湧田・萬・杉山・弘山・加藤・
田中各理事、青柳・小田・山本各監事



平成 17 年 7 月 山 口 県 医 師 会 報 第 1739 号

620

を点数表に合わせて分類し、矛盾点等を協議した。

（藤原）

5　編集委員会（6 月 2 日）
　会報掲載主要記事等について協議した。（加藤） 1　保険料減額免除について

　追加申請の 1 名について協議、承認。

2　全協中国四国支部総会並びに委託研修会につ
いて（6 月 4 日）

　16 年度事業報告・決算報告、17 年度事業計画・

予算（案）等について協議。その後、支部委託研

修会として「国保組合をめぐる諸情勢」、「他界か

らのまなざし」の講演が行われた。

医師国保理事会 第 4回

2005 年（平成 17 年）7 月 1 日　1552 号

■　予算編成・改定論議に警戒感
■　医療費適正化のＰＤＣＡサイクルが次の焦点
■　老人医療費適正化のノウハウ活用
■　ネット上の医療情報提供、指針作成へ
■　１号被保険者 3000 ～ 6000 人で３人配置

2005 年（平成 17 年）6 月 28 日　1551 号

■　医療の質とその財源の確保について討議
■　産業医活動の重要性を再確認
■　日医と大学病院が懇談会
■　技術成熟度、倫理面など８項目を評価
■　国試の合格発表、受験地と番号のみに

2005 年（平成 17 年）6 月 24 日　1550 号

■　改正介護保険法が成立
■　居住・食費負担に反対相次ぐ
■　准看就業者、2010 年に１万人減
■　例外的に処方せん発行したら指導対象に
■　材料価格調査を了承
■　存廃めぐり意見対立

2005 年（平成 17 年）6 月 21 日　1549 号

■　マクロ指標の明記見送り
■　医師配置標準「地域で判断」　厚労省が方針
■　減額調整額が 1093 億円
■　今冬のワクチン需要予測、最大 2154 万本
■　就業看護師、76 万人に増加

2005 年（平成 17 年）6 月 17 日　1548 号

■　腫瘍マーカー検査など 28 項目「保険併用が適当」
■　先進医療は選定療養の１類型　　中医協が答申
■　地域包括支援センター運営費、１施設 2000 万円
■　医師分布に関与も
■　認知症早期発見へ今年度も３カ所で

2005 年（平成 17 年）6 月 14 日　1547 号

■　持ち分あり社団を存続　厚労省が経過措置
■　ハンドブックについて討議
■　「未収金」保険者に負担義務
■　医療費適正化へ政策目標を設定
■　抑制の指標に「高齢者数」例示　尾辻厚労相
■　後発品処方、患者が希望しても問題ない

2005 年（平成 17 年）6 月 10 日　1546 号

■　医療費自然増の原因を独自に分析　植松会長
■　75 歳以上の「独立保険」鮮明に
■　マクロ指標の設定を明記　骨太方針素案
■　ＤＰＣ調査対象病院の拡大、結論持ち越し
■　共通の課題の解決に向けて

2005 年（平成 17 年）6 月 7 日　1545 号

■　重点項目について集中的に審議
■　医療費抑制は都道府県ごとに目標設定
■　伸び率管理に反対を明記
■　医師要件、症例数など規定
■　「医療、福祉」就業者数は 550 万人
■　受動喫煙対策、不十分なら「全面禁煙」も
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　新制度に基づき医学部附属病院や研修指定病院

で研修中の臨床研修医をはじめ、多忙な診療業務

に従事している勤務医の諸先生方には専門医制度

への関心が高く、専門医取得を卒後研修における

第一目標とされている臨床医も少なくない。

　専門医は 1962 年に日本麻酔学会が制定した麻

酔医指導医制度の開始に始まる。1970 年代以降

日本内科学会をはじめとして基幹学会が順次専門

医や認定医を制定してきた。現在では専門医認定

制協議会により“5 年間以上の専門研修を受け、

資格審査ならびに試験に合格して、学会などによ

って認定された医師”を専門医として定義してい

る。すなわち専門医は所属学会の卒後の臨床研修

において取得すべき課題とされた研修を終了した

後に、規定の試験に合格し、専門医として相応し

い人材であると学会より認定された資格である。

ゆえに専門医はその資格への適切な評価を求め、

将来的には診療報酬にも反映されるのではと期待

する。

　一方、社会的に公認される専門医として認知さ

れるには、専門医の認定が各学会の独自の判断に

委ねられていることがハードルとなる。確かに、

国民に対して提供される医療の専門性と高度な医

療の質的証明には、専門とする学会の評価が基本

となるのは当然である。その上で、さらに学会を

超越した組織により再評価を受け、最終的に専門

医として認定されればより信頼性が高まり公認さ

れることとなる。この動きは学会認定医制協議会

（に始まり、専門医認定制協議会）を経て、現在

2003 年に発足した日本専門医認定制機構がその

責務を担っている。2004 年 6 月 1 日現在の日本

専門医認定機構への加盟学会は基本領域の学会、

Subspecialty の学会、多領域に横断的に関連する

学会、上記のいずれにも属さない学会の合計 51

学会である。基本領域の学会には内科学会、外科

学会、日本整形外科学会など 18 学会が属し、領

域内の専門医は重複できない。Subspecialty の学

会には消化器病学会、循環器学会、呼吸器学会、

血液学会など 25 学会が含まれ、すべて基本領域

の専門医を取得していることが認定の前提条件

となっている。多領域に横断的に関連する学会に

は超音波学会、核医学会、集中治療医学会など 7

学会が属し、いずれにも属さない学会には産業衛

生学会がある。

　日本専門医認定機構は専門医制度を国民が求め

る医療の実践に向けた制度改革であり、その構築

は社会的責務であることなどを基本理念とし、よ

り多くの学術団体の加盟を推進し、専門医の取得

や更新条件の策定、疾病構造に応じた専門医の必

要数を定め、いずれ機構が中心となって専門医を

認定し、専門医に相当する診療報酬の確立を目指

すことなどを基本方針としている。

そこで、日本専門医認定機構では各学会が制定し

ている専門医制度の概要、カリキュラム、医療倫

理・医療安全研修、生涯教育、研修施設、指導責

任者・体制、専門医試験・評価方法などについて、

本年から個別に調査、評価し、その結果を公表す

るとしている。各学会ともに歩調を合わすべく整

備充実が急がれる。日本整形外科学会でも新制度

に対応して、研修期間を臨床研修 2 年間を含め 6

年以上とし、研修施設の充実、整形外科基礎科学

から医療倫理・医療安全までを必須 14 分野とす

るカリキュラムを整備し、試験には筆記試験に加

え、口頭試験では手術技術の評価にビデオを導入

するなど工夫をしている。専門医の更新も 5 年

毎とし、必須 14 分野の受講、学会参加の義務付

けなど、整形外科専門医の質の向上を図るととも

に日本専門医認定制機構が専門医として求める条

件を整備して、社会的に公認される整形外科専門

医の育成を目指している。

勤 務 医
　 部 会

周南市立新南陽市民病院 小田　裕胤

社会的に公認される専門医制度に向けて
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　医療の分野でこれまでは治療といえば、薬物療

法、手術療法、放射線療法と相場はきまっており

ました。ところが最近の医療の進歩、技術革新で

人の細胞やウイルスを使って治療をするという新

しい分野が臨床応用されようとしています。

　その再生医療にはどんなものがあるかといえ

ば、①皮膚培養細胞による、人工皮膚での皮膚移

植　②遺伝子治療（GT ＝ gene treatment）：こ

れはウイルスを含ませたりしてもう臨床段階で実

用化されています。③ ES-Cell（Embryonal stem 

cell：胚性幹細胞）培養法：受精卵の分割が終了

し、静止した人の胚盤胞の細胞は処理によりどん

な臓器にもなり得るという分化万能性を応用した

方法です。'98 年に米国研究チームが発表し話題

を呼びました。それでも、マウスの心筋細胞をノ

ギンという蛋白質液に浸すと、心筋細胞の増殖を

加速するといった段階で、研究自体がまだその緒

に就いたばかりです。③胎盤から取り出した間葉

系幹細胞の培養で脳神経細胞と骨の再生に利用で

きるようです。④中絶胎児から取り出した各臓器

幹細胞の培養により、その培養細胞群を疾患部に

注入することで、疾患部を再生治癒させる方法で

す。これはわが国でも、大阪大学医学部で基礎段

階を終了し、臨床応用段階まできています。とこ

ろが、この幹細胞培養による再生医療の実施では

各国の対応は宗教的背景と世論の狭間でまちまち

です。ドイツでは応用禁止、米国は議論まっただ

中、中国は既に治療施行中です。

　この培養幹細胞の応用分野では重症筋無力症、

パーキンソン、側索硬化症といったわが国の難病

指定疾患に治療効果を発揮しているようです。こ

の治療法は術後の経時的観察時間が不足してい

ること、安全性がまだ確立されていないといった

ハードルを乗り越えていないようです。さらに治

療材料となる培養する幹細胞が、中絶胎児から採

取することで、種々の問題が発生しているのです。

日本人のノー天気、無神論者の世論からは考えら

れない事態ですが、これからの国際世論に対抗し、

われわれも医師として反対か、是認かの意志表示

するために是非とも知らねばならない倫理が存在

してるのです。それらの問題点を述べてみます。

　人の死は心停止、呼吸停止、瞳孔散大の三兆候

で古今東西津々浦々で確定です。が今では、臓器

移植を前提に脳死判定と称して人の死と認めよう

としております。しかし、臓器移植を前提とした

脳死でさえも、「脈が触れる死体」だの「生きた

身体に死んだ脳」などと揶揄されながらも、日本

では脳死の定義に問題を含んではいます。信仰は

なくとも仏教思想は国民に染み込んでいます。心

臓が拍動し、体温は暖かく触れる肉親に接しど

うしてこれが死んでいるのかと頭の中が真っ白に

なったと激白する家族は多いことです。それでも、

脳死から生還した人がいないし、必ず死に至るこ

とから一応人の死の診断基準として世界の国々で

容認されようとしております。

々飄
編 集 委 員

渡木　邦彦

●再生医療と倫理●

日本では「人の死」と「人の始まり」を
どう捉えているのか1
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　それでは「人の始まり」はどうでしょうか。わ

が国では、「人の始まりはどの時点からでしょう

か」と問われると、明快に的確に回答を出せるど

ころか、社会通念や世論すら存在しません。これ

に反し、キリスト教国では、「受胎告知」の言葉

が出て来る通り、妊娠したと判明した時点から神

の子を宿している、胎児は人とみなされています。

だから人工妊娠中絶術は殺人であり、施行した医

師は人殺しだとして、ライフルで射殺される事件

が後をたたないのです。胎児は人であり神の子な

のです。

　勝手に安易に中絶胎児を使用してはならない。

この幹細胞培養法での治療を認めると、中絶胎児

売買や売買目的の中絶が増加するのが目に見えて

いると反対しているのです。いかに治療に利用さ

れ、福音を与えようとも胎児殺害は絶対認められ

ないし、中絶胎児幹細胞を使用してもいけないと

する見解を主張しているのです。

　日本では、こういった生命倫理的事項を考え取

扱うのに、過去千五百年という長い間、仏教とい

う生死哲学がありながら、その哲学を生活の基本

や支えとして生きてこなかったのです。信仰はし

ていなくとも仏教の根本理念は染み込んでいるの

です。農耕民族としての稲作水利、刈り入れの共

同作業や村八分を含めて「ムラ社会」の習慣がす

べてに優先していたのです。そういったムラ社会

で、誕生、婚姻、葬儀といった行事は、形式的に

は神仏儒の宗教形式を採ってはいるものの、基本

的にはムラ役が担って、その時代時代に即した、

多数決に近いやり方の雰囲気 ( 山本七平言うとこ

ろの「風＝日本的ご都合主義」) の中で同意を得

て宗教者以外の人々が執り行ってきたのです。だ

から極貧の暮らしの中で、人減らしを「間引き」

や「水子」として、だれもが了解してきたし、反

宗教的行為が生死観の時代合わせとして存在し

てきたのです。このような時代背景の中で、出生

前の胎児や胚に人格を認めることなど到底考えら

れないことだったのです。だから日本では宗教の

( 仏教といってもいい ) 絶対正義とか倫理観は厳

密には必要とせず、育ちようもなかったのです。

でも現代では、TV 、新聞、マスコミによる情報

垂れ流しの中で「ムラ社会の掟」はもう崩壊して

残ってはいないのではないでしょうか。

　戦後、GHQ 制定の憲法の中で信教の自由を謳っ

たら、逆解釈をしたのか、政教分離をしたまでは

よかったのですが、国教的日本仏教をその理念ま

で捨ててしまい、宗教の持つ普遍的正義を議論の

骨子に持ち出すと、白眼視されそうな白けた雰囲

気を生んで来ました。さらに偽の公平平等観が跋

扈し、場当たり的ご都合主義により一層拍車がか

かった現実を否めません。宗教観から物事を理解

し判断する習慣を捨ててしまった親から、さもあ

りなんという子供たちがさまざまな悲惨な事件を

引き起こして、生きる規範もない、畜生に近い子

供が増え続け、日本人の品位を落とし辱め続けて

います。まさに占領軍の思い通りの仕上がりです。

　これは日本の気候が温暖でモンスーン地帯の

気候と蔓陀羅の仏教国であり、一神教的な厳しい

宗祖の教義戒律が実践されなかった。さらに海に

隔絶された島国で、歴史的長時間単一民族のため

人々は同胞同質社会であるとの観念が強く、普遍

的宗教の教義経典に鎚らなくとも、多数の人がそ

の場の雰囲気で納得して決まれば、それはそれで

多数決決済の「善」だったのです。今でもこの考

え方は集団的正義として維持されていることはど

なたも実感されていることでしょう。何か宗教改

革的なイベントでも起きて、倫理観を喚起しない

限り日本では将来もこの曖昧さが続くのではない

かと思われます。

　こういった宗教的、倫理的背景の中で、われわ

れがこれまで倫理と称してきた代物では、国際的

倫理に到底太刀打ちできない現実を既に露呈して

きているのです。それは戦後 60 年、経済大国、

識字率 99％の日本の中で、「凍結受精卵や中絶胎

児は人か物か」という疑問に始まり、「だれの物

か」、「どう取扱うべきか」といった倫理問題が起

こりようがないという現実です。このことが、世

日本人の宗教的正義感や普遍的倫理観は
どうだったのか2

GHQ制定憲法の目論んだ結果の骨抜き
日本人のありよう3

これからの国際倫理世論に、これまでの
日本人の精神構造のままで耐え得るのか4
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界の科学者や宗教者から見ると非常に不思議な奇

異な現象に映っている様です。このことにすら恥

というか、「何のことやら」と疑問すら浮かばな

い学者、政治家、知識人が大勢いるのです。日本

での学問や科学への取り組みようが、唯物的拝金

主義のための手段にしかなっていないとの恥部を

さらけ出しているにもかかわらずです。学問や研

究が人類の福音や文明の進歩に寄与するという高

邁な目的ではなく、個人の功名心と金儲けの目的

のためにしかやっていないということを暴露して

いるのです。何の倫理観も生死観も持たずに医療

や生命科学を研究することへの日本人の倣慢さと

軽薄さを物語っているのではないでしょうか。ほ

とんどの医師個人において、信仰が精神的に「こ

ころ」の支えとなっていない毎日の生活の中で、

倫理がどっちを向いていてどう考えるのか解ら

ないのです。しかし、倫理とはその宗教から派生

するものであって、日本では、仏教から派生する

規範的理念が普遍的倫理を構築するのだと考えま

す。何時の時代でも、地球上のどこの地域でも人

に対し普遍的な生死哲学として存在し得るものは

宗教しかないと確信しております。そして真理に

叶った倫理観は伝統宗教の信仰によって培われる

のです。

　大阪大学医学部の研究所は、中絶胎児幹細胞培

養の基礎研究段階は完了し、これから臨床実験と

いう時点で国内の連携研究施設への sampling の

提供を中止しています。提供中止は、私の独断で

は、情報開示後に世論の理解も同意もまだ十分で

ない中で、騒ぎが沸騰するのを危惧して沈黙して

いるのか、妥協点を見いだすべく対峠しているか

の様です。最先端の福音度の高い医療技術を施行

始めるに当たり、倫理委員会がどのような裁定を

下すのか、世論の基になる、普遍的倫理を満たし

た、素晴らしい裁定を待ちたいものです。われわ

れもその裁定に賛同か否かを普遍的真理哲学に

沿った理解と決断が出来ればよいのですが。

合 掌  

中絶胎児の培養幹細胞の扱いを日本では
世論、倫理でどう裁定するのであろうか5

株式会社損害保険ジャパン 代理店
共栄火災海上保険株式会社 代理店
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第 43 回山口県内科医会学会・総会
お
知
ら
せ
・
ご
案
内

と き　　平成 17 年 8 月 28 日（日）午前 9 時 55 分～午後 3 時 35 分
ところ　　千春楽　別館　味楽亭　　萩市堀内菊ヶ浜 467-2
　　　　　TEL：0838-22-0326

開会の辞　　　　9:55
　萩市内科医会 会長　　波多野　裕

特別講演Ⅰ　　10:00 ～ 11:00
　「皮膚を診る　－ 診断･治療への手掛かりを求めて －」

山口大学医学部分子感知医科学講座皮膚科学 教授　　武藤　正彦 

特別講演Ⅱ　　11:00 ～ 12:00
　「新しい結核対策　－ 結核予防法の改定を踏まえて ―」

（財）結核予防協会 結核研究所 研究部長　　加藤　誠也 

　　昼食・休憩　　　　　　12:00 ～ 12:50
　郡市内科医会会長会議　12:00 ～ 12:30
　総　会　　　　　　　　12:50 ～ 13:20 

特別講演Ⅲ　　13:30 ～ 14:30
　「冠動脈形成術（PCI）の過去・現在・未来」

小倉記念病院 病院長　　延吉　正清 

特別講演Ⅳ　　14:30 ～ 15:30
　「私の日本見聞記」

（株）邱 永漢アジア交流センター　　徐　　学林 
（元北京放送局記者）　　　　　　　

閉会の辞　　　15:35
 萩市内科医会 副会長　　中嶋　　薫

取得単位　　日臨内指定研修講座　2 単位
　　　　　　日医生涯教育制度　3 単位
　　　　　　日医認定産業医（基礎後期または生涯専門）2 単位
　　　　　　（研修指定医のみ　日臨内指定特別研修講座 1 単位、出席件数 1 件）

主催：山口県内科医会　引受：萩市医師会・萩市内科医会

「会員の声」原稿募集

医療関係に限らず、日々の出来事、感じていること、随筆など、会員の先生方からの一般投
稿を募集しております。

字数：1,500 字程度
１）文章にはタイトルを付けてください。
２）送付方法：① E-mail

②フロッピーの郵送（プリントアウトした原稿を添付してください）
3）編集方針によって、送り仮名、数字等に手を加えさせていただくことがあります。

メール・送付先：山口県医師会事務局　総務課
〒 753-0811 山口市大字吉敷 3325-1　山口県総合保健会館 5 階
E-mail：info@yamaguchi.med.or.jp
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第 35 回山口県 Neuroscience 研究会
お
知
ら
せ
・
ご
案
内

と き　　平成 17 年 7 月 15 日（金）　午後 6 時 30 分～

ところ　　宇部全日空ホテル 3F「万葉の間」宇部市相生町 8-1

　　　　　TEL:0836-32-1112

話題提供　「脳内における Stigmoid body と HAP1 の構造と機能の解析」
山口大学医学部高次神経科学講座　神経解剖学　藤永竜太郎

特別講演　「神経変性疾患の分子機構の解明」
東京大学大学院医学系研究科神経内科教授　辻　　省次

取得単位　日本医師会生涯教育講座 5 単位

当番世話人：山口大学医学部高次神経科学講座

　　　　　　篠田　晃（連絡先 :0836-22-2204）

共催：山口県 Neuroscience 研究会･山口大学医師会ほか

第 249 回木曜会（周南地区・東洋医学を学ぶ会）

と　き　　平成 17 年 8 月 18 日（木）　午後 7 時

ところ　　ホテルサンルート徳山　別館 1F「飛鳥の間」　TEL:0834-32-2611

テーマ　　第 16 回日本東洋医学会山口県部会総会
　　　　　「21 世紀を漢方で健やかに生きる」
　　　　　「伝統的立場からの腹診を中心に」　ほか

年会費　　1,000 円

※今回は、勉強会に引き続き暑気払いを行います。

　参加ご希望の方は、8 月 10 日（水）までにご連絡ください。

［代表世話人・解説］周南病院院長　磯村　達 

TEL:0834-21-0357

医療施設の賃貸

住　　所　　山口県山陽小野田市新庄 1-5-1（旧　大谷整形外科医院）

土地面積　　638.69 ㎡

医　　院　　鉄筋コンクリート造

　　　　　　1 階　253.32 ㎡　診察室、レントゲン室、物療室ほか

　　　　　　2 階　212.45 ㎡　手術室、病室ほか

駐 車 場 　　8 台以上

何科でも可。医療機器はそのままです。

お問い合わせ先　TEL:0836-83-7923 、FAX:0836-83-7923　大谷
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第 12 回山口関節外科症例検討会
お
知
ら
せ
・
ご
案
内

と き　　平成 17 年 7 月 30 日（土）　午後 2 時 30 分～
と こ ろ　　山口グランドホテル「末広の間」吉敷郡小郡町黄金町 1-1
内 容　　症例検討会　14:30 ～ 16:30
　　　　　   特別講演　　16:30 ～ 17:30　「関節軟骨欠損修復の現状と将来」

信州大学医学部運動機能学講座 講師　脇谷　滋之

取得単位　日整会教育研修単位　1 単位（整形外科基礎科学 or 膝・足関節・足疾患）
　　　　　スポーツ医資格継続単位　１単位

共催：山口関節外科症例検討会ほか

日本医師会認定産業医研修会
東京医科歯科大学産業医研修会

と き　平成 17 年 8 月 14 日（日）～ 20 日（土）７日間
と こ ろ　東京医科歯科大学　講堂（受講者には地図を送付します）

　東京都文京区湯島 1-5-45
対 象 者　東京都医師会員及び非会員　※７日間連続申込者のみ受付
受 講 料　東京都医師会員　　60,000 円

道府県医師会員　　80,000 円
非会員　　　　　 100,000 円

定 員　300 名
申込締切日　定員になり次第締切
認定単位数（申請中）非認定産業医：基礎研修 50 単位
　　　　　　①前期研修　14 単位　②実地研修　10 単位　③後期研修　26 単位
申込先（お問い合せ先）
　　　　　　㈱ヒューマン・リサーチ
　　　　　　〒 160-0011 東京都新宿区若葉 2-5-16　向井ビル 3F
　　　　　　TEL:03-3358-5360
※受講をご希望の場合は県医師会事務局までご連絡ください。申込書をお送りします。

主催：東京医科歯科大学医師会・東京都医師会（共催）

山口県医師会グループ保険配当金について

グループ保険につきましては、種々ご高配を賜り深謝申し上げます。
さて、下記のとおり医師会グループ保険の配当金の報告をいたします。

記

保 険 期 間　　平成 16 年 3 月 1 日～平成 17 年 2 月 28 日
加 入 者 数　　982 人
総受取保険金　　126,000,000（7 件）
配 当 金　　20,374,060 円
配 当 率　　12.402％

　　　　　※８月１日頃、ご指定の口座へ送金いたします。

山口県医師会（引受会社：明治安田生命･第一生命）
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山口県医師会第 40 回記念ゴルフ大会
お
知
ら
せ
・
ご
案
内

　山口県医師会第 40 回記念ゴルフ大会を、徳山医師会の引き受けにより、下記の要領で開

催いたします。今回は記念大会でもあり、楽しい企画を準備しております。多数ご参加いた

だきますよう、ご案内申し上げます。

1. 開催年月日　　平成 17 年 10 月 10 日（体育の日、月曜日）

2. 開 催 場 所　　 周南カントリー倶楽部

〒 745-0631　周南市大字安田 355

TEL:0833-91-0311

3. 参 加 資 格　　 山口県医師会員

4. 競 技 方 法　　 18 ホールストロークプレー、ローカルルールを適用します。

HDCP はダブルペリア方式で決定します。

郡市医師会対抗等、団体戦も企画しております。

5. 大会参加費　　5,000 円

6. プ レ ー 費　　 各自負担

7. 申込み方法　　郡市医師会事務局にある振込用紙へ氏名、生年月日、HDCP 、所属医師

会名及び周南カントリー倶楽部会員権の有無、及び乗用カートの希望の

有無などをご記入の上、最寄りの山口銀行にお振込ください。それをもっ

て受付とします。

8. H  D  C P　　    公式 HDCP をご記入ください。

公式 HDCP のない方はプライベート HDCP をご記入ください。

（組み合わせ参考のため）

9. 申込締切日　　平成 17 年 8 月 31 日まで。

10. そ  の  他        ①当日のプレーは 18H で打ち切ります。

②組合わせ、スタート時間などは後日お知らせいたします。

③表彰式、懇親会は全員のプレー終了後に行います。

④大会に関するお問い合わせは FAX で下記にお願いします。

大会実行委員長　大城　研二

徳山医師会　事務局

TEL:0834-21-2995　FAX:0834-31-1623

学術講演会

と　き　　平成 17 年 7 月 21 日（木）午後 7 時 15 分～
ところ　　ホテルサンルート徳山「銀河の間」
演　題　　「アレルギー性鼻炎と副鼻腔炎」

広島大学名誉教授　夜陣　紘治
取得単位　日本医師会生涯教育講座 5 単位

主催：徳山医師会
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開業医承継支援事業
お
知
ら
せ
・
ご
案
内

　独立行政法人福祉医療機構は、継続的な地域医療の確保に資するため、高齢等の事情に

より引退を考えているものの後継者がいない事業譲渡希望医に開業希望医を紹介し、一般

診療所の存続を支援する「開業医承継支援事業」を実施しております。

　この事業は平成元年から都市部を中心に展開を始め、平成 11 年 4 月に対象地域を全国へ

拡大して現在に至っております。

　この事業を利用して譲渡希望医及び開業希望医の紹介を受けようとする場合は、あらか

じめ機構に登録しておく必要があります。当医師会でもパンフレットを用意していますが、

詳しくは独立行政法人福祉医療機構のホームページをご覧いただくか、企画指導部経営指

導課へお問い合わせください。

独立行政法人福祉医療機構　企画指導部 経営指導課

ホームページアドレス　http://www.wam.go.jp

TEL:03-3438-9932　FAX:03-3438-0371

E-mail:kaigyou@wam.go.jp

　当機構は、譲渡希望医及び開業希望医から事業継承に関する希望条件などについて登録申込

みを受け、情報の整理･提供、仲介の調整を行い、当事者が話し合う機会を提供いたします。

譲渡希望医
引退を考えているものの後継者がいないため苦慮されている開業医の
先生方。診療所をすでに閉院または休止している場合は、その届出か
ら 1 年以内のものを対象とします。

開業希望医 開業を希望している勤務医の先生方。

※ご登録できる方はいずれもご本人ですが、譲渡希望医ご本人がお亡くなりになっている場合は、ご遺族にお申込いただくことになります。

一般診療所に限りますので、歯科診療所、病院は対象となりません。

全国

登録、情報提供に要する料金はいただきません。

　平成 17 年 4 月 1 日から独立行政法人等の保有する個人情報保護に関する法律（平成

15 年法律第 59 号）が施行されましたが、譲渡希望医及び開業希望医について登録され

た個人情報は承継支援事業のみを目的として利用し、機密を厳守するとともに、厳重な

管理をいたします。

事業の概要

登録できる方

登録対象施設

取扱対象地域

手数料

登録情報の管理について



平成 17 年 7 月 山 口 県 医 師 会 報 第 1739 号

630

登録日 所在地 施設種別 診療科目 雇用形態 備考

1 H16.12.08 山口市 病院 精神科
医師 2 名募集 常勤 精神保健指定医歓迎

2 H16.12.13 周南市 病院 消化器内科、一般外科
医師 2 名募集 常勤 雇用予定期間 H17.01 から

3 H16.12.13 小郡町 無床診療所
内・脳外・循・
整のいずれか
医師 1 名募集

常勤 H17.01 開業

4 H16.12.13 山口市 有床診療所
内・脳外・循・
整のいずれか
医師 1 名募集

常勤 定年 60 歳

5 H17.01.11 下関市 病院 内科
医師 1 名募集 常勤 午前 9 時から午後 5 時まで

6 H17.01.11 防府市 病院 内科
医師 1 名募集 常勤

・雇用予定期間は 2005 年 1 月から
・常勤の勤務条件は 8:30 ～ 17:30
・年齢問わず

8 H17.01.11 防府市 病院 看護師 5 名 常勤

3 交代　　8：30-17：30　　17：00-23：00
　　　　　22：30-9：00
・20 ～ 40 歳
・62 歳定年制 ( 再雇用あり )
・雇用予定期間定なし

9 H17.01.11 防府市 病院 看護師 2 名
外来ナース 常勤

8：30-17：30
・20 ～ 40 歳
・62 歳定年制 ( 再雇用あり )
・午後 OP 室勤務あり

10 H17.01.11 防府市 病院 准看護師 2 名
外来ナース 常勤

8：30-17：30
・20 歳から 40 歳
・62 歳定年制 ( 再雇用あり )
・午後 OP 室勤務あり

11 H17.01.13 防府市 病院 整形外科　医師 1 名 常勤
平成 17 年 1 月から雇用
・8：30-17：30
・年齢問わず

12 H17.01.13 岩国市 刑務所
内科医師 1 名
( ただし、歯科を除く
他の科可 )

常勤
平成 17 年 4 月から雇用
・8：30-17：00
・定年 65 歳 ( ただし勤務延長で 68 歳まで可能 )

13 H17.01.24 豊北町 有床診療所 看護師 1 名
内科 常勤 年齢 30 歳くらい

定年 60 歳

14 H17.02.04 宇部市 病院
内科・脳外科・泌
尿器科その他医師
3 名

常勤 2 名
非常勤 1 名

年齢 64 歳くらい
8：30-17：00
非常勤の場合、週 1 ～ 3 回、一日 4-8 時間

15 H17.02.09 宇部市 病院 神経内科医師
1 名 常勤

8：30-17：15
65 歳定年制
H17.04- 雇用予定

16 H17.02.09 宇部市 病院 小児科医師
1 名 常勤

8：30-17：15
65 歳定年制
H17.04- 雇用予定

17 H17.02.09 宇部市 病院 麻酔科医師
1 名 常勤

8：30-17：15
65 歳定年制
H17.04- 雇用予定

18 H17.02.22 玖珂郡
錦町 病院 外科医師

1 名 常勤 8：00-16：45
定年 65 歳

19 H17.03.03 周南市 診療所
内科・外科・
精神科医師
1 名

常勤
8：30-17：30
年齢問わず
雇用予定期間はドクターの意思を尊重

20 H17.03.12 下関市 有床診療所 整形外科医師
1 名 常勤

8：30-18：30(17：30)
年齢問わず
2 つのクリニックとの交代勤務制
手術にも積極的に取り組む方歓迎

21 H17.03.30. 下関市 病院 内科・外科・整形外科
医師 2 名 常勤

雇用予定期間は定めなし
年齢 65 歳くらい
9:00-17:30

平成 17 年 7月 1日現在

山口県ドクターバンク求人情報

最新情報はこちらで　http://www.yamaguchi.med.or.jp/doctorbank/banktop.htm
問合先：山口県医師会医師等無料職業紹介所
　　　　〒 753-0811　山口市吉敷 3325-1　　山口県医師会内ドクターバンク事務局
　　　　　TEL:083-922-2510　FAX:083-922-2527　E-mail:info@yamaguchi.med.or.jp

求人情報 山口県ドクターバンク
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登録日 希望の担当科目 雇用形態 備考

1 H17.05.16 皮膚科

・常勤･非常勤どちらでも可
・9:00-17:00
・日･月･火･水･木･金曜
・週休については特にこだわらず
・宿舎不要
・H17.07 頃希望
・宇部市希望

2 H17.06.15 内科

・H17.07 頃から就職希望
・病院、診療所問わず
・山口市から 1 時間以内で行ける場所
を希望
・雇用形態は非常勤希望
・１回の当直で４万円以上

登録日 所在地 施設種別 診療科目 雇用形態 備考

22 H17.05.24 下関市 病院

内科 2 、精神科 1 、
消化器科 3 、小児科 2 、
脳外 4 、泌尿器科 1 、
産婦人科 2 、眼科 1 、

放射線科 1 、麻酔科 1 、
臨床病理 1 、救命救急 2

常勤
年齢 30 ～ 50 歳
8:30-17:15
定年制 63 歳

23 H17.05.24 防府 病院 精神科 1 名 常勤
平成 17 年 5 月より雇用
・8:30-17:00
・60 歳くらい

24 H17.06.05 秋穂 無床診療所 内科または外科
医師 1 名 非常勤

9:00-13:00（休憩 60 分）
週 4 回、3 時間、70 歳くらい
特別養護老人ホーム

25 H17.06.05 秋穂 無床診療所 リハビリテーション科
理学療法士 1 名

常勤または
非常勤

H17.06-　雇用予定
8:30-17:30　月～金曜
30 歳くらい

26 H17.06.06 山口市 特殊法人 5 名献血検診業務 非常勤 週 2 ～ 3 回
1 日 8 時間

求職情報

◆日本医師会が会員のために運営する年金です　◆
◆会員医師とご家族の生涯設計に合わせた制度です。◆

生涯設計から募集、資産運用等のすべてを日本医師会で運営しています。

　日本医師会　年金・税制課　TEL：03(3946)2121( 代表 )　FAX：03(3946)6295
（ホームページ：http://www.med.or.jp/）　　(E-mail：nenkin@po.med.or.jp)

◆◆◆　医師年金の特徴　◆◆◆
その１　積立型の私的年金
●掛金として積み立てた資金を、将来自分の年金として受け取る制度です。
●公的年金のように若い方の掛金で老人を支える制度ではありません。

その２　希望に応じて自由設計
●医師年金は掛金に上限がなく、いつでも増減が可能です。
●余剰資金をまとめて掛金とすることもできます。

その３　受取時期や方法が自由
●年金の受給開始は、原則 65 歳からですが、75 歳まで延長できます。
　また、56 歳から受給することも可能です。
●年金のタイプは、受給を開始する際に選択できます。
　（15年保証期間付終身年金、5年確定年金、10年確定年金、15年確定年金）

その４　法人化しても継続可能
●勤務医・開業医（個人・法人）に関係なく、日医会員であるかぎり継続的
　に加入できます。

◆日本医師会が会員のために運営する年金です　◆
◆会員医師とご家族の生涯設計に合わせた制度です。◆医師年金のおすすめ
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編集後記

　6月 23月の本会理事会の協議事項のトップは「地球温暖化防止の対策について」で
した。またまた、難しい議題で理事会の冒頭から「疲れてしまいそう」と思いきや、こ
れがなかなか「爽やかな」話題でありました。

　地球温暖化防止策とはつまり節電のこと。夏季の冷房設定温度を28度程度にすると
のことでした。環境省が呼び掛け、すでに政府、地方自治体も実施しているところです。
日医もこれに賛同しています。6月 16日に植松会長が来県されたときもノーネクタイ
でした。そこで、わが県医師会もこの運動に参加しようということになったわけであり
ます。
　この夏、県医師会館は冷房温度が高めに設定されます。どうか会員の先生方には、ご
来館の際には軽装でお願いいたします。

　クールビズというのでしょうか、夏の軽装のことです。よく報道されるためでしょう
か国会議員の軽装が目につきます。先生方それぞれにくふうされているのでしょうか、
なかなかにそのセンスの程は千差万別、実のところ、いささか感じいるところもありま
す。共通しているのはノーネクタイ。果たして、ネクタイをしないことが軽装でしょうか。

　環境省にはひさびさのヒットであります。省エネ、ケッコウ。クールビズ、ケッコウ。
しかし、ネクタイ屋さんが悲鳴をあげているそうです。改革には痛みがつきもの、どこ
かで聞いたような気がします。どうも、現在の政府がする施策は痛みがつかないものは
ないようです。小泉さんは来年9月までが任期と言明されました。どうかそれまでに誰
もが痛みを感じないヒットをだしてください。

　さて、つぎの木曜日はわたしもクールビズです。空梅雨、水不足も心配なことです。
6月から連日30度を超えています。軽装で医師会舘へ行けることはホントありがたい
ことです。編集委員の面々、どんなカッコウで来られるのか。今から、つぎの編集委員
会が楽しみです。

（加藤）

From Editor

平成 17 年 6 月号（NO.1738）記事にて、一部間違いがありましたので、お詫びして訂正い
たします。

P459　「第 150 回定例代議員会」右段 4 行目
（誤）　出席議員 67 名
（正）　出席議員 60 名

P523「第 16 回日本東洋医学会　中四国支部山口県部会学術総会」
（誤）　平成 16 年 7 月 16 日
（正）　平成 17 年 7 月 16 日

訂　正
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